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1.3 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

(1) 敷地周辺の遡上・浸水域の評価

【規制基準における要求事項等】 

遡上・浸水域の評価に当たっては，次に示す事項を考慮した遡上解析を実施

して，遡上波の回り込みを含め敷地への遡上の可能性を検討すること。 

・敷地及び敷地周辺の地形とその標高

・敷地沿岸域の海底地形

・津波の敷地への浸入角度

・敷地及び敷地周辺の河川，水路の存在

・陸上の遡上・伝播の効果

・伝播経路上の人工構造物

【検討方針】 

基準津波による次に示す事項を考慮した遡上解析を実施して，遡上波の回り込

みを含め敷地への遡上の可能性を検討する。 

・敷地及び敷地周辺の地形とその標高

・敷地沿岸域の海底地形

・津波の敷地への浸入角度

・敷地及び敷地周辺の河川，水路の存在

・陸上の遡上・伝播の効果

・伝播経路上の人工構造物

【検討結果】 

a.遡上解析の手法，データ及び条件

上記の検討方針について，遡上解析の手法，データ及び条件を以下のとおり

とした。詳細は添付資料２に示す。 

・基準津波による遡上解析に当たっては，基準津波の評価において妥当性を確

認した数値シミュレーションプログラムを用いて，地殻変動を地形に反映し

て津波数値シミュレーションを実施する。なお，潮位は数値シミュレーショ

ンにより得られた水位変動量に考慮する。

・計算格子間隔については，土木学会(2016)を参考に，敷地に近づくにしたが

って最大 800m から最小 6.25m まで徐々に細かい格子サイズを用い，津波の

挙動が精度よく計算できるよう適切に設定する。なお，敷地近傍及び敷地に

ついては，海底・海岸地形，敷地の構造物等の規模や形状を考慮し，格子サ

イズ 6.25m でモデル化する。

・地形のモデル化に当たっては，最新の地形データを用いることとし，海域で

は一般財団法人日本水路協会(2011)，一般財団法人日本水路協会(2008～

2011)，深浅測量等による地形データを用い，陸域では，国土地理院（2014）

等による地形データを用いる。また，取水路・放水路等の諸元については，

5条-別添1-Ⅱ-1-17
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発電所の竣工図等を用いる。 

・モデル化の対象とする構造物は，耐震性や耐津波性を有する恒設の人工構造

物，及び津波の遡上経路に影響する恒設の人工構造物とする。その他の津波

伝播経路上の人工構造物については，構造物が存在することで津波の影響軽

減効果が生じ，遡上範囲を過小に評価する可能性があることから，遡上解析

上，保守的な評価となるよう対象外とする。 

 

なお，遡上経路に影響し得る，あるいは津波伝播経路上の人工構造物である防

波堤は，耐震性が確認された構造物ではないが，その存在が遡上解析に与える影

響が必ずしも明確でないことから，ここではモデル化の対象とし，損傷等が遡上

経路に及ぼす影響を次項「(2)地震・津波による地形等の変化に係る評価」で検

討する。 

 

b.敷地周辺の遡上・浸水域の把握 

敷地周辺の遡上・浸水域の把握に当たって以下のとおりとした。 

・敷地周辺の遡上・浸水域の把握に当たっては，敷地前面・側面及び敷地周辺

の津波の浸入角度及び速度並びにそれらの経時変化を把握する。 

・敷地周辺の浸水域の寄せ波・引き波の津波の遡上・流下方向及びそれらの速

度について留意し，敷地の地形，標高の局所的な変化等による遡上波の敷地

への回り込みを考慮する。 

 

遡上解析により得られた基準津波の遡上波による最高水位分布及び最大浸水

深分布を第 1.3-1 図及び第 1.3-2 図に示す。なお，第 1.3-1 図及び第 1.3-2 図は，

数値シミュレーション結果を示している。 

これより，岩着（一部，地盤改良）した防波壁前面の荷揚場付近については，

津波が遡上し浸水する可能性があるが，発電所敷地は，防波壁及び端部の自然地

山により取り囲まれていることから，設計基準対象施設の津波防護対象設備を内

包する建物及び区画の設置された敷地に津波が遡上する可能性はない。 

  

5条-別添1-Ⅱ-1-18
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第 1.3-1 図 基準津波による遡上波の最高水位分布（基準津波１：防波堤無し） 

 

 

第1.3-2図 基準津波による遡上波の最大浸水深分布（基準津波１：防波堤無し） 

  

5条-別添1-Ⅱ-1-19
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(2)地震・津波による地形等の変化に係る評価 

【規制基準における要求事項等】 

次に示す可能性が考えられる場合は，敷地への遡上経路に及ぼす影響を検討

すること。 

・地震に起因する変状による地形，河川流路の変化 

・繰り返し襲来する津波による洗掘・堆積による地形，河川流路の変化 

 

【検討方針】 

次に示す可能性があるかについて検討し，可能性がある場合は，敷地への遡上

経路に及ぼす影響を検討する。 

・地震に起因する変状による地形，河川流路の変化 

・繰り返し襲来する津波による洗掘・堆積による地形，河川流路の変化 

 

【検討結果】 

地震による地形等の変化については，遡上経路へ影響を及ぼす可能性のある地

盤変状及び構造物損傷として，以下を考慮した津波遡上解析を実施し，遡上経路

に及ぼす影響を検討した。検討の具体的な内容は添付資料３に示す。 

・基準地震動 Ss による健全性が確認された構造物ではない防波堤について，

それらの損傷を想定し，それらがない状態を反映した地形 

・防波壁前面の埋戻土部について，基準地震動 Ss による沈下を想定し，保守

的に設定した沈下量を反映した地形 

なお，津波による地形等の変化については，遡上域が岩盤もしくはアスファル

トあるいはコンクリートで舗装されており洗掘は生じないこと，及び防波壁両端

部の地山のせん断抵抗力は津波波力と比較して十分に大きく，津波による地山の

健全性確保の見通しを確認していることから考慮しない。 

津波評価の結果，前項で示した津波防護対象設備を内包する建物及び区画が設

置された敷地への遡上はなく，以上の地形変化については敷地の遡上経路に影響

を及ぼすものではないことを確認した。 

なお，入力津波の設定における地形変化の考慮については，「1.4 入力津波の

設定」に示す。 

遡上域となる荷揚場はアスファルトまたはコンクリートで地表面を舗装され

ている。文献（１）によるとアスファルト部で 8m/s の流速に対して洗掘の耐性があ

るとされている。遡上域の範囲（最大浸水深分布）を評価するため，地震による

荷揚場周辺の沈下及び初期潮位を考慮した津波解析を実施した。検討に当たって

は，荷揚場付近の浸水範囲が広い基準津波１（防波堤無し）を対象とした。第１

図に荷揚場における最大浸水深分布図，第２図に最大流速分布図，第３図に流速

が最大（11.9m/s）となった地点における浸水深・流速時刻歴波形を示す。第３

図より，アスファルト部で耐性があるとされる 8m/s の流速を越える時間は限定

的であるが，第２図に示す 8m/s の流速を越える地点付近についてはコンクリー

5条-別添1-Ⅱ-1-20
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ト舗装等の対策工を行うことから入力津波の設定における影響要因として考慮

しない。 

 

（１）津波防災地域づくりに係る技術検討報告書，津波防災地域づくりに係る技

術検討会，p.33，2012 

 

 

第１図 最大浸水深分布図（基準津波１（防波堤無し）） 

 

 

第２図 最大流速分布図（基準津波１（防波堤無し）） 

  

：海陸境界

（ｍ）

流速最大地点（11.9m/s）

：海陸境界

5条-別添1-Ⅱ-1-21
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第３図 流速最大地点における浸水深・流速時刻歴波形 

5条-別添1-Ⅱ-1-22
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1.4 入力津波の設定 

【規制基準における要求事項等】 

基準津波は，波源域から沿岸域までの海底地形等を考慮した，津波伝播及び

遡上解析により時刻歴波形として設定していること。 

入力津波は，基準津波の波源から各施設・設備等の設置位置において算定さ

れる時刻歴波形として設定していること。 

基準津波及び入力津波の設定に当たっては，津波による港湾内の局所的な海

面の固有振動の励起を適切に評価し考慮すること。 

【検討方針】 

基準津波については，「島根原子力発電所における津波評価について」(参考資

料１)において説明する。 

入力津波は，基準津波の波源から各施設・設備等の設置位置において算定され

る時刻歴波形として設定する。具体的に入力津波の設定に当たっては，以下のと

おりとする。 

・入力津波は，海水面の基準レベルからの水位変動量を表示することとし，潮

位変動等については，入力津波を設計または評価に用いる場合に考慮する。

・入力津波が各施設・設備の設計・評価に用いるものであることを念頭に，津

波の高さ，津波の速度，衝撃力等，着目する荷重因子を選定した上で，各施

設・設備の構造・機能損傷モードに対応する効果を安全側に評価する。

・施設が海岸線の方向において広がりを有している場合は，複数の位置におい

て荷重因子の値の大小関係を比較し，施設に最も大きな影響を与える波形を

入力津波とする。

基準津波及び入力津波の設定に当たっては，津波による港湾内の局所的な海面

の固有振動の励起を適切に評価し考慮する。 

【検討結果】 

(1)入力津波設定の考え方

基準津波は，地震による津波，海底地すべり等の地震以外の要因による津波

の検討及びこれらの組合せの検討結果より，施設に最も大きな影響を及ぼすお

それのある津波として，第 1.4-1 表に示す６種類の津波を設定している。これ

らの基準津波の設定に関わる具体的な内容は，「島根原子力発電所における津波

評価について」（参考資料１）で説明する。 

5条-別添1-Ⅱ-1-23
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第1.4-1表 島根原子力発電所の基準津波とその位置付け 

 

 

  

5条-別添1-Ⅱ-1-24
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入力津波は，以上の基準津波を踏まえ，津波の地上部からの到達・流入，取

水路・放水路等の経路からの流入，及び非常用海水冷却系の取水性に関する設

計・評価を行うことを目的に，主として施設護岸及び防波壁，取水口・取水槽

位置，放水槽位置に着目して設定した。具体的には取水口前面については基準

津波の波源から発電所敷地までの津波伝播・遡上解析を行い，海水面の基準レ

ベルからの水位変動量に朔望平均潮位及び潮位のばらつきを加え，設定した。

なお，解析には，基準津波の評価において妥当性を確認した数値シミュレーシ

ョンプログラムを用いた（添付資料２）。 

また，取水口及び放水口位置における朔望平均潮位及び潮位のばらつきを考

慮した津波条件に基づき，水路部について水理特性を考慮した管路計算を行い，

各位置における水位変動量として設定した。 

設定する主要な入力津波の種類と，その設定位置を第 1.4-2 表，第 1.4-1 図

に示す。 
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第 1.4-2 表(１) 設定する入力津波 

設計・評価項目 設計・評価方針 
設定すべき入力津波 

因子(評価荷重) 設定位置 

敷地への浸水防止（外郭防護１） 

遡上波の敷地への地

上部からの到達・流入

防止 

基準津波による遡上波を地上部から

敷地に到達又は流入させないことを

確認。 

基準津波による遡上波が到達する高

さにある場合には，津波防護施設及び

浸水防止設備を設置すること。 

遡上波最高水位 施設護岸又は防波壁 

取水路・放水路等の経

路からの津波の流入

の防止 

取水路，放水路等の経路から，津波が

流入する可能性について検討した上

で，流入の可能性のある経路（扉，開

口部，貫通部等）を特定し，それらに

対して浸水対策を施すことにより，津

波の流入を防止することを確認。 

水路内最高水位 

取水槽（１～３号炉） 

取水路点検口（3号炉） 

放水槽，冷却水排水槽，マンホール，

放水接合槽（1号炉） 

放水槽，放水接合槽（2号炉） 

放水槽，放水接合槽（3号炉） 

漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２） 

安全機能への影響確

認 

浸水想定範囲の周辺に重要な安全機

能を有する設備等が有る場合は，防水

区画化すること。必要に応じて防水区

画内への浸水量評価を実施し，安全機

能への影響がないことを確認。 

水路内最高水位 取水槽（2号炉） 

水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止 

非常用海水冷却系の

取水性 

基準津波による水位の低下に対して

海水ポンプが機能保持できる設計で

あること。基準津波による水位の低下

に対して冷却に必要な海水が確保で

きる設計であることを確認。 

取水口最低水位 取水口（2号炉） 

水路内最低水位 取水槽（2号炉） 

砂の移動・堆積に対す

る通水性確保 

基準津波による水位変動に伴う海底

の砂移動・堆積，陸上斜面崩壊による

土砂移動・堆積及び漂流物に対して取

水口及び取水路の通水性が確保でき

る設計であることを確認。 

砂堆積高さ 
取水口（2号炉） 

取水槽（2号炉） 

混入した浮遊砂に対

する機能保持 

浮遊砂等の混入に対して海水ポンプ

が機能保持できる設計であることを

確認。 

砂濃度 取水槽（2号炉） 

基準津波に伴う取水

口付近の漂流物に対

する取水性確保 

漂流物となる可能性のある施設・設備

等が，2 号炉取水口に到達し閉塞させ

ないことを確認。 

流況 

（流向・流速） 
港湾内，発電所沖合 

津波監視 

津波監視設備として設置する取水ピ

ット水位計の測定範囲が基準津波の

水位変動の範囲内であることを確認。 

水路内最高水位， 

最低水位 
取水槽（2号炉） 

 
 

 
  

 
津波高さ以外 

 
津波高さ 
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第 1.4-2 表(２) 設定する入力津波 

設計・評価項目 設計・評価方針 

設定すべき入力津波 

因子（評価荷重） 設定位置 

施設・設備の設計・評価の方針及び条件 

津 波防

護 施設

の設計 

防波壁 ・波力による侵食及び洗掘に対

する抵抗性並びにすべり及び転

倒に対する安定性を評価する。 

・越流時の耐性にも配慮した上

で，入力津波に対して，津波防

護機能が十分に保持できるよう

設計する。 

津波荷重（波力） 

施設護岸又は防波壁 防波壁通路防波扉 
漂流物衝突力（流速） 

1 号放水連絡通路防波扉 

1 号炉取水槽流路縮小工 津波荷重（最高水位） 取水槽（１号炉） 

浸 水防

止 設備

の設計 

屋外排水路逆止弁 

・基準地震動による地震力に対

して浸水防止機能が十分に保持

できるよう設計する。 

・浸水時の波圧等に対する耐性

等を評価し，越流時の耐性にも

配慮した上で，入力津波に対し

て浸水防止機能が十分に保持で

きるよう設計する。 

津波荷重（最高水位） 施設護岸又は防波壁 

除じん機エリア防水壁 津波荷重（最高水位） 取水槽（2号炉） 

取水管立入ピット閉止板 津波荷重（最高水位） 取水槽（2号炉） 

除じん機エリア水密扉 津波荷重（最高水位） 取水槽（2号炉） 

海水ポンプエリア水密扉 津波荷重（最高水位） 取水槽（2号炉） 

原子炉建物境界水密扉 津波荷重（最高水位） 取水槽（2号炉） 

取水槽床ドレン逆止弁及

び貫通部止水処置 
津波荷重（最高水位） 取水槽（2号炉） 

津 波監

視 設備

の設計 

取水槽水位計 

・津波の影響（波力，漂流物の

衝突等）に対して，影響を受け

にくい位置への設置，影響の防

止策・緩和策を検討し，入力津

波に対して津波監視機能が十分

に保持できるよう設計する。 

津波荷重（流速） 取水槽（2号炉） 

 

 

 

  

 
津波高さ以外 

 
津波高さ 
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第 1.4-1 図 入力津波設定位置 
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入力津波を設計または評価に用いるに当たっては，入力津波に影響を与え得る
要因を考慮した。すなわち，入力津波が各施設・設備の設計・評価に用いるもの
であることを踏まえ，津波の高さ，津波の速度，衝撃力等，各施設・設備の設計・
評価において着目すべき荷重因子を選定した上で，算出される数値の切り上げ等
の処理も含め，各施設・設備の構造・機能損傷モードに対応する効果を安全側に
評価するように，各影響要因を取り扱った。 
入力津波に対する影響要因としては，津波伝播・遡上解析に関わるものとして

次の項目が挙げられる。 
・潮位変動 
・地震による地殻変動 
・地震による地形変化 

・津波による地形変化 
 

また，管路解析に関わるものとして，さらに次の項目が挙げられる。 
・管路状態・通水状態 
 

これらの各要因の詳細及び具体的な取り扱いについては次項「(2)入力津波に
対する影響要因の取り扱い」において示す。 
また，基準津波策定位置と港口の時刻歴波形を比較した結果，局所的な海面の

固有振動による励起は生じていない。また，港口と港湾内で数値シミュレーショ
ンによる基準津波の最高水位分布及び時刻歴波形を比較した結果においても，水
位分布や水位変動の傾向に大きな差異はないことから，局所的な海面の固有振動

による励起は生じていない。確認の詳細を添付資料５に示す。 
以上の考え方に基づき設定した設計または評価に用いる入力津波を「1.6 設計

または評価に用いる入力津波」において示す。 
 
(2)入力津波に対する影響要因の取り扱い 
入力津波に影響を与える可能性がある要因の取り扱いとしては，各施設・設備

の設計・評価において着目すべき荷重因子ごとに，その効果が保守的となるケー
スを想定することを原則とする。 
この原則に基づく各要因の具体的な取り扱いを入力津波の種類ごと（津波高さ，

津波高さ以外）に以下に示す。また，影響要因のうち潮位変動，地震による地殻
変動については，規制基準の要求事項等とともに詳細を「1.5 水位変動，地殻変

動の考慮」に示す。 
 
a.津波高さ 
(a)潮位変動 
入力津波の設定に当たり津波高さが保守的となるケース※を想定する。 

潮位変動の取り扱いに関わる詳細は 1.5 節に示す。 
 
※水位上昇側の設計・評価に用いる場合は朔望平均満潮位及び潮位のばらつき，
水位下降側の設計・評価に用いる場合は朔望平均干潮位及び潮位のばらつき 

 
 

(b)地震による地殻変動 
入力津波の設定に当たり津波高さが保守的となるケース※を想定する。 

地震による地殻変動の取り扱いに関わる詳細は 1.5 節に示す。 
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※水位上昇側の設計・評価に用いる場合は沈降，水位下降側の設計・評価に用
いる場合は隆起 

 
(c)地震による地形変化 
地震による地形変化としては，前節「1.3 基準津波による敷地周辺の遡上・

浸水域」の「(2)地震・津波による地形等の変化に係る評価」で示したとおり，
次の事象が考えられる。 

・斜面崩壊 
・地盤変状 
・防波堤損傷 

 
入力津波の設定に当たっては，これらの事象について，遡上域の地震による

地形変化として，保守的な地形条件も含めて想定し得る複数の条件（地盤の沈
下量や施設の損傷状態）に対して，遡上解析を実施することにより津波高さに
与える影響を確認する。その上で，保守的な津波高さを与える条件を入力津波
の評価条件として選定するとともに，その津波高さを入力津波高さとする。 
各事象が津波高さに与える影響の確認結果を添付資料３に，また，この結果

を踏まえた各事象の具体的な取り扱いを以下に示す。 
 

・斜面崩壊 
津波評価に影響を与える可能性のある敷地周辺斜面として，防波壁端部の

自然地山が挙げられるが，これらについては「防波壁及び１号放水連絡通路
防波扉の周辺斜面の安定性評価」の審査結果を踏まえ，防波壁両端部の地山
は崩壊しないことを，論点２「津波防護の障壁となる地山の扱い」にて確認
するとともに，入力津波を設定する際の影響要因として設定しないことを示
す。また，防波壁端部の自然地山以外に，敷地周辺斜面として地すべり地形
が判読されている地山の斜面崩壊についても検討し，入力津波高さに与える
影響がないことが確認されたことから，入力津波を設定する際の影響要因と
して考慮しない。  

 
・地盤変状 

津波評価に影響を与える可能性のある地形変化として，防波壁前面に存在

する埋戻土の沈下が挙げられるが，これらの範囲は限定されており，これら
の沈下を考慮した遡上解析を行った結果，最大水位上昇量に変化が認められ
るが，その差異は小さいことから，入力津波を設定する際の影響要因として
考慮しない。 

 
・防波堤損傷 

防波堤の状態は，施設護岸及び防波壁等の最高水位及び２号炉取水口の最
低水位に対しても有意な影響を与え得るものと考えられるため，本要因につ
いては，本要因（及び他の要因）をパラメータとした遡上解析により得られ
る最も保守的な水位（最高，最低）を入力津波高さとする。 

 

(d)津波による地形変化 
津波による地形変化としては，前節「1.3 基準津波による敷地周辺の遡上・

浸水域」の「(2)地震・津波による地形等の変化に係る評価」で示したとおり，
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津波による地形変化が発生しないよう対策工を実施するため，入力津波を設定
する際の影響要因として考慮しない。 

 
(e)管路状態・通水状態 

管路内における津波の挙動に関わる管路状態・通水状態としては以下の項
目が挙げられる。なお，島根２号炉のスクリーンは耐震性，耐津波性を有す
るため，スクリーンの有無について，入力津波を設定する際の影響要因とし
て考慮しない。詳細を「2.5.2  津波の二次的な影響による非常用海水冷却系
の機能保持確認」に示す。 
・貝付着状態 
・ポンプ稼働状態 

 
入力津波の設定に当たり，これらをパラメータとした管路計算を行い，得ら

れた結果のうち最も保守的な水位（最高，最低）を入力津波高さとする。 
保守的な値の選定に関わる管路計算の詳細を添付資料６に示す。 

 
 
b.津波高さ以外 
(a)潮位変動 
津波高さ以外の，流向・流速（流況）や砂堆積高さ等の津波条件（荷重因子）

には有意な影響を与えないと考えられるため，入力津波の設定に当たり，標準
条件※を想定する。 

 
※水位上昇側の評価のために策定した基準津波では満潮位側，下降側の評価の
ために策定した基準津波では干潮位側を考慮し，潮位のばらつきは考慮しな
い 

 
(b)地震による地殻変動 
津波高さ以外の，流向・流速（流況）や砂堆積高さ等の津波条件（荷重因子）

には有意な影響を与えないと考えられるため，入力津波の設定に当たり，標準
条件※を想定する。 

 
※各基準津波の原因となる地震に伴う地殻変動 

 
(c)地震による地形変化 
地震による地形変化としては，上述のとおり，次の事象が考えられる。 
・斜面崩壊 
・地盤変状 
・防波堤損傷 

 
入力津波の設定に当たっては，これらの事象について，保守的な地形条件も

含めて想定し得る複数の条件（地盤の沈下量や施設の損傷状態）に対して，遡
上解析を実施することにより，着目すべき各々の津波条件（荷重因子）に与え
る影響を確認する。その上で，保守的な結果を与える条件を入力津波の評価条

件として選定するとともに，その結果を入力津波とする。 
各事象が各々の津波条件（荷重因子）に与える影響の確認結果を添付資料３

に，また，この結果を踏まえた各事象の具体的な取り扱いを以下に示す。 
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・斜面崩壊
津波評価に影響を与える可能性のある敷地周辺斜面として，防波壁端部の

自然地山が挙げられるが，これらについては「防波壁及び１号放水連絡通路
防波扉の周辺斜面の安定性評価」の審査結果を踏まえ，防波壁両端部の地山
は崩壊しないことを，論点２「津波防護の障壁となる地山の扱い」にて確認
するとともに，入力津波を設定する際の影響要因として設定しないことを示
す。また，防波壁端部の自然地山以外に，敷地周辺斜面として地すべり地形
が判読されている地山の斜面崩壊についても検討し，入力津波高さに与える
影響がないことが確認されたことから，入力津波を設定する際の影響要因と
して考慮しない。

・地盤変状
津波評価に影響を与える可能性のある地形変化として，防波壁前面に存在

する埋戻土の沈下が挙げられるが，これらの範囲は限定されており，港湾内・
発電所沖合の流況に有意な影響を与えないものと考えられる。このため入力
津波のうち流況の設定に当たっては，現地形を代表条件とし，入力津波を設
定する際の影響要因として考慮しない。

・防波堤損傷
防波堤の状態は，発電所沖合の流況には有意な影響を与えないものと考え

られる。このため入力津波のうち発電所沖合の流況の設定に当たっては，現

地形（防波堤が健全な状態）を代表条件とし，入力津波を設定する際の影響
要因として考慮しない。
一方，発電所沖合の流況を除く，港湾内の流向や流速，砂堆積高さ等に対

しては有意な影響を与えるものと考えられるため，これらについては，本要
因（及び他の要因）をパラメータとした遡上解析により得られるすべての結
果を入力津波として取り扱い，設計・評価を行うものとする。 

(d)津波による地形変化
津波による地形変化としては，前節「1.3 基準津波による敷地周辺の遡上・

浸水域」の「(2)地震・津波による地形等の変化に係る評価」で示したとおり，
津波による地形変化が発生しないよう対策工を実施するため，入力津波を設定

する際の影響要因として考慮しない。 

5条-別添1-Ⅱ-1-32

21



 

 

1.5 水位変動，地殻変動の考慮 

【規制基準における要求事項等】 

入力津波による水位変動に対して朔望平均潮位（注）を考慮して安全側の評

価を実施すること。 

注）：朔（新月）及び望（満月）の日から 5日以内に観測された，各月の最

高満潮面及び最低干潮面を 1年以上にわたって平均した高さの水位を

それぞれ，朔望平均満潮位及び朔望平均干潮位という 

潮汐以外の要因による潮位変動についても適切に評価し考慮すること。 

地震により陸域の隆起または沈降が想定される場合，地殻変動による敷地の

隆起または沈降及び，強震動に伴う敷地地盤の沈下を考慮して安全側の評価を

実施すること。 

 

【検討方針】 

入力津波を設計または評価に用いるに当たり，入力津波による水位変動に対し

て朔望平均潮位を考慮して安全側の評価を実施する。潮汐以外の要因による潮位

変動として，高潮についても適切に評価を行い考慮する。また，地震により陸域

の隆起または沈降が想定される場合は，地殻変動による敷地の隆起または沈降及

び強震動に伴う敷地地盤の沈下を考慮して安全側の評価を実施する。 

具体的には以下のとおり実施する。 

・朔望平均潮位については，発電所構内（輪谷湾）における潮位観測記録に基

づき，観測設備の仕様に留意の上，評価を実施する。 

・上昇側の水位変動に対しては，朔望平均満潮位及び潮位のばらつきを考慮し

て上昇側評価水位を設定し，下降側の水位変動に対しては，朔望平均干潮位

及び潮位のばらつきを考慮して下降側評価水位を設定する。 

・潮汐以外の要因による潮位変動について，潮位観測記録に基づき，観測期間

等に留意の上，高潮発生状況（程度，台風等の高潮要因）について把握する。

また，高潮の発生履歴を考慮して，高潮の可能性とその程度（ハザード）に

ついて検討し，津波ハザード評価結果を踏まえた上で，独立事象としての津

波と高潮による重畳頻度を検討した上で，考慮の要否，津波と高潮の重畳を

考慮する場合の高潮の再現期間を設定する。 

・地震により陸域の隆起または沈降が想定される場合，以下のとおり考慮する。 

・地殻変動が隆起の場合，下降側の水位変動に対する安全評価の際には，下降

側評価水位から隆起量を差引いた水位と対象物の高さを比較する。また，上

昇側の水位変動に対する安全評価の際には，隆起を考慮しないものと仮定し

て，対象物の高さと上昇側評価水位を直接比較する。 

・地殻変動が沈降の場合，上昇側の水位変動に対する安全評価の際には，上昇

側水位に沈降量を加算して，対象物の高さと比較する。また，下降側の水位

変動に対する安全評価の際には，沈降しないものと仮定して，対象物の高さ

と下降側評価水位を直接比較する。  
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【検討結果】 

(1)朔望平均潮位

島根原子力発電所の構内の観測地点「発電所構内（輪谷湾）」（第1.5-1図）の

朔望平均潮位は第1.5-1表のとおりである。なお，朔望平均潮位は，規制基準にお

ける要求の期間に比べて長い期間の朔（新月）及び望（満月）の日の前２日後５

日の期間における最高満潮面及び最低干潮面を一定期間で平均した高さの水位と

する。 

耐津波設計においては施設への影響を確認するため，上昇側の水位変動に対し

ては朔望平均満潮位を考慮して上昇側水位を設定し，また，下降側の水位変動に

対しては朔望平均干潮位を考慮して下降側水位を設定する。 

第 1.5-1 図 島根原子力発電所における潮位観測地点の位置 

第 1.5-1 表 津波計算で考慮する水位変動 

朔望平均満潮位 EL+0.58m 

朔望平均干潮位 EL+0.09m 

潮位観測地点 
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(2)潮位のばらつき 

朔望平均潮位のばらつきを把握するため，観測地点における平成 27 年１月か

ら令和元年 12 月まで（2015 年１月～2019 年 12 月）の５ヵ年の潮位観測記録を

用いてばらつきの程度を確認した。データ分析の結果を第 1.5-2 表に，各月の朔

望満干潮位の推移を第 1.5-2 図に示す。標準偏差は満潮位で 0.14ｍ，干潮位で

0.17ｍであった。また，観測記録の抽出期間及び観測地点の妥当性を確認するた

め，潮位観測記録について分析を行った。（添付資料７） 

満潮位の標準偏差（0.14ｍ）は，耐津波設計における上昇側水位の設定の際に

考慮し，干潮位の標準偏差（0.17ｍ）は下降側水位の設定の際に考慮する。 
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第 1.5-2 表 朔望平均潮位に関するデータ分析 

 満潮位 干潮位 

最大値 EL+0.97m EL+0.46m 

平均値 EL+0.58m EL-0.09m 

最小値 EL+0.31m EL-0.47m 

標準偏差 0.14m 0.17m 

 

 

  

 

第 1.5-2 図 各月の朔望満干潮位 
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(3)高潮 

a.高潮の評価 

観測地点「発電所構内（輪谷湾）」における約 15 年（1995 年～2009 年）の年

最高潮位を第 1.5-3 表に示す。また，表から算定した観測地点「発電所構内（輪

谷湾）」における最高潮位の超過発生確率を第 1.5-3 図に示す。これより，再現

期間と期待値は次のとおりとなる。 

 

2 年   EL+0.77m 

5 年   EL+0.91m 

10 年   EL+1.01m 

20 年   EL+1.12m 

50 年   EL+1.25m 

100 年 EL+1.36m 

 

 

第 1.5-3 表 観測地点「発電所構内（輪谷湾）」における年最高潮位 

年 
最高潮位 

発生月日 

年最高潮位 

（EL m） 

（参考） 

年最高潮位上位 10 位 

1995 9 月 3 日 0.72 9 

1996 6 月 18 日 0.81 5 

1997 8 月 10 日 0.79 7 

1999 10 月 29 日 0.80 6 

2000 9 月 17 日 0.90 4 

2001 8 月 22 日 0.71  

2002 9 月 1 日 0.97 3 

2003 9 月 13 日 1.12 1 

2004 8 月 19 日 1.02 2 

2005 7 月 4 日 0.67  

2006 8 月 12 日 0.67  

2007 8 月 14 日 0.72 9 

2008 8 月 15 日 0.75 8 

2009 12 月 6 日 0.70  

※1998 年はデータが 1 月～3 月までしか計測されていないため考慮しない。 
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（参考）年最高潮位上位 10 位と発生要因 

順位 発生年月日 
高潮潮位 

（EL m） 
発生要因 

１ 2003 年 9 月 13 日 1.12 台風 14 号 

２ 2004 年 8 月 19 日 1.02 台風 15 号 

３ 2002 年 9 月 1 日 0.97 台風 15 号 

４ 2000 年 9 月 17 日 0.90  

５ 1996 年 6 月 18 日 0.81  

６ 1999 年 10 月 29 日 0.80  

７ 1997 年 8 月 10 日 0.79  

８ 2008 年 8 月 15 日 0.75  

９ 1995 年 9 月 3 日 0.72  

９ 2007 年 8 月 14 日 0.72  

 

 

第 1.5-3 図 発電所構内（輪谷湾）における最高潮位の超過発生確率 
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20 年 112 
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b.高潮の考慮 

基準津波による水位の年超過確率は，10-4～10-5程度※であり，独立事象とし

ての津波と高潮が重畳する可能性が極めて低いと考えられるものの，高潮ハザ

ードについては，プラントの運転期間を超える再現期間 100 年に対する期待値

（EL+1.36m）と，入力津波で考慮する朔望平均満潮位（EL+0.58m）及び潮位の

ばらつき（0.14m）の合計の差である 0.64m を外郭防護の裕度評価において参照

する。（第 1.5-4 図）また，最寄りの気象庁潮位観測地点「境」（敷地から東約

23km 地点）における 45 年（1967 年～2012 年）の高潮ハザード及び「発電所構

内（輪谷湾）」における約 25 年（1995 年～2019 年）の高潮ハザードを算定し，

「発電所構内（輪谷湾）」における約 15 年（1995 年～2009 年）の期待値と比べ

て，小さい値であることを確認した。なお，再現期間 100 年に対する期待値を

検討した期間以降（輪谷湾の2010年から2019年及び境の2013年から2019年），

既往の最高潮位を超える潮位は認められない。（添付資料７） 

  ※第 671 回審査会合資料（平成 31 年 1 月 18 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.5-4 図 高潮の考慮のイメージ 

  

▼許容津波高さ 

  設計又は評価に 
  用いる 
 ▼入力津波水位 

▼基準津波水位 

許容値 
高潮ハザードの 
再現期間 

100 年期待値 
【1.36m】 

③参照する裕度 
【0.64m】 

②潮位のばらつき 
【0.14m】 

①朔望平均満潮位 

【0.58m】 

設計の裕度 
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(4)地殻変動 

地震による地殻変動について，津波波源となる地震による影響を考慮するとと

もに，津波が起きる前に基準地震動 Ss の震源となる敷地周辺の活断層から想定

される地震が発生した場合を想定した検討も行う。 

津波波源としている地震による地殻変動としては，海域活断層及び日本海東縁

部が挙げられ，それらの断層変位に伴う地殻変動量を第 1.5-4 表に示す。第 1.5-5

図に敷地に地殻変動が想定される海域活断層の波源を示す。なお，日本海東縁部

に想定される地震による津波については，起因となる地震の波源が敷地から十分

に離れており，敷地への地震の影響は十分に小さいため，入力津波を設定する際

には，地震による地殻変動を考慮しない。 

津波が起きる前に，基準地震動 Ss の震源となる敷地周辺の活断層の変位によ

る地殻変動が発生することを想定する。それらの断層変位に伴う地殻変動量を第

1.5-5 表に示す。基準地震動 Ss の震源のうち敷地に大きな影響を与える宍道断層

による地殻変動量は 0.02m 以下（沈降）であり，十分小さいことから，この地殻

変動量は入力津波を設定する際の影響要因として考慮しない。また，宍道断層だ

けでなく，日本海東縁部に想定される地震による津波が起きる前の地殻変動量と

して，海域活断層による地殻変動量も考慮し，保守的に 0.34m の隆起を地殻変動

量として考慮する。 

地殻変動量の算出に当たっては，第1.5-6図に示すパラメータを用い，Mansinha 

and Smylie（1987）の方法を用いた。算定方法の詳細については添付資料２に

示す。 

耐津波設計においては施設への影響を確認するため，地殻変動が沈降の場合，

上昇側の水位変動に対して設計，評価を行う際には，沈降量を考慮して上昇側水

位を設定する。また，下降側の水位変動に対して設計，評価を行う際は，沈降し

ないものと仮定する。 

地殻変動が隆起の場合，下降側の水位変動に対して設計，評価を行う際には，

隆起量を考慮して下降側水位を設定する。また，上昇側の水位変動に対して設計，

評価を行う際は，隆起しないものと仮定する。 

なお，「島根原子力発電所における津波評価について」における地震による津

波の数値シミュレーションでは，地殻変動量を含む形で表現している。 

基準津波１～６及び宍道断層による地殻変動量分布図を第 1.5-6 図に示す。 

入力津波の設定において考慮する地殻変動量を第 1.5-6 表に示す。 

基準地震動 Ss の評価における検討用地震の震源において最近地震は発生して

いないことから広域的な余効変動は生じていない。なお，文献※１，２によると，内

陸地殻内地震の水平方向の余効変動は数 cm 程度と小さく，上下方向の余効変動

は確認されていないことから，仮に地震が発生したとしても余効変動が津波に対

する安全性評価に影響を及ぼすことは無い。 
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※１ 小沢慎三郎・水藤尚(2007)：測地データを用いた地震後の余効変動に関す

る研究（第 9年次），平成 19 年度調査研究報告，国土地理院 

※２ 松島健・河野裕希・中尾茂・高橋浩晃・一柳昌義（2006）：GPS 観測から得

られた福岡県西方沖地震発生後の地殻変動(序報)，地震予知連絡会会報，

第 75 巻，p.553-554. 

 

第 1.5-4 表 津波波源となる断層変位に伴う地殻変動量 

 
 

 

第1.5-5図 基準津波の想定波源図 

 

第 1.5-5 表 基準地震動 Ss の震源となる敷地周辺の活断層の変位に伴う地殻変

動量 

 

  

津波波源となる断層 敷地の地殻変動量

日本海東縁部 波源が敷地から十分に離れていることから，考慮しない。

海域活断層(Ｆ-Ⅲ～Ｆ-Ⅴ断層) 0.34mの隆起が生じる。

津波波源以外の敷地周辺断層（基準地震動Ss） 敷地の地殻変動量

宍道断層 0.02m以下の沈降が生じる。※

海域活断層(Ｆ-Ⅲ～Ｆ-Ⅴ断層) 0.34mの隆起が生じる。
※ 0.02m以下の沈降は，外郭防護の裕度評価に参照している高潮の裕度評価（0.64m）と比較し，十分小さいことから考慮しない。
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第 1.5-6 図（１） 地殻変動量分布図：基準津波１ 

 

 

 

第 1.5-6 図（２） 地殻変動量分布図：基準津波２ 

  

断層長さ 222.2km 
断層幅  17.3km 
すべり量 16.0m 
上縁深さ 0km 
走向 193.3° 
傾斜角 60° 
すべり角 90° 

Mw 8.16 

断層長さ 350km 
断層幅  23.1km 
すべり量 最大 12m，平均 6m 
上縁深さ 0km 
走向 8.9° 
傾斜角 60° 
すべり角 90° 

Mw 8.09 
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第 1.5-6 図（３） 地殻変動量分布図：基準津波３ 

  

断層長さ 350km 
断層幅  23.1km 
すべり量 最大 12m，平均 6m 
上縁深さ 0km 
走向 8.9° 
傾斜角 60° 
すべり角 90° 

Mw 8.09 
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第 1.5-6 図（４） 地殻変動量分布図：基準津波４ 

 

 

 
第 1.5-6 図（５） （参考）地殻変動量分布図：海域活断層上昇側最大ケース 

  

断層長さ 48.0km 
断層幅 15.0km 
すべり量 4.01m 
上縁深さ 0km 
走向 54 °，90° 
傾斜角 90° 
すべり角 115°，180° 

Mw  7.27 

断層長さ 48.0km 
断層幅 15.0km 
すべり量 4.01m 
上縁深さ 0km 
走向 54 °，90° 
傾斜角 90° 
すべり角 130°，180° 

Mw  7.27 
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第 1.5-6 図（６） 地殻変動量分布図：基準津波５ 

 

 

 

第 1.5-6 図（７） 地殻変動量分布図：基準津波６ 

  

断層長さ 350km 
断層幅  23.1km 
すべり量 最大 12m，平均 6m 
上縁深さ 0km 
走向 358.9° 
傾斜角 60° 
すべり角 90° 

Mw 8.09 

断層長さ 350km 
断層幅  23.1km 
すべり量 最大 12m，平均 6m 
上縁深さ 1km 
走向 358.9° 
傾斜角 60° 
すべり角 90° 

Mw 8.09 
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断層長さ 39.0km

断層幅 18.0km

すべり量 112.6cm

上縁深さ 2km

走向 91.2°，82.0°

傾斜角 90°

すべり角 180°

Mw 6.9

第 1.5-6 図（８） 地殻変動量分布図：宍道断層 

第 1.5-6 表 基準地震動 Ss による地殻変動量 

津波波源
津波発生前の基準地震動
Ssの震源となる地震による

地殻変動量

津波波源となる地震による
地殻変動量

設計・評価に
考慮する変動量

水位上昇
（沈降）
側の影響

日本海東縁部
宍道断層による0.02m以下
の沈降

―
(波源が敷地から十分に離れ
ていることから，考慮しない)

外郭防護の裕度評価に参照
している高潮の裕度評価

（0.64m）と比較し，十分
小さいことから考慮しない

海域活断層
(Ｆ-Ⅲ～Ｆ-
Ⅴ断層)

宍道断層による0.02m以下
の沈降

―
(地殻変動が隆起のため，

沈降は考慮しない)

外郭防護の裕度評価に参照
している高潮の裕度評価

（0.64m）と比較し，十分
小さいことから考慮しない

水位下降
（隆起）
側の影響

日本海東縁部
海域活断層(Ｆ-Ⅲ～Ｆ-Ⅴ
断層)による0.34mの隆起

―
(波源が敷地から十分に離れ
ていることから，考慮しない)

水位下降量の評価値に
0.34mの隆起を考慮

海域活断層
(Ｆ-Ⅲ～Ｆ-
Ⅴ断層)

―※ 海域活断層(Ｆ-Ⅲ～Ｆ-Ⅴ
断層)による0.34mの隆起

水位下降量の評価値に
0.34mの隆起を考慮

※ 同一震源による繰り返しの地震は考慮しない。

島根原子力発電所 
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1.6 設計または評価に用いる入力津波 

「1.5 水位変動，地殻変動の考慮」における考慮事項を踏まえた入力津波設

定にあたっての潮位変動，地殻変動の取り扱いの考え方を示すと第 1.6-1 図の

とおりとなる。 

第 1.6-1 図 潮位変動，地殻変動の取り扱いの考え方（上昇側及び下降側） 

【水位上昇側】 

① 望平均満潮位：EL+0.58m

②潮位のバラツキ：0.14m

防護対象設備 

高潮ハザード期待値：1.36m 

裕度評価で設計裕度＞③を確認 

③参照する裕度：0.64m

設計裕度 

基準津波により求まる評価地点
での最大水位上昇量 

水位上昇側評価においては，隆

起しないと仮定して評価する。 

②潮位のバラツキ：0.17m

① 望平均干潮位：EL.+0.09m

③隆起量：0.34m

④沈降量：隆起するため保守的に 0m

防護対象設備（補機冷却海水ポンプ） 

【水位下降側】 

設計裕度 

敷地・対象物 

敷地・対象物 

基準津波により求まる評価地点

での最大水位下降量 
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「1.4 入力津波の設定」及び上記の「1.5 水位変動，地殻変動の考慮」に記し

た考え方に従い設定した施設・設備の設計または評価に用いる入力津波の津波高

さを第1.6-1表に，各入力津波の時刻歴波形を第1.6-2図に示す。また，「1.4 入

力津波の設定」に示した入力津波に影響を与え得る要因の取り扱いに関し，主な

入力津波の評価条件の一覧を第1.6-2表に示す。なお，各入力津波により生じる水

位分布を添付資料８に示す。 
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第 1.6-1-1 表 入力津波高さ一覧(日本海東縁部)  

 

 

 

  

因子 設定位置
基準
津波

地形変化
(防波堤)

潮位変動
地震に

よる地殻変動

管路状態 設定位置に
おける評価値

(EL m)

許容津波高さ
(EL m)

評価※１朔望平均
潮位(m)

潮位のば
らつき(m)

貝付
着

ポンプ
状態

遡上域
最高水位

施設護岸又は防波壁 1 無し

EL+0.58 EL＋0.14 無し

管路解析
対象外

+11.9 +15.0 ○

水路内
最高水位

1号炉取水槽※２ １ 無し 無し 停止 +8.0 +8.8 ○

2号炉取水槽 １ 無し 無し 停止 +10.6 +11.3 ○

3号炉取水槽 １ 無し 無し 停止 +7.8 +8.8 ○

3号炉取水路点検口 １ 無し 無し 停止 +6.4 +9.5 ○

1号炉放水槽 １ 有り 無し 停止 +4.8 +8.8 ○

1号炉冷却水排水槽 １ 有り 無し 停止 +4.7 +8.5 ○

1号炉マンホール １ 有り 無し 停止 +4.8 +8.5 ○

1号炉放水接合槽 １ 有り 無し 停止 +3.5 +9.0 ○

2号炉放水槽 １ 有り 無し 停止 +7.9 +8.8 ○

2号炉放水接合槽 １ 無し 無し 停止 +6.1 +8.0 ○

3号炉放水槽 ５ 無し 無し 停止 +7.3 +8.8 ○

3号炉放水接合槽 ５ 無し 無し 停止 +6.5 +8.5 ○

取水口
最低水位

2号炉取水口 6 無し
EL+0.09 EL－0.17 隆起0.34m

を考慮

管路解析
対象外 -6.4 -12.5 ○

水路内
最低水位

2号炉取水槽 6 無し 有り 運転
-8.3
(-8.22)

-8.3
（-8.32）

○

※１ 参照する裕度（0.64m）に対しても余裕がある。
※２ 流路縮小工を設置して評価している。なお，水位については，「島根原子力発電所２号炉 津波による損傷の防止 論点１「防波堤が地震により損傷した場合の運用方針の妥当性，有効

性」」（現在，審議中）の審査結果を適宜反映する。

＊入力津波設定位置は第 1.4-1 図を参照 
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第 1.6-1-2 表 入力津波高さ一覧(海域活断層)  

 

 

 

  

因子 設定位置
基準
津波

地形変化
(防波堤)

潮位変動
地震に

よる地殻変動

管路状態 設定位置に
おける評価値

(EL m)

許容津波高さ
(EL m)

評価※１朔望平均

潮位(m)
潮位のば

らつき(m)
貝付
着

ポンプ
状態

遡上域

最高水位
施設護岸又は防波壁

海域活
断層
上昇側
最大
ケース

有り

EL+0.58 EL＋0.14 無し

管路解析

対象外
+4.2 +15.0 ○

水路内
最高水位

1号炉取水槽※２ ４ 無し 無し 停止 +3.2 +8.8 ○

2号炉取水槽 4 無し 無し 停止 +4.9 +11.3 ○

3号炉取水槽 4 有り 無し 停止 +3.7 +8.8 ○

3号炉取水路点検口 4 有り 無し 停止 +2.7 +9.5 ○

1号炉放水槽 4 無し 無し 停止 +2.1 +8.8 ○

1号炉冷却水排水槽 4 無し 無し 停止 +1.9 +8.5 ○

1号炉マンホール 4 無し 無し 停止 +1.8 +8.5 ○

1号炉放水接合槽 4 無し 無し 停止 +1.9 +9.0 ○

2号炉放水槽 4 無し 有り 運転 +4.2 +8.8 ○

2号炉放水接合槽 4 有り 有り 運転 +2.8 +8.0 ○

3号炉放水槽 4 有り 無し 停止 +3.3 +8.8 ○

3号炉放水接合槽 4 有り 無し 停止 +3.5 +8.5 ○

取水口

最低水位
2号炉取水口 4 無し

EL+0.09 EL－0.17 隆起0.34m
を考慮

管路解析
対象外 -4.2 -12.5 ○

水路内

最低水位
2号炉取水槽 4 無し 無し 運転 -6.3 -8.3 ○

※１ 参照する裕度（0.64m）に対しても余裕がある。
※２ 流路縮小工を設置して評価している。なお，水位については，「島根原子力発電所２号炉 津波による損傷の防止 論点１「防波堤が地震により損傷した場合の運用方針の妥当性，有効

性」」（現在，審議中）の審査結果を適宜反映する。

＊入力津波設定位置は第 1.4-1 図を参照 
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※最大水位上昇量 11.13m＋朔望平均満潮位 0.58m＋潮位のばらつき 0.14m≒EL+11.9m 

施設護岸又は防波壁（入力津波１，防波堤無し） 

 

 

１号炉取水槽（入力津波１，防波堤無し） 

 

 

２号炉取水槽（入力津波１，防波堤無し） 

 

 

３号炉取水槽（入力津波１，防波堤無し） 

 

第 1.6-2-1 図 入力津波の時刻歴波形（日本海東縁部）（１／４）  
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３号炉取水路点検口（入力津波１，防波堤無し） 

 

 

１号炉放水槽（入力津波１，防波堤有り） 

 

 

１号炉冷却水排水槽（入力津波１，防波堤有り） 

 

 

１号炉マンホール（入力津波１，防波堤有り） 

 

第 1.6-2-1 図 入力津波の時刻歴波形（日本海東縁部）（２／４） 
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１号炉放水接合槽（入力津波１，防波堤有り） 

 

 
２号炉放水槽（入力津波１，防波堤有り） 

 

 
２号炉放水接合槽（入力津波１，防波堤無し） 

 

 
３号炉放水槽（入力津波５，防波堤無し） 

 

第 1.6-2-1 図 入力津波の時刻歴波形（日本海東縁部）（３／４） 
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３号炉放水接合槽（入力津波５，防波堤無し） 

 

 

※最大水位下降量-5.97m-地殻変動量 0.34m≒EL-6.4m 

２号炉取水口（入力津波６，防波堤無し）※下降側 

 

 

※最大水位下降量-7.88m-地殻変動量 0.34m≒EL-8.3m 

２号炉取水槽（入力津波６，防波堤無し）※下降側 

 

第 1.6-2-1 図 入力津波の時刻歴波形（日本海東縁部）（４／４） 
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※最大水位上昇量 3.44m＋朔望平均満潮位 0.58m＋潮位のばらつき 0.14m≒EL+4.2m 

施設護岸又は防波壁（海域活断層上昇側最大ケース，防波堤有り） 

 

 

 
１号炉取水槽（入力津波４，防波堤無し） 

 

 

２号炉取水槽（入力津波４，防波堤無し） 

 

 

３号炉取水槽（入力津波４，防波堤有り） 

 

第 1.6-2-2 図 入力津波の時刻歴波形（海域活断層）（１／４） 
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３号炉取水路点検口（入力津波４，防波堤有り） 

 

 

１号炉放水槽（入力津波４，防波堤無し） 

 

 

１号炉冷却水排水槽（入力津波４，防波堤無し） 

 

 

１号炉マンホール（入力津波４，防波堤無し） 

 

第 1.6-2-2 図 入力津波の時刻歴波形（海域活断層）（２／４） 
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１号炉放水接合槽（入力津波４，防波堤無し） 

 

 

２号炉放水槽（入力津波４，防波堤無し） 

 

 

２号炉放水接合槽（入力津波４，防波堤有り） 

 

 

３号炉放水槽（入力津波４，防波堤無し） 

 

第 1.6-2-2 図 入力津波の時刻歴波形（海域活断層）（３／４） 
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３号炉放水接合槽（入力津波４，防波堤有り） 

 

 

 
※最大水位下降量-3.82m－地盤変動量 0.34m≒EL-4.2m 

２号炉取水口（入力津波４ 防波堤無し）※下降側 

 

 

※最大水位下降量-5.95m－地盤変動量 0.34m≒EL-6.3m 

２号炉取水槽（入力津波４ 防波堤無し）※下降側 

 

第 1.6-2-2 図 入力津波の時刻歴波形（海域活断層）（４／４）  
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第 1.6-2-1 表 入力津波の評価条件（津波高さに関わる荷重因子）(１／６) 

 

 

第 1.6-2-1 表 入力津波の評価条件（津波高さに関わる荷重因子）(２／６)  

 

  

因子
検討対象
基準津波

入力津波に対する影響要因
設定位置における水位

(EL m)

地形変化 潮位変動

地震による
地殻変動

管路状態

施設護岸又は防波壁

防波堤
朔望平均
潮位(m)

潮位の
ばらつき
(m)

貝付着
ポンプ
状態

遡
上
波
最
高
水
位

日
本
海
東
縁
部

基準津波１

有り

EL+0.58 EL+0.14 無し
管路解析
対象外

+10.7

無し +11.9

基準津波２ 有り +9.0

基準津波５ 無し +11.5

海
域
活
断
層

基準津波４

有り +3.8

無し +3.4

海域活断層上昇側
最大ケース

有り +4.2

無し +2.9

因子
検討対象
基準津波

入力津波に対する影響要因 設定位置における水位(EL m)
地形変化 潮位変動 地震による

地殻変動

管路状態 1号炉 2号炉 3号炉

防波堤 朔望平均潮位(m) 潮位のばらつき(m) 貝付着 ポンプ状態 取水槽※ 取水槽 取水槽 点検口

水
路
内
最
高
水
位

日
本
海
東
縁
部

基準津波
１

有り

EL+0.58 EL+0.14 無し

有り
運転 ― +6.5 +5.1 +4.2
停止 +6.7 +8.8 +6.9 +6.0

無し
運転 ― +7.2 +6.0 +4.7
停止 +7.0 +9.3 +7.1 +6.4[+6.31]

無し
有り

運転 ― +8.0 +5.5 +4.2
停止 +7.5 +10.1 +7.5 +6.2

無し
運転 ― +9.1 +6.5 +4.9
停止 +8.0 +10.6 +7.8 +6.4[+6.32]

基準津波
２

有り
有り

運転 ― +6.4 +5.5 +4.5
停止 +6.3 +8.4 +7.1 +6.1

無し
運転 ― +7.0 +6.３ +4.8
停止 +6.5 +9.1 +7.３ +6.1

基準津波
５

無し
有り

運転 ― +7.1 +5.0 +3.9
停止 +7.1 +9.7 +7.1 +5.6

無し
運転 ― +8.6 +6.0 +4.2
停止 +7.4 +10.4 +7.6 +6.0

海
域
活
断
層

基準津波
４

有り
有り

運転 ― +2.0 +1.7 +1.5
停止 +2.8 +2.8 +3.5 +2.6

無し
運転 ― +2.4 +1.9 +1.6
停止 +2.8 +2.9 +3.7 +2.7

無し
有り

運転 ― +2.1 +1.4 +1.3
停止 +3.1 +4.6 +3.4 +2.4

無し
運転 ― +2.9 +1.8 +1.3
停止 +3.2 +4.9 +3.4 +2.5

海域活断
層上昇側
最大ケース

有り
有り

運転 ― +1.6 +1.5 +1.3
停止 +2.5 +2.4 +3.4 +2.4

無し
運転 ― +1.8 +1.7 +1.4
停止 +2.4 +2.4 +3.6 +2.5

無し
有り

運転 ― +1.9 +1.2 +1.1
停止 +2.9 +4.2 +3.3 +2.3

無し
運転 ― +2.5 +1.6 +1.2
停止 +3.1 +4.5 +3.4 +2.4

※ 1号炉取水槽は流路縮小工を設置して評価している。なお，水位については，「島根原子力発電所２号炉 津波による損傷の防止 論点１「防波堤が地震により損傷した場合の運用方針の
妥当性，有効性」」（現在，審議中）の審査結果を適宜反映する。
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第 1.6-2-1 表 入力津波の評価条件（津波高さに関わる荷重因子）(３／６) 

 
 

第 1.6-2-1 表 入力津波の評価条件（津波高さに関わる荷重因子）(４／６) 

 
  

因子
検討対象
基準津波

入力津波に対する影響要因 設定位置における水位(EL m)
地形変化 潮位変動 地震による

地殻変動

管路状態 1号炉

防波堤 朔望平均潮位(m) 潮位のばらつき(m) 貝付着 ポンプ状態 放水槽 排水槽 マンホール 接合槽

水
路
内
最
高
水
位

日
本
海
東
縁
部

基準津波
１

有り

EL+0.58 EL+0.14 無し

有り
運転 ― ― ― ―
停止 +4.3 +4.5 +4.2 +3.4

無し
運転 ― ― ― ―
停止 +4.8 +4.7 +4.8 +3.5

無し
有り

運転 ― ― ― ―
停止 +4.4 +4.2 +3.9 +3.4

無し
運転 ― ― ― ―
停止 +4.0 +3.9 +3.6 +3.4

基準津波
２

有り
有り

運転 ― ― ― ―
停止 +3.3 +3.3 +3.2 +3.0

無し
運転 ― ― ― ―
停止 +3.4 +3.4 +3.3 +3.2

基準津波
５

無し
有り

運転 ― ― ― ―
停止 +2.7 +2.7 +2.5 +2.3

無し
運転 ― ― ― ―
停止 +2.8 +2.8 +2.5 +2.4

海
域
活
断
層

基準津波
４

有り
有り

運転 ― ― ― ―
停止 +1.9 +1.8 +1.8[+1.73] +1.8

無し
運転 ― ― ― ―
停止 +1.9 +1.9[+1.83] +1.8[+1.76] +1.8

無し
有り

運転 ― ― ― ―
停止 +2.0 +1.9[+1.82] +1.8[+1.79] +1.8

無し
運転 ― ― ― ―
停止 +2.1 +1.9[+1.88] +1.8[+1.80] +1.9

海域活断
層上昇側
最大ケース

有り
有り

運転 ― ― ― ―
停止 +1.8 +1.7 +1.6 +1.6

無し
運転 ― ― ― ―
停止 +1.8 +1.7 +1.7 +1.6

無し
有り

運転 ― ― ― ―
停止 +1.8 +1.7 +1.7 +1.7

無し
運転 ― ― ― ―
停止 +1.8 +1.7 +1.7 +1.7

因子
検討対象
基準津波

入力津波に対する影響要因 設定位置における水位(EL m)
地形変化 潮位変動 地震による

地殻変動

管路状態 2号炉 3号炉

防波堤 朔望平均潮位(m) 潮位のばらつき(m) 貝付着 ポンプ状態 放水槽 接合槽 放水槽 接合槽

水
路
内
最
高
水
位

日
本
海
東
縁
部

基準津波
１

有り

EL+0.58 EL+0.14 無し

有り
運転 +7.0 +5.9 +6.9 +6.2
停止 +7.2 +5.6 +6.5 +5.8

無し
運転 +7.0 +5.9 +6.9 +6.2
停止 +7.9 +5.7 +6.8 +6.2

無し
有り

運転 +6.4 +6.0 +6.5 +5.8
停止 +7.1 +6.1[+6.04] +6.4 +5.9

無し
運転 +6.2 +5.9 +6.6 +6.3
停止 +7.8 +6.1[+6.04] +6.8 +6.2

基準津波
２

有り
有り

運転 +6.3 +4.2 +4.5 +4.4
停止 +5.3 +3.7 +5.0 +4.7

無し
運転 +6.3 +4.0 +4.5 +4.2
停止 +5.5 +3.9 +5.0 +4.5

基準津波
５

無し
有り

運転 +5.8 +4.5 +6.5 +5.9
停止 +4.8 +5.1 +7.0 +6.3

無し
運転 +5.9 +4.1 +6.8 +6.3
停止 +5.5 +4.6 +7.3 +6.5

海
域
活
断
層

基準津波
４

有り
有り

運転 +4.1 +2.8[+2.80] +3.1 +2.9
停止 ＋3.2 +2.5 +3.1 +3.2

無し
運転 +3.5 +2.7 +2.8 +2.6
停止 +3.7 +2.4 +3.3[+3.27] +3.5

無し
有り

運転 +4.2 +2.8[+2.79] +3.1 +2.9
停止 +3.3 +1.8 +2.8 +2.5

無し
運転 +3.5 +2.6 +2.8 +2.6
停止 +3.7 +1.8 +3.3[+3.26] +2.8

海域活断
層上昇側
最大ケース

有り
有り

運転 +4.0 +2.7 +3.0 +2.7
停止 +2.7 +2.1 +2.6 +2.7

無し
運転 +3.3 +2.5 +2.7 +2.5
停止 +3.0 +2.1 +2.8 +2.9

無し
有り

運転 +4.0 +2.7 +3.0 +2.7
停止 +2.9 +1.6 +2.8 +2.4

無し
運転 +3.4 +2.5 +2.7 +2.5
停止 +3.1 +1.6 +3.1 +2.5
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第 1.6-2-1 表 入力津波の評価条件（津波高さに関わる荷重因子）(５／６) 

第 1.6-2-1 表 入力津波の評価条件（津波高さに関わる荷重因子）(６／６) 

因子
検討対象
基準津波

入力津波に対する影響要因 設定位置における水位(EL m)

地形変化 潮位変動
地震
による
地殻変動

管路状態 取水口

防波堤
朔望平均
潮位
(m)

潮位の
ばらつき
(m)

貝付着
ポンプ
状態

東 西

取
水
口
最
低
水
位

日
本
海
東
縁
部

基準津波１

有り

EL+0.09 EL-0.17
隆起0.34m
を考慮

管路解析対象外

-5.4 -5.4

無し -6.3 -6.3

基準津波３ 有り -4.9 -4.9

基準津波６ 無し -6.4 -6.3

海
域
活
断
層

基準津波４

有り -4.0 -3.9

無し -4.2[-4.14] -4.2[-4.16]

海域活断層
上昇側
最大ケース

有り -3.3 -3.3

無し -3.5 -3.5

因子
検討対象
基準津波

入力津波に対する影響要因 設定位置における水位(EL m)
地形変化 潮位変動 地震による

地殻変動(m)
管路状態

2号炉取水槽
防波堤 朔望平均潮位(m) 潮位のばらつき(m) 貝付着 ポンプ状態

水
路
内
最
低
水
位

日
本
海
東
縁
部

基準津波１

有り

EL+0.09 EL-0.17
隆起0.34m
を考慮

有り
運転 -6.6

停止 -5.7

無し
運転 -6.3

停止 -5.8

無し
有り

運転 -8.1

停止 -5.9

無し
運転 -7.9

停止 -5.9

基準津波３ 有り
有り

運転 -6.3

停止 -5.5

無し
運転 -6.3

停止 -5.6

基準津波６ 無し
有り

運転 -8.3[-8.22]

停止 -6.0

無し
運転 -8.2

停止 -6.0

海
域
活
断
層

基準津波４

有り
有り

運転 -5.9

停止 -4.8

無し
運転 -6.0

停止 -4.9

無し
有り

運転 -6.3[-6.24]

停止 -4.9

無し
運転 -6.3[-6.29]

停止 -5.1

海域活断層
上昇側
最大ケース

有り
有り

運転 -5.0

停止 -4.3

無し
運転 -5.1

停止 -4.4

無し
有り

運転 -5.4

停止 -4.5

無し
運転 -5.5

停止 -4.6
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第 1.6-2-2 表 入力津波の評価条件（津波高さ以外の荷重因子） 
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2.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止 

2.5.1 非常用海水冷却系の取水性 

【規制基準における要求事項等】 

非常用海水冷却系の取水性については，次に示す方針を満足すること。 

・基準津波による水位の低下に対して海水ポンプが機能保持できる設計であ

ること。 

・基準津波による水位の低下に対して冷却に必要な海水が確保できる設計で

あること。 

 

【検討方針】 

基準津波による水位の低下に対して，非常用海水冷却系の海水ポンプである原

子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプが機能保持できる設

計であることを確認する。 

また，基準津波による水位の低下に対して，非常用海水冷却系による冷却に必

要な海水が確保できる設計であることを確認する。 

具体的には，以下のとおり実施する。 

 

・原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ位置の評価水

位の算定を適切に行うため，取水路の特性に応じた手法を用いる。また，

取水路の管路の形状や材質，表面の状況に応じた摩擦損失を設定する。 

・原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの取水可能水

位が下降側評価水位を下回る等，水位低下に対して同ポンプが機能保持で

きる設計となっていることを確認する。 

・引き波時に水位が取水可能水位を下回る場合には，下回っている時間にお

いて，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの継続

運転が可能な貯水量を十分確保できる設計となっていることを確認する。 

 

なお,取水路または取水槽が循環水系と非常用海水冷却系で併用される場合に

おいては,循環水系運転継続等による取水量の喪失を防止できる措置が施される

方針であることを確認する。 

 

【検討結果】 

引き波による水位の低下に対して，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレ

イ補機海水ポンプが機能保持でき，かつ，同系による冷却に必要な海水が確保で

きる設計とする。 

具体的には，引き波による水位低下時においても，原子炉補機海水ポンプ及び

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの取水可能水位を下回らないことを確認する。 

ここで，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの位置に

おける津波高さの算出にあたっては，基準津波による水位の低下に伴う取水路の
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特性を考慮した原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ位

置の評価水位（取水槽内の津波高さ）を適切に算定するため，開水路及び管路に

おいて非定常管路流の連続式及び運動方程式を用いて管路解析を実施する。また，

その際，取水口から取水槽に至る系をモデル化し，管路の形状，材質及び表面の

状況に応じた摩擦損失を考慮し，計算結果に潮位のばらつきの加算や安全側に評

価した値を用いる (「1.4 入力津波の設定」参照) 。 

管路解析により得られた基準津波による取水槽内の水位下降側の入力津波高

さは第 2.5-1 図に示すとおり EL-8.22m となる。これに対して，原子炉補機海水

ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの設計取水可能水位を長尺化によ

り各々EL-8.32m，EL-8.85m※とし，水位低下に対して海水ポンプが機能保持でき

る設計とする。 

また，ポンプ長尺化に伴うベルマウス下端と取水槽下端のクリアランスについ

ては，日本機械学会基準「ポンプの吸込水槽の模型試験法」（JSME S 004-1984）

に示されるベルマウス径(750mm)の1/2以上のクリアランス(375mm以上)を満足す

るよう，500mm としている。なお，長尺化前のクリアランスは 400mm であり，ポ

ンプの取水性に関わる不具合は確認されていない。
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※ 原子炉補機海水ポンプ，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの取水可能水位 

   原子炉補機海水ポンプ，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの取水可能水位

は，日本機械学会基準「ポンプの吸込水槽の模型試験法」（JSME S 004-1984）

に基づき，以下の数式によって算出している（参考図参照）。 

 

Ｈ＝Ｈ0＋1.3×Ｄ0 

 

 Ｈ ：取水可能水位 

 Ｈ0：ベルマウス下端高さ 

 Ｄ0：ポンプ吸込口径（ベルマウス径） 

 

 ベルマウス 

下端高さ 

Ｈ0 

ポンプ吸込口径 

（ベルマウス径） 

Ｄ0 

取水可能水位 

Ｈ 

原子炉補機海水 

ポンプ 
EL-9.3m 0.75m EL-8.32m 

高圧炉心スプレイ

補機海水ポンプ 
EL-9.3m 0.34m EL-8.85m 

 

 

 

 

 

 

参考図 非常用海水冷却系の海水ポンプの取水可能水位 
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EL-7.88m（水位変動量）-0.34m（地盤変動量）=EL-8.22m 

基準津波６ 

第 2.5-1 図 取水槽内の水位変動 
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添付資料２ 

津波シミュレーションに用いる数値計算モデルについて 

津波シミュレーションに用いる数値計算モデルについては，平面二次元モデルを用

いており，基礎方程式は非線形長波（浅水理論）に基づく。基礎方程式及び計算条件

を図１及び表１に示す。なお，解析には基準津波の評価において妥当性を確認した数

値シミュレーションプログラムを用いた。 

計算領域については，対馬海峡付近から間宮海峡付近までの日本海全域である。東

西方向約 1,300km，南北方向約 2,100km を設定した。 

計算格子間隔については，敷地に近づくにしたがって最大800m から最小6.25m ま

で徐々に細かい格子サイズを用い，津波の挙動が精度よく計算できるよう適切に設定

した。敷地近傍及び敷地については，海底・海岸地形，敷地の構造物等の規模や形状

を考慮し，格子サイズ6.25m でモデル化している。なお，文献1 ) , 2 )によると「最

小計算格子間隔は10m 程度より小さくすることを目安とする」との記載があることか

ら，格子サイズ6.25m は妥当である。 

地形のモデル化にあたっては，最新の地形データを用いることとし，海域では一般

財団法人 日本水路協会(2011)，一般財団法人 日本水路協会(2008～2011)，深浅測量

等による地形データを用い，陸域では，国土地理院（2013）等による地形データ等を

用いた（表２）。また，取水路・放水路等の諸元及び敷地標高については，発電所の

竣工図等を用いた。なお，敷地は防波壁に囲まれており，敷地への遡上域はほとんど

ない。 

数値シミュレーションに用いた計算領域とその水深及び計算格子分割を図２に示

し，津波水位評価地点の位置を図３に示す。防波堤については，水位がその天端を超

える場合に本間公式(1940)を用いた。計算方法について，図４に示す。 

数値シミュレーションの初期条件となる海底面の鉛直変位については，Mansinha 

and Smylie(1971)の方法によって計算した。（参考参照） 

数値シミュレーションのフロー及び地盤変動量の考慮について図５に示す。図５に

示すとおり，地殻変動も地形に反映して数値シミュレーションを実施している。なお，

潮位は数値シミュレーションにより得られた水位変動量に考慮する。 

上記を用いた数値シミュレーション手法及び数値解析プログラムについては，土木

学会(2016)に基づき，既往津波である1983年日本海中部地震津波及び1993年北海道南

西沖地震津波の再現性を確認し，津波の痕跡高と数値シミュレーションによる津波高

との比から求める幾何平均K 及び幾何標準偏差κ が，再現性の指標である

0.95<K<1.05，κ<1.45 を満足していることから妥当なものと判断した（図６，図７）。 
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1)確率論的手法に基づく基準津波算定手引き， 独立行政法人原子力安全基盤機構，

p.84，2014 

2)津波浸水想定の設定の手引き， 国土交通省水管理・国土保全局海岸室他，p.31，

2012 
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図１ 基礎方程式 

 

表１ 計算条件 

項目 計算条件 

計算領域 日本海全体（南北約 2,100km，東西約 1,300km） 

計算時間間隔 0.05 秒 

基礎方程式 非線形長波 

沖合境界条件 開境界部分は自由透過，領域結合部は，水位と流速を接続 

陸岸境界条件 静水面より上昇する津波に対しては完全反射条件，または小谷ほか(1998)の遡上条件

とする。静水面より下降する津波に対しては小谷ほか(1998)の移動境界条件を用いて

海底露出を考慮する。 

初期条件 地震断層モデルを用いて Mansinha and Smylie(1971)の方法により計算される海底

地盤変位が瞬時に生じるように設定 

海底摩擦 マニングの粗度係数 0.03 m-1/3s 

水平渦動粘性係数 0m2/s 

計算潮位 ・上昇側評価：T.P.+0.46m 

・下降側評価：T.P.-0.02m 

地盤変動条件 「初期条件」において設定した海底地盤変位による地盤変動量を考慮する。 

計算時間 ・日本海東縁部：地震発生後 6 時間まで 

・海域活断層：地震発生後 3 時間まで 

 

 

  

t：時間 x,y：平面座標 

η：静水面から鉛直方向にとった水位変動量 

ζ：海底の鉛直変位 

M：x方向の線流量 N:y 方向の線流量 

D：全水深（D=h+η） h：静水深 

n：マニングの粗度係数 g：重力加速度 
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表２ 地形データ 

 

 

 

図２(１) 水深と計算格子分割（日本海全域） 
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図２(２) 水深と計算格子分割（隠岐諸島～島根半島） 

 

 

 

図２(３) 水深と計算格子分割（島根原子力発電所周辺） 
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図３ 津波水位評価地点 

 

 

・本間公式（本間（1940）） 

防波堤については，水位がその天端を超える場合に本間公式を用いて越流量を計算

する。天端高を基準とした堤前後の水深を h1，h2（h1>h2）としたとき，越流量 qは下

記のとおりである。 

 

図４ 本間公式 
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図５(１) 地盤変動量の概念図（水位上昇側） 

 

 

図５(２) 地盤変動量の概念図（水位下降側） 
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図６ 既往津波の断層モデル 

 

 

図７(１) 既往津波の再現性（日本海中部地震津波） 
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図７(２) 既往津波の再現性（北海道南西沖地震津波） 
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【参考】Mansinha and Smylie(1971)の方法 

津波伝播計算の初期条件として，海底面の鉛直変位分布を設定する必要がある。こ

の鉛直変位分布については，地震発生地盤が等方で均質な弾性体であると仮定して地

震断層運動に伴う周辺地盤の変位分布を計算するMansinha and Smylie(1971)の方法

が用いられていることから，Mansinha and Smylie(1971)の方法について下記に示す。 

Strike slip（すべり量：Ds）によるx3方向の変位量をU3s，Dip slip（すべり量：Dd）

によるそれをU3dとして，任意の点(x1,x2,x3)における変位は次式の定積分で与えられ

る。ここで定積分の範囲は断層面｛(ξ1,ξ)|-L≤ξ1≤L , h1≤ξ≤h2｝である。 

ここに，x3方向の変位u3は，  

 3 =  3 + 3  

である。 

 

直交座標系(x1,x2,x3)として，図１のように断層面を延長し海底面と交わる直線（走

向）にx1軸，断層面の長軸方向中央を通りx1軸と交わる点を原点(Ο)とし，水平面内

にx2軸，鉛直下方にx3軸を取る。また，原点Οと断層面の中央を通る直線にξ軸を取

り，ξ軸上の点を座標系(x1,x2,x3)で表わしたものを (ξ1,ξ2,ξ3)とする（ξ軸はx2

－x3平面内にある）。ξ軸とx2軸との成す角をδとする。また，図２のようにすべり

の方向と断層のなす角をλ，すべりの大きさをD，走向角をφとする。 
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ここで，次のように変数を定めている。 

 

 

図１ 断層モデルの座標系 

 

図２ 断層パラメータの定義 
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添付資料３ 

地震時の地形等の変化による津波遡上経路への影響について 

1. はじめに

基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイドの要求事項に基づき，以下の検

討方針に従い，津波遡上経路に及ぼす影響について検討する。 

【規制基準における要求事項等】 

次に示す可能性があるかについて検討し，可能性がある場合は，敷地への遡上

経路に及ぼす影響を検討する。 

 地震に起因する変状による地形，河川流路の変化

 繰り返し襲来する津波による洗掘・堆積による地形，河川流路の変化

入力津波は，基準津波の波源から各施設・設備等の設置位置において算定され

る時刻歴波形として設定する。具体的な入力津波の設定に当たっては，以下のと

おりとする。 

 入力津波が各施設・設備の設計・評価に用いるものであることを念頭に，津

波の高さ，津波の速度，衝撃力等，着目する荷重因子を選定した上で，各施

設・設備の構造・機能損傷モードに対応する効果を安全側に評価する。

【検討方針】 

敷地への遡上及び流下経路上の地盤等について，地震・津波による地形，

標高変化を考慮した津波評価を実施し，敷地への遡上経路に及ぼす影響及び

入力津波の設定において考慮すべき地形変化について検討する。 

 基準地震動Ss及び基準津波による斜面崩壊の有無を検討し，崩壊が想定され

る場合には入力津波を設定する際の影響要因として設定する。

 基準地震動Ssによる地盤変状を想定して入力津波への影響の有無を検討し，

入力津波の設定に影響を与える場合には，影響要因として設定する。

 基準地震動Ssによる損傷が想定される防波堤について入力津波への影響の

有無を検討し，入力津波の設定に影響を与える場合には，影響要因として設

定する。
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2. 敷地周辺斜面の崩壊に関する検討 

検討に当たっては，防波壁（東端部）及び防波壁（西端部）は双方とも地山斜

面（岩盤）に擦り付き，これらの地山が津波の敷地への地上部からの到達に対し

て障壁となっていることから，地山の耐震，耐津波設計上の位置付けも整理した

うえで，基準地震動及び基準津波に対する健全性の確保について確認する。 

地山の安定性評価については，「防波壁及び１号放水連絡通路防波扉の周辺斜

面の安定性評価」の審査結果を踏まえ，論点２「津波防護の障壁となる地山の扱

い」にて確認するとともに，入力津波を設定する際の影響要因として設定しない

ことを示す。 

 

（１）津波遡上高の分布を踏まえた津波防護上の地山範囲の特定について 

敷地はEL+15.0mの防波壁に取り囲まれており，その両端部は地山に擦り付き，

その地山は津波防護上の障壁となっている（図２－１）。 

津波防護上の地山範囲は，設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建

物が敷地EL+8.5m盤にあることを踏まえ，水位上昇側の基準津波の中で，防波壁

（東端部）付近及び防波壁（西端部）付近において水位EL+8.5m以上が広範囲に

分布する基準津波１（防波堤有り及び無し）の最大水位上昇量分布を基に検討す

る。水位上昇側の基準津波である基準津波１（防波堤有り及び無し），基準津波

２（防波堤有り）及び基準津波５（防波堤無し）の最大水位上昇量分布図を図２

－２に示す。 

設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建物が敷地EL+8.5m盤にある

ことを踏まえ，防波壁（東端部）及び防波壁（西端部）における敷地への遡上の

可能性のある水位EL+8.5m以上の最大水位上昇量分布を図２－３に示す。基準津

波１（防波堤有り及び無し）の最大水位上昇量分布を踏まえ，津波防護上の地山

範囲を図２－４に示すとおり特定した。 

津波防護上の地山範囲における地形断面図を図２－５に示す。 

防波壁（東端部）の地山は，南東側の標高が高く，幅が広くなっている。①－

①’断面（高さ：26m，幅：63m）は，②－②’断面（高さ：44m，幅：145m）及

び③－③’断面（高さ：69m，幅：396m）と比較して標高が低く，幅が狭いこと

から，津波防護の観点で最も厳しい断面と考え，津波防護を担保する地山斜面の

検討対象は①－①’断面付近とする。 

防波壁（西端部）の地山は，幅が広く，南西側の標高が高い。①－①’断面（高

さ：27m，幅：139m）は，②－②’断面（高さ：56m，幅：208m）及び③－③’断

面（高さ：77m，幅：185m）と比較して標高が低く，幅が狭いことから，津波防

護の観点で最も厳しい断面と考え，津波防護を担保する地山斜面の検討対象は①

－①’断面付近とする。なお，①－①’断面の西方の岬部分は，津波の敷地への

到達に対して直接的な障壁となっていないことから，津波防護を担保する地山斜

面の検討対象外とし，岬の東側付根の入り江以東を検討対象とする。なお，「防

波壁及び１号放水連絡通路防波扉の周辺斜面の安定性評価」の審査において，こ
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の断面は，表層の一部を厚さ約2m撤去する方針を示しているため，撤去する範囲

を考慮し，以降の検討を実施する。 
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図２－１ 地山位置図 

 

 
図２－２（１） 最大水位上昇量分布図（基準津波１：防波堤有り） 

 
図２－２（２） 最大水位上昇量分布図（基準津波１：防波堤無し）  
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図２－２（３） 最大水位上昇量分布図（基準津波２：防波堤有り） 

 
図２－２（４） 最大水位上昇量分布図（基準津波５：防波堤無し） 

 

 

図２－３（１） 最大水位上昇量分布図（基準津波１：防波堤有り） 

（EL+8.5m以上表示） 

  

 

 
防波壁(西端部)の地山 

防波壁(東端部)の地山 
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図２－３（２） 最大水位上昇量分布図（基準津波１：防波堤無し） 

（EL+8.5m以上表示） 

 

図２－３（３） 最大水位上昇量分布図（基準津波２：防波堤有り） 

（EL+8.5m以上表示） 

 

 

図２－３（４） 最大水位上昇量分布図（基準津波５：防波堤無し） 

（EL+8.5m以上表示） 

  

 

 
防波壁(西端部)の地山 

防波壁(東端部)の地山 

 

 防波壁(西端部)の地山 

防波壁(東端部)の地山 

 

 防波壁(西端部)の地山 

防波壁(東端部)の地山 
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図２－４（１） 防波壁（東端部）の地山：基準津波１ 

（左 防波堤有り，右 防波堤無し） 
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図２－４（２） 防波壁（西端部）の地山：基準津波１ 

（左 防波堤有り，右 防波堤無し） 
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図２－５（１） 防波壁（東端部）の地形断面図  
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図２－５（２） 防波壁（西端部）の地形断面図  
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（２）地山の地質構造，防波壁擦り付け部の構造・仕様 

津波防護上の地山の地質構造について述べるとともに，防波壁端部の擦り付け

部の構造及び防波壁の仕様について，以下に示す。 

 

a. 敷地内の地質・地質構造 

島根原子力発電所の敷地内の地質図を図２－６に示す。敷地内の地質は，新

第三紀中新世の堆積岩類からなる成相寺層と貫入岩類及びそれらを覆う第四系

の崖錐堆積物等から構成される。敷地に分布する成相寺層は，下位より下部頁

岩部層，火砕岩部層，上部頁岩部層の３つの部層に区分される。 

防波壁（東端部）の地山においては，主として凝灰岩，凝灰角礫岩よりなる

「火砕岩部層」及び黒色頁岩よりなる「上部頁岩部層」が分布し，安山岩の貫

入が認められる。防波壁（西端部）の地山においては，「火砕岩部層」が分布す

る。 

 

 
図２－６ 島根原子力発電所敷地内地質図 
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b. 防波壁（東端部）周辺の地質構造 

防波壁（東端部）周辺のルートマップを図２－７に，露頭状況写真を図２－

８に示す。なおルートマップは平成８年の調査で作成したものである。 

防波壁（東端部）は，最高標高約 35m の岬の一部を開削した法面に擦り付け

ている。空中写真判読の結果，地すべりを示唆する地形要素は認められなかっ

た。この岬の海岸線沿いは全面露頭となっており，輪谷湾に面して高さ 15m 程

度のほぼ垂直な崖が形成されている。地山は西北西走向，緩く北東に傾斜する

火山礫凝灰岩及び黒色頁岩の互層からなり，北東走向の安山岩貫入岩が認めら

れ，露頭において断層構造や顕著な割れ目は認められない。岩盤表面は変質に

より褐色を呈する。岩質は堅硬であり，CM～CH級である。 

防波壁（東端部）周辺では，ボーリング調査を５本（No.141, 142, 161, 162, 

602）実施している。踏査結果と合わせて検討した防波壁（東端部）付近の地質

断面図及び岩級断面図を図２－９に示す。 

防波壁（東端部）の地山は，黒色頁岩及び凝灰岩が西北西走向，北東緩傾斜

の互層をなす単斜構造からなり，ここに北西傾斜の安山岩が貫入する。尾根部

では表層風化により CL～CM級を呈するが，地山のほとんどが CH級である。この

斜面において，褶曲や断層といった地質構造は認められず，シームは認められ

ない。 

防波壁（東端部）の地山には，１号放水連絡通路防波扉が位置する。露頭状

況写真を図２－10 に示す。１号放水連絡通路防波扉に接する地山は細粒凝灰岩

～火山礫凝灰岩の細互層からなる。この細互層の細粒部は選択的侵食を受け，

凹凸組織を呈する。岩盤は直立し，CM～CH級である。高角度亀裂が未発達であ

り，岩盤に崩壊するような変状は認められない。防波扉北側では，岩着した箇

所が観察でき，緩みや高角度亀裂等の顕著な変状は認められない。 
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図２－７ 防波壁（東端部）周辺のルートマップ 
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図２－８（１） 防波壁（東端部）露頭状況 

P1 防波壁（東端部）全景 

岩着部は火山礫凝灰岩及び安山岩，CM～CH級岩盤からなる。 

図２－８（２） 防波壁（東端部）露頭状況 

P2 防波壁岩着部 

火山礫凝灰岩（Lp)・安山岩（An) CH級 

図２－８（３） 防波壁（東端部）露頭状況 

P3 地山北端部 火山礫凝灰岩 CH級 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２－８（４） 防波壁（東端部）露頭状況 

P4 防波壁東側ほぼ垂直な崖 火山礫凝灰岩 CH級 
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図２－９ 防波壁（東端部） 地質断面図・岩級断面図 
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図２－10 １号放水連絡通路防波扉 状況写真 

 

c. 防波壁（西端部）周辺の地質構造 

防波壁（西端部）周辺のルートマップを図２－11 に，露頭状況写真を図２－

12 に示す。なおルートマップは平成８年の調査で作成したものである。 

防波壁（西端部）は，緩く北東に傾斜する斜面の標高 15m 以下に擦り付けて

いる。空中写真判読の結果，地すべりを示唆する地形要素は認められなかった。

岩着部付近は全面露頭となっており，西北西走向，緩く北東に傾斜する層理の

発達した火山礫凝灰岩を主体とし，断層構造や顕著な割れ目は認められない。

岩盤に顕著な変質は認められず，おおむね新鮮堅硬で CM～CH級岩盤からなる。 

防波壁（西端部）の地山は黒色頁岩～火山礫凝灰岩の互層からなる。尾根部

では風化変質が進み CL級岩盤主体，沢部や山裾では CL～CM級岩盤からなる。北

方に伸びる岬の西側は，主に CM～CH級岩盤が高さ約 40m の切り立った崖をなす。
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滑落崖等の地すべり地形は認められない。 

防波壁（西端部）周辺では，ボーリング調査を４本（No.102, No.201, No.202, 

No.303）実施している。踏査結果と合わせて検討した防波壁（西端部）付近の

地質断面図及び岩級断面図を図２－13 に示す。 

防波壁（西端部）の地山は，黒色頁岩，凝灰質頁岩及び凝灰岩が西北西走向，

北東緩傾斜の互層をなす単斜構造からなり，ここにシル状にドレライトと安山

岩が貫入する。尾根部では表層風化により CL～CM級を呈するが，地山のほとん

どが CH級である。この斜面において，褶曲や断層といった地質構造は認められ

ず，シームは認められない。 

独立行政法人防災科学技術研究所（以下，「防災科研」）が作成した地すべり

地形分布図（平成17年）では，島根原子力発電所周辺に位置する地滑り地形が

示されている（図２－14）（以下，「防災科研調査結果」）。自社調査及び防災科

研調査により抽出された地滑り地形について，自社調査による詳細検討の結果

を示す。 

 

1) 地形判読 

防波壁（西端部）周辺は，発電所北西端にある北東向き斜面で標高０～80mの

斜面をなす。現在は人工改変が加わり元の地形が残っていない。地滑り地形①

周辺の旧地形図を図２－15に示す。 

３種類の空中写真（1962年撮影，1973年撮影及び1976年撮影）を判読した結

果，1962年撮影のモノクロ空中写真が原地形を良く表している。1976年カラー

写真は画像の分解能が高いが，耕作地が放棄されており，雑草が繁茂している

ように見える。また，海岸側にある立木は1962年に比べて成長し，その斜面地

形が判読しにくい。1973年モノクロ空中写真は撮影縮尺が４万分の１と小縮尺

であり，微細な地形が判読できない。したがって，地滑り地形判読には，主に

1962年モノクロ空中写真を用いることとする。 

判読に使用した空中写真を図２－16，図２－17及び図２－18に示す。 

発電所建設前の空中写真によると，防災科研調査結果の地滑り地形①及び地

滑り地形②ともに耕作地からなる。白色の耕作地は畑，濃灰色の耕作地は水田

である。ここでは，地滑り地形①の地形判読結果について，地滑りの特徴が認

められる地滑り地形②と比較した。判読に使用した 1962 年撮影のモノクロ空中

写真を図２－19 に示す。地滑り地形①は，耕作地が整然と段をなす。一方，地

滑り地形②は，不規則な凹凸を有する斜面がある。また，耕作地の輪郭は，谷

奥に向かって湾曲して配列する。 

空中写真図化により作成した１mDEM を使用し，３次元地形モデルを作成した

（図２－20）。地滑り地形①は，滑落崖が認められず，地滑り地形の特徴は確認

されない。また，地滑り土塊の地形も不明である。一方，地滑り地形②は，馬

蹄形の滑落崖を伴い，滑落崖の中に緩斜面が認められ，不規則な凹凸が確認さ

れる。緩斜面は，土砂が堆積して形成された斜面と推定される。 
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空中写真図化により作成した１mDEM を使用し，１mコンターの等高線図を作

成した（図２－21）。地滑り地形①の地滑り土塊とされる箇所のうち標高 25～45m

に緩斜面が分布し，等高線の乱れが認められることから，表層すべり（h）が想

定される。当該箇所は，浅い谷部に位置することから，厚さ数 mの土砂が堆積

していると考えられる。また，地滑り地形①の滑落崖とされる箇所に概ね対応

する地形として，標高 45～65m に相対的に急な斜面が存在するが，その斜面は

等斉直線斜面（RS，鈴木（2000））で傾斜方向が東北東方向を示す。地滑り地形

①の崩落方向は北北東方向を示し，斜面(RS)とは方向が異なる。仮に斜面(RS)

を滑落崖とした場合，半円形の凹形谷型斜面が想定される（鈴木（2000））が，

そのような地形は確認されない。一方，地滑り地形②は，３次元地形モデルの

検討結果と同様に，馬蹄形の滑落崖を伴い，滑落崖の中に緩斜面が認められ，

不規則な凹凸が確認される。緩斜面は，土砂が堆積して形成された斜面と推定

され，地滑り地形の特徴（渡・小橋（1987）の凹状緩斜面地形）を有する。 

 

 

2) 現地調査 

地滑り地形①周辺のルートマップを図２－22に示す。 

現地調査の結果，防災科研調査の地滑り土塊とされる箇所の側方崖末端部に

おいては，高さ約2mの段差が認められる。この地点は北東傾斜の層理面が連続

的に見られ，葉理の発達したおおむね新鮮堅硬な火山礫凝灰岩からなる（図２

－23）。この地点に断層構造や顕著な割れ目は認められず，また地滑り末端部付

近に生じる層理面の乱れや圧縮構造は確認されない。 

近傍で掘削されたボーリング孔（No.201孔及びNo.303孔）において滑り面は

認められない（図２－24）。 

２号炉放水路（直径約6m）の切羽面（T.P.-6m付近）の観察を実施している（図

２－25）。切羽面は黒色頁岩層と淡緑色の凝灰岩層が20～240cmの厚さで互層し

ている。切羽面の中央部に幅10～20cmのドレライトの脈が認められる。層理面

（N75W 15N）が10～20cm間隔で発達し，密着性は比較的良好であるが，薄く褐

色酸化している。層理面に直交する縦割れ目も存在するが，緩みや切羽面を横

断する割れ目は認められない。また，観察面において，滑り面は認められない。 

地滑り地形①周辺の露頭状況，ボーリング及び２号炉放水路トンネル切羽面

観察の結果から，地山に防災科研調査の地滑り地形①規模の深層に及ぶ地滑り

は認められない。 

防災科研調査の地滑り土塊とされる箇所の側面である開削面露頭において露

頭観察を行った。開削面露頭の写真及びスケッチを図２－26及び図２－27に示

す。開削面露頭は凝灰岩を主体とし，最下部及び上部に黒色頁岩薄層，ほぼ中

央に火山礫凝灰岩層が認められる。これらの岩相境界は明瞭で，ほぼ平滑な境

界を有する。露頭最上部には粘性土及び礫質土が分布する。層理面は北へ緩く

傾斜し，これに直交する高角度割れ目が認められる。露頭全体が弱変質により
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淡褐色を呈するが，岩盤は堅硬である。シームや断層，褶曲，深層崩壊に伴う

地滑り面は認められない。開削面露頭上部で認められた礫質土及び粘性土は，

表層すべりの要因となる表層土に相当する可能性が考えられる。これらは，空

中写真判読で認められた表層すべりを想定した厚さ数mの土砂に相当する可能

性が考えられる。礫質土及び粘性土の層厚は，ボーリングコア及び露頭観察の

結果，約2mであることが確認された。 

防災科研調査結果の地滑り地形付近において確認された礫質土及び粘性土に

ついては，過去の表層すべりの可能性が完全に否定できないことから，防波壁

周辺斜面の安定性確保のため，撤去することとする。 

撤去範囲については，防波壁に与える影響を考慮し，尾根線に囲まれた内側

の範囲について，岩盤部までの礫質土及び粘性土を全て撤去することとする。 

対策工の概要について図２－28に示す。 
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図２－11 防波壁（西端部）周辺のルートマップ 
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図２－12（１） 防波壁（西端部）露頭状況 

P1 防波壁西端部全景 岩着部は火山礫凝灰岩，CM～CH級岩盤からなる。 

 

 

図２－12（２） 防波壁（西端部）露頭状況 

P2 防波壁西端部 火山礫凝灰岩 CH級 

 

 

図２－12（３） 防波壁（西端部）露頭状況 

P3 北西沢沿い露頭 凝灰質頁岩～凝灰岩 CM級 
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図２－12（４） 防波壁（西端部）露頭状況 

P4 尾根部露頭 火山礫凝灰岩 CL級 

 

 

図２－12（５） 防波壁（西端部）露頭状況 

P5 斜面露頭 火山礫凝灰岩 CL級 

 

 

図２－12（６） 防波壁（西端部）露頭状況 

P6 開削面露頭 火山礫凝灰岩～凝灰岩 CM～CH級 
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図２－12（７） 防波壁（西端部）露頭状況 

P7 岬西側の崖 主に CM～CH級からなる岩盤が切り立った崖をなす。 

 

 

 

図２－13 防波壁（西端部） 地質断面図・岩級断面図 
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図２－14 防災科研 地すべり地形調査結果 

発電所敷地内地形図に地滑り地形を投影 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－15 防波壁（西端部）周辺の旧地形 

原縮尺：２千５百分の１ 

 

凡例 

     ：地滑り地形（防災科研調査結果）   

開削面露頭 

防災科研調査の地滑り土塊 

地滑り地形① 

5条-別添1-添付3-25

90



 

 

図２－16 地滑り地形①周辺の空中写真(撮影縮尺：１万分の１，1962 年撮影) 

整理番号：MCG622，コース番号：C6，写真番号：４，国土地理院 HP より引用。 

 

 

図２－17 地滑り地形①周辺の空中写真(撮影縮尺：４万分の１，1973 年撮影) 

整理番号：CG735Y，コース番号：C2，写真番号：３，国土地理院 HP より引用。 
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図２－18 地滑り地形①周辺の空中写真(撮影縮尺：１万分の１，1976 年撮影) 

整理番号：CCG761，コース番号：C6，写真番号：５，国土地理院 HP より引用。 

 

 

図２－19 地滑り地形①及び地滑り地形②周辺の空中写真 

(撮影縮尺：１万分の１，1962 年撮影) 

地滑り地形① 

地滑り地形② 
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図２－20 地滑り地形①及び地滑り地形②周辺の３次元地形モデル 

（東からの鳥瞰） 

（モノクロ空中写真（撮影縮尺：１万分の１， 1962 年撮影）により作成した 

１mDEM を使用） 
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図２－21 地滑り地形①及び地滑り地形②周辺の旧地形の等高線図 

（モノクロ空中写真（撮影縮尺：１万分の１， 1962 年撮影）より１mDEM を取得

し作成） 
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図２－22 地滑り地形①周辺のルートマップ（平成 8年調査） 
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図２－23 地滑り地形①の側方崖末端部付近の露頭写真 

地滑り土塊の側方崖末端に相当する箇所 

Ｐ２ 地滑り土塊の側方崖 

Ｐ１ 露頭拡大 Ｐ３ 露頭拡大 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２－24 地滑り地形①近傍で掘削されたボーリングコア写真 
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図２－25 ２号炉放水路（直径約 6m）の切羽面観察結果 

図２－26 開削面露頭全景写真・スケッチ 
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図２－27 開削面露頭上部写真・スケッチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－28 対策工の概要 

対策工位置図 詳細ルートマップ 

Ａ－Ａ断面 Ｂ－Ｂ断面 

対策工断面図 

5条-別添1-添付3-34

99



d. 防波壁端部の擦り付け部の構造及び防波壁の仕様

防波壁（東端部）及び防波壁（西端部）の擦り付け部の構造図及び状況写真

を図２－29～34 に示す。 

防波壁（東端部）の擦り付け部は，火山礫凝灰岩を主体とする CH級岩盤から

なる。防波壁は，H鋼等により岩盤と一体化している。 

防波壁（西端部）の擦り付け部は，火山礫凝灰岩を主体とする CM～CH級岩盤

からなる。防波壁は，H鋼等により岩盤と一体化している。 
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図２－29 防波壁東端部 構造図 

図２－30 防波壁東端部 状況写真 

図２－31 防波壁東端部 岩盤露出状況 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２－32 防波壁西端部 構造図 

図２－33 防波壁西端部 状況写真 

図２－34 防波壁西端部 岩盤露出状況 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（３）地山の耐震，耐津波設計上の位置付け 

防波壁両端部の地山について，耐震，耐津波設計上の位置付けを表２－１に整

理した。これを踏まえ，以下の検討を行う。 

 検討１：津波防護施設として，基準地震動Ssによる地山の安定性評価を行

い，基準地震動に対する健全性確保の見通しを説明する。 

 検討２：津波防護施設として，波力による侵食及び洗掘に対する抵抗性の

確認及び基準津波による地山の安定性評価を行い，基準津波に対する健全

性確保の見通しを説明する。 

 

このほかに，当該地山については，防波壁の支持地盤としての地山及び防波壁

及び１号放水連絡通路防波扉の周辺斜面としての役割もあるため，耐震，耐津波

設計上の位置付けを整理した。 

 

表２－1 防波壁両端部の地山の耐震，耐津波設計上の位置付け 

設計上の役割 耐震設計上の位置付け 耐津波設計上の位置付け 

①津波防護を担保す

る地山斜面 

・津波防護施設として，基準地震動による地震

力に対して，それぞれの施設及び設備に要求さ

れる機能が保持できるようにする。（検討１） 

・津波防護施設として，波力による侵食及び洗

掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対す

る安定性を評価し，越流時の耐性にも配慮し

た上で，入力津波に対する津波防護機能が十

分保持できるようにする。（検討２） 

②防波壁の支持地盤

としての地山 

・防波壁と地山との擦り付け部として，液状化

及び揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状を考

慮しても，施設の安全機能が損なわれるおそれ

がないようにする。（論点３ 防波壁の構造成

立性において審査中） 

・防波壁と地山との擦り付け部として，構造不

連続による相対変位，ずれ等が構造健全性，

安定性，止水性や水密性に影響を及ぼさない

ようにする。（論点３ 防波壁の構造成立性に

おいて審査中） 

③防波壁及び 1 号放

水連絡通路防波扉の

周辺斜面 

・耐震重要施設に影響を及ぼすおそれのある周

辺斜面として，想定される地震動の地震力によ

り崩壊し，当該施設の安全機能が重大な影響

を受けないようにする。（４条審査において審査

中） 

― 

 

（４）基準地震動に対する健全性確保の見通し 

検討１の基準地震動に対する健全性確保として，津波防護を担保する地山の安

定性評価を実施する。地山の地震による安定性評価については，「防波壁及び１

号放水連絡通路防波扉の周辺斜面の安定性評価」の審査結果を踏まえ，基準地震

動に対する健全性確保の見通しを説明する。 

検討に当たっては，以下のステップに基づいて実施する。 

①検討断面の抽出 

防波壁端部の津波防護上の地山に対して，両端部の地山のすべり方向等を

考慮し，評価対象斜面の選定に用いる検討断面を抽出する。 

②評価対象斜面の選定 

①で抽出した検討断面毎に，斜面高さ，勾配等のすべり安全率への影響要

因の比較，及びJEAG4601-2015に基づく静的震度を用いた簡便法によるす
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べり安全率の比較を行い，評価対象斜面を選定する。 

③２次元動的FEM解析による基準地震動に対する健全性確保の見通し

②により選定された評価対象斜面について，２次元動的FEM解析を実施し，

基準地震動に対する健全性確保の見通しを得る。 
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（５）基準津波に対する健全性確保の見通し

検討２の基準津波に対する健全性確保として，(1)波力による侵食及び洗掘に

対する抵抗性の確認及び(2)基準津波による地山の安定性評価を行った。 

a. 波力による侵食及び洗掘に対する抵抗性の確認

津波防護上の地山は，図２－35及び図２－36に示すとおり岩盤から構成され一

部はコンクリートに覆われていることから，波力による侵食及び洗掘による地形

変化は生じない。 

図２－35 防波壁（東端部）地山状況 

図２－36 防波壁（西端部）地山状況 
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b. 基準津波による地山の安定性評価 

基準津波による地山の安定性評価は，地山を津波防護施設と考え，直立の構造

物に作用する力を保守的に津波波力として設定し，地山のせん断抵抗力と比較す

ることで，基準津波に対する健全性確保の見通しを確認する。 

 

基準津波の波力は，「防波堤の耐津波設計ガイドライン（平成27年12月一部改

訂）」に示される谷本式に基づき，波力を算定する。 

谷本式は式２－１，式２－２と示される。ここでは，地山に作用する波力を等

変分布荷重とし，これを式２－３と表す。 

 

η* =3.0aＩ 式２－１ 

P1 =2.2ρ0gaＩ 式２－２ 

P =P1×η*×(1/2) 式２－３ 

 

ここで， 

η* ：静水面上の波圧作用高さ 

aＩ ：入射津波の静水面上の高さ(振幅) 

ρ0g ：海水の単位体積重量(10.1kN/m3) 

P1 ：静水面における波圧強度 

P ：地山に作用する波力 

 

 

基準津波による波力の計算を以下に示す。 

・防波壁（東端部） 

η* =3.0aＩ＝3.0×4.0m=18m 

P1 =2.2ρ0gaＩ＝2.2×10.1kN/m3×6.0m=133.32kN/m2≒134kN/m2 

P =P1×η*×(1/2)=134kN/m2×18m×(1/2)=1,206kN/m 

・防波壁（西端部） 

η* =3.0aＩ＝3.0×5.5m=16.5m 

P1 =2.2ρ0gaＩ＝2.2×10.1kN/m3×5.5m=122.21kN/m2≒123kN/m2 

P =P1×η*×(1/2)=123kN/m2×16.5m×(1/2)=1,014.75kN/m≒1,015kN/m 
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地山のせん断強度は，防波壁端部の地山の大部分を構成するCH級岩盤を対象に

ブロックせん断試験より求めた値（地山のせん断強度：1,140kN/m2，詳細は「原

子炉建屋等の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価」の審査において説明予定）を

設定した。 

地山のせん断面を選定するにあたり，防波壁（東端部）は擦り付け部で水位が

最大となる基準津波１（防波堤無し），防波壁（西端部）は擦り付け部で水位が

最大となる基準津波１（防波堤有り）を対象とする。地山のせん断面は，防波壁

の擦り付け部から断面長さが最小となる位置を設定した。 

防波壁（東端部）については図２－37右に示す地山のEL+8.5m位置における最

小幅である約95m，防波壁（西端部）については図２－37左に示す地山のEL+8.5m

位置における最小幅である約80mと設定した。 

 

地山のせん断抵抗力は下記計算で算出される。 

・防波壁（東端部）の地山のせん断抵抗力 

1,140kN/m2（地山のせん断強度）×95m（地山の最小幅）=108,300kN/m 

・防波壁（西端部）の地山のせん断抵抗力 

1,140kN/m2（地山のせん断強度）×80m（地山の最小幅）=91,200kN/m 

 

算出した結果を表２－２に示す。地山に作用する波力は，防波壁（東端部）で

1,206kN/m，防波壁（西端部）で1,015kN/mとなった。また，地山のせん断抵抗力

は防波壁（東端部）で108,300kN/m，防波壁（西端部）で91,200kN/mとなり，地

山のせん断抵抗力は波力と比較して十分に大きいため（図２－38），基準津波に

対する健全性を確認した。 

 

 

図２－37 地山のせん断面検討位置 
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表２－２ 地山に作用する波力及び地山のせん断抵抗力 

シミュレーションに

よる津波高さ（2aI） 
振幅（aI） 

地山に作用する

波力 

地山の 

せん断抵抗力 

防波壁 

（東端部） 
12m[11.8m] 6.0m 1,206kN/m 108,300kN/m 

防波壁 

（西端部） 
11m[10.6m] 5.5m 1,015kN/m 91,200kN/m 

図２－38 波力と地山のせん断抵抗力の比較計算に関するイメージ 

（６）１号炉放水連絡通路の存在による影響

防波壁（東端部）斜面には１号炉放水連絡通路が存在することから，表２－３

の２つの観点から，地山の安定性への影響を確認する。 

１号炉放水連絡通路の有無による想定すべり面への影響については，「防波壁

及び１号放水連絡通路防波扉の周辺斜面の安定性評価」の審査状況（現在，審査

中）を踏まえ，地山の安定性への影響がないことを説明する。 

また，１号放水連絡通路防波扉周辺の岩盤の状況について，現地踏査を行い，

防波扉周辺の岩相や，岩着箇所での岩盤の緩み等を確認する。 

表２－３ １号炉放水連絡通路の影響評価 

番号 項目 

（１） １号炉放水連絡通路の有無による想定すべり面への影響 

（２） １号放水連絡通路防波扉周辺の岩盤の状況 
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（７）まとめ 

「防波壁及び１号放水連絡通路防波扉の周辺斜面の安定性評価」の審査結果を

踏まえ，防波壁両端部の地山は崩壊しないことを，論点２「津波防護の障壁とな

る地山の扱い」にて確認するとともに，入力津波を設定する際の影響要因として

設定しないことを示す。 
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（8）敷地周辺斜面の崩壊に関する検討 

防波壁両端部の地山以外に，入力津波の設定に影響する地形変化を生じさせる

敷地周辺斜面として，地すべり地形が判読されている地山の斜面崩壊についても

検討する。（地滑り地形については「第6条：外部からの衝撃による損傷の防止（外

部事象の考慮について）」により審査中） 

検討に当たっては，地すべり土塊が海側に突入する可能性が考えられる「敷地

北西方の地滑り地形(Ls23)」，「⑤北西の地滑り地形(Ls24)」，「地滑り地形⑤

(Ls25)」の斜面を対象にする。（図２－39参照） 

敷地周辺の地形のうち，地すべりLs23，Ls24及びLs25の地すべり地形の概略の

土塊量を表２－４に示す。（第575回審査会合資料「基準津波の策定」より抜粋） 

地すべりの土塊量はLs25の地すべりが大きいことから，Ls25の地すべりを対象

に検討する。検討にあたっては，Ls25の近くにLs24が位置することから，これら

の地すべりが同時崩壊することを仮定し，保守的にLs24＋25の地すべりが崩壊し

た後の地形を対象に津波評価を実施する。 

地すべりが崩壊した後の地形については，津波評価の陸上地すべりの検討で実

施した二層流モデルを用いて決定する。 

地すべり発生前後の地形断面図を図２－40に示す。 

検討ケースの評価水位を表２－５に，検討ケースの最大水位上昇量分布図又は

最大水位下降量分布図を図２－41に示す。 

津波解析の結果，斜面崩壊させた場合，水位上昇側の施設護岸又は防波壁の水

位は，どのケースについても基本ケースと同じもしくは基本ケースの方が大きい。

一方，水位下降側の2号炉取水口の水位については，一部，基準津波３で斜面崩壊

有りの方が水位が低下しているが，この差は僅か（-0.03m）であり，大半は，基

本ケースの方が斜面崩壊有りのケースに対して水位が低下している。 

以上より，地震による地形変化（斜面崩壊）は入力津波を設定する際の影響要

因として考慮しない。 

 

 

5条-別添1-添付3-45

110



 

 
図２－39 敷地周辺地すべり位置図 

 

表２－４ 敷地周辺地すべりの規模の比較 
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図２－40 Ls24・Ls25の断面図 
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表２－５ 斜面崩壊（Ls24+Ls25）の有無による水位比較 

 

 

 

図２－41（１）斜面崩壊（Ls24+Ls25）の有無による最大水位上昇量分布の比較 

（基準津波１（防波堤有り）及び基準津波１（防波堤無し）） 

【水位上昇側】施設護岸又は防波壁※1 【水位下降側】２号炉取水口（東）※2

基本ケース
（A)

斜面崩壊有り
（B）

差異（B-A）
基本ケース

(A)
斜面崩壊有り

(B)
差異（B-A）

基準津波１（防波堤有り）
+10.7m

(+10.67m)
+10.7m

(+10.67m)
0.0m

(0.00m)
－5.1m

(-5.02m)
-4.9m

(-4.87m)
+0.2m

(+0.15m)

基準津波１（防波堤無し）
+11.9m

(+11.85m)
+11.1m

(+11.08m)
－0.8m

(-0.77m)
－5.9m

(-5.90m)
－5.7m

(-5.68m)
+0.2m

(+0.22m)

基準津波２（防波堤有り）
+9.0m

(+8.93m)
+8.9m

(+8.89m)
－0.1m

(-0.04m)

基準津波３（防波堤有り）
-4.6m

(-4.52m)
-4.6m

(-4.55m)
0m

(-0.03m)

基準津波４（防波堤有り）
-4.0m

(-3.93m)
-4.0m

(-3.93m)
0m

(0.00m)

基準津波４（防波堤無し）
-4.2m

(-4.14m)
-4.2m

(-4.13m)
0m

(+0.01m)

基準津波５（防波堤無し）
+11.5m

(+11.45m)
+11.3m

(+11.29m)
－0.2m

(-0.16m)

基準津波６（防波堤無し）
-6.0m

(-5.97m)
-5.9m

(-5.88m)
+0.1m

(+0.09m)
※１ 朔望平均満潮位+0.58m，潮位のばらつき0.14mを併せて+0.72mを考慮 ※２ 朔望平均干潮位+0.09m，潮位のばらつき0.17mを併せて-0.08mを考慮

最大水位上昇量分布
（基本ケース）

最大水位上昇量分布
（Ls24＋Ls25＿斜面崩壊有り）

基
準
津
波
１
（
防
波
堤
有
り
）

基
準
津
波
１
（
防
波
堤
無
し
）

最高地点(+9.95m)

最高地点(+11.13m)

9.95m＋0.72m※＝10.67≒10.7m

11.13m＋0.72m※＝11.85≒11.9m 10.36m＋0.72m※＝11.08≒11.1m

最高地点(+10.36m)

9.95m＋0.72m※＝10.67≒10.7m

最高地点(+9.95m)

※ 朔望平均満潮位+0.58m，潮位のばらつき0.14mを併せて+0.72mを考慮
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図２－41（２）斜面崩壊（Ls24+Ls25）の有無による最大水位上昇量分布の比較 

（基準津波２（防波堤有り）及び基準津波５（防波堤無し）） 

 

 

図２－41（３）斜面崩壊（Ls24+Ls25）の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波１（防波堤有り）及び基準津波１（防波堤無し））  

最大水位上昇量分布
（基本ケース）

最大水位上昇量分布
（Ls24＋Ls25＿斜面崩壊有り）

基
準
津
波
２
（
防
波
堤
有
り
）

基
準
津
波
５
（
防
波
堤
無
し
）

最高地点(+8.21m)

最高地点(+10.73m)

8.21m＋0.72m※＝8.93≒9.0m

10.73m＋0.72m ※ ＝11.45≒11.5m

最高地点(+8.17m)

8.17m＋0.72m ※ ＝8.89m≒8.9m

最高地点(+10.57m)

10.57m＋0.72m ※ ＝11.29≒11.3m

※ 朔望平均満潮位+0.58m，潮位のばらつき0.14mを併せて+0.72mを考慮

最大水位下降量分布
（基本ケース）

最大水位下降量分布
（Ls24＋Ls25＿斜面崩壊有り）

基
準
津
波
１
（
防
波
堤
有
り
）

基
準
津
波
１
（
防
波
堤
無
し
）

２号取水口（東）(-5.82m)

２号取水口（東）(-4.94m)

-5.82m-0.08m ※ ＝-5.9m

-4.94m-0.08m※＝-5.02m≒-5.1m

２号取水口（東）(-4.79m)

-4.79m-0.08m ※ ＝-4.87m≒-4.9m

２号取水口（東）(-5.60m)

-5.60m-0.08m ※ ＝-5.68m≒-5.7m

※ 朔望平均干潮位+0.09m，潮位のばらつき0.17mを併せて-0.08mを考慮

：海底露出部：海底露出部

：海底露出部：海底露出部
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図２－41（４）斜面崩壊（Ls24+Ls25）の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波３（防波堤有り）及び基準津波６（防波堤無し）） 

 

 

図２－41（５）斜面崩壊（Ls24+Ls25）の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波４（防波堤有り）及び基準津波４（防波堤無し）） 

最大水位下降量分布
（基本ケース）

最大水位下降量分布
（Ls24＋Ls25＿斜面崩壊有り）

基
準
津
波
３
（
防
波
堤
有
り
）

基
準
津
波
６
（
防
波
堤
無
し
）

２号取水口（東）(-4.44m)

２号取水口（東）(-5.89m)

-4.44m-0.08m※＝-4.52m≒-4.6m

-5.89m-0.08m ※ ＝-5.97m≒-6.0m

２号取水口（東）(-4.47m)

-4.47m-0.08m ※ ＝-4.55m≒-4.6m

-5.80m-0.08m ※ ＝-5.88m≒-5.9m

２号取水口（東）(-5.80m)

※ 朔望平均干潮位+0.09m，潮位のばらつき0.17mを併せて-0.08mを考慮

：海底露出部：海底露出部

：海底露出部：海底露出部

最大水位下降量分布
（基本ケース）

最大水位下降量分布
（Ls24＋Ls25＿斜面崩壊有り）

基
準
津
波
４
（
防
波
堤
有
り
）

基
準
津
波
４
（
防
波
堤
無
し
）

２号取水口（東）(-3.51m)

２号取水口（東）(-3.72m)

-3.51m-0.34m(地盤変動量)-0.08m ※ ＝-3.93m≒-4.0m

-3.72m-0.34m(地盤変動量)-0.08m※＝-4.14m≒-4.2m

２号取水口（東）(-3.51m)

２号取水口（東）(-3,71m)

-3.51m-0.34m(地盤変動量)-0.08m ※ ＝-3.93m≒-4.0m

-3.71m-0.34m(地盤変動量)-0.08m ※ ＝-4.13m≒-4.2m

※ 朔望平均干潮位+0.09m，潮位のばらつき0.17mを併せて-0.08mを考慮

：海底露出部：海底露出部

：海底露出部：海底露出部
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3. 敷地の地盤変状に関する検討 

防波壁は，堅固な岩盤（一部，改良地盤）に支持されていることから，地震

に伴う沈下は発生しない。一方，防波壁前面に存在する埋戻土（掘削ズリ）及

び砂礫層は，地震時の液状化による沈下及び揺すり込みによる沈下が発生する

可能性があるため，防波壁前面の沈下量算定の対象層とする。 

埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層の土質区分を図３－１に示す。埋戻土（掘削

ズリ）は，粒径10mm以上の礫が主体であるが，粒径2mm未満の砂も含む土層であ

る。砂礫層は，50%粒径が10mm以下，かつ10%粒径が1mm以下であり，細粒分含有

率が35%以下の土層である。 

また，護岸に使用している基礎捨石及び埋戻土（粘性土）については液状化

評価対象層ではないが，入力津波の設定における影響要因の検討の際には保守

的に沈下量算定の対象層とする。 

津波解析にあたっては，沈下量を算定し，地形モデルに反映する。なお，沈

下量は，液状化及び揺すり込みに伴う沈下並びに液状化に伴う側方流動による

沈下に分けて算出し，これらを合わせて設定する。 

 

 

 

図３－１ 埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層の土質区分 

 

 

 

 

 

特に液状化の
可能性あり

液状化の
可能性あり

特に液状化の
可能性あり

液状化の
可能性あり

埋戻土（掘削ズリ）の粒径加積曲線 ※ 砂礫層の粒径加積曲線※

特に液状化の
可能性あり

液状化の
可能性あり

特に液状化の
可能性あり

液状化の
可能性あり

※ 港湾の施設の技術上の基準・同解説（上巻）（（社）日本港湾協会，H19）の「粒度による液状化判定 」に粒径加積曲線を追記

地層名
50%粒径
（平均）
（㎜）

10%粒径
（平均）
（㎜）

細粒分含有率
（平均）
（％）

埋戻土
（掘削ズリ） 16.5 - -

砂礫層 9.1 0.0651 15.6
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（１）液状化及び揺すり込みに伴う沈下 

①検討概要 

敷地の地質は，新第三紀中新世の堆積岩類からなる成相寺層及び貫入岩類，

並びにそれらを覆う被覆層から構成される。成相寺層は海成層で，下位より

下部頁岩部層，火砕岩部層及び上部頁岩部層に区分される。被覆層は，崖錐・

海底堆積物及び盛土からなる。崖錐・海底堆積物は主に礫混じり砂質土及び

礫混じり粘性土からなる。敷地の被覆層である盛土は，埋戻土（掘削ズリ）

と埋戻土（粘性土）に分類している。敷地の被覆層である崖錐・海底堆積物

は，砂礫層として分類している。 

液状化及び揺すり込みに伴う沈下量は，図３－２に示す流れに従って，地

質断面図により算定した。相対密度は，図３－３のとおり，港湾基準に基づ

き，マイヤホフにより提案されたＮ値と相対密度の関係式を用いて算出する。 

 

  

図３－２ 液状化及び揺すり込みに伴う沈下量の算定フロー 

 

      𝐷𝑟 = 21 ∙ (
100 ∙ 𝑁

𝜎′  + 70
)
   

 

 

 

 

図３－３ マイヤホフにより提案されたＮ値と相対密度の関係式 

既往の調査結果から液状化及び揺すり込み沈下
の対象となる地層を選定し，

対象層の平均相対密度を参照

Ishihara et al.（1992）の
最大せん断ひずみと体積ひずみの

関係から沈下率を算出

各層の層厚に沈下率を乗じて
沈下量を算出

 

Dr :相対密度（％）
N :標準貫入試験値
σ‘v0:標準貫入試験値を測定した深度における

有効土被り圧（=γ×h）（ｋN/m2）
γ :単位体積重量（kN/m3）
h :標準貫入試験値を測定した深度
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②評価対象層の選定及び相対密度の設定 

 沈下量算定の対象層としては，埋戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性土）及

び砂礫層を選定した。なお，埋戻土（粘性土）は，粘性土のため液状化しな

いが，保守的に埋戻土（掘削ズリ）に置き換えて沈下量を算出する。砂礫層

は，粒径加積曲線が埋戻土（掘削ズリ）と同様な傾向を示すことから，埋戻

土（掘削ズリ）に置き換えて沈下量を算出する。埋戻土（掘削ズリ），埋戻

土（粘性土）及び砂礫層の分布を図３－４に示す。沈下率は，Ishihara et 

al.(1992）の地盤の相対密度に応じた最大せん断ひずみと体積ひずみ（沈下

率）の関係から設定した。相対密度は，図３－５に示す位置において調査を

実施し，図３－６に示すとおり平均で71.3％となり，ばらつきを考慮すると

54.1％となる。 

Ishihara et al.(1992)の関係については，細粒分及び粗粒分が少なく粒径

が比較的揃った液状化し易いきれいな砂による沈下率を示しており，埋戻土

（掘削ズリ）と比較すると沈下率が大きくなると判断できるため，埋戻土（掘

削ズリ）の沈下率をIshihara et al.の関係より算定することにより保守的な

評価を実施する。 

 沈下率は図３－７に示すとおり，保守的に地震時の最大せん断ひずみを考

慮せず，相対密度の平均値71.3％をもとに2.5％となるが，ばらつきを考慮し

算出した相対密度54.1％をもとに，保守的に3.5%と評価する。 

 

  

図３－４（１） 埋戻土（掘削ズリ）分布図 
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図３－４（２） 埋戻土（粘性土）分布図 

 

 

図３－４（３） 砂礫層分布図 

 

 

5条-別添1-添付3-54

119



 

 

図３－５ 相対密度の調査位置 

 

 

 

 
 

図３－６ 埋戻土（掘削ズリ）の相対密度 
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図３－７ Ishihara et al.（1992）の地盤の最大せん断ひずみと 

体積ひずみの関係から設定した沈下率 

 

③沈下量 

防波壁前面の沈下量は，防波壁前面に沈下量算定の対象層が存在する３号

炉東側エリア及び１，２号炉北側エリアの地質断面図に基づき算定した。敷

地平面図を図３－８に，沈下量算定の対象層が防波壁前面に分布する３号炉

東側エリア及び１，２号炉北側エリアの地質断面図を図３－９に示す。 

 図３－９に示すとおり，３号炉東側エリアには，沈下量算定の対象層であ

る埋戻土（掘削ズリ）がEL+8.5mからEL-9.6mに存在する。１，２号炉北側エ

リアには，沈下量算定の対象層がEL+8.5mからEL-14.1mに存在する。なお，１，

２号炉北側エリアの防波壁前面の砂礫層地盤改良範囲を考慮した液状化層厚

は，地盤改良部において17.1m，施設護岸部において14.4mとなる。 

１，２号炉北側エリアの断面図を図３－10に示す。１，２号炉北側エリア

に存在する砂礫層は地盤改良（①地盤改良部）されているが，防波壁前面に

おいて一部地盤改良されていない範囲（②施設護岸部）があるため，沈下量

を算定する層厚を算定した。その結果，１，２号炉北側エリアにおける防波

壁前面の沈下量を算定する層厚は地盤改良部において17.1m，施設護岸部にお

いて14.4mとなり，3号炉東側エリアにおける層厚18.1mを上回らないことを確

認した。 

以上より，層厚が最大となるようEL+8.5mからEL-9.6mを考慮し，沈下量を

算定するための層厚は18.1mとした。 
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沈下量は，上記層厚及びIshihara et al.（1992）の関係を用いて相対密度

の平均値にばらつきを考慮して保守的に設定した沈下率3.5%より0.65m※を保

守的に考慮する。 

※ 層厚18.1m×沈下率3.5%≒沈下量0.65m 

 

  

図３－８ 敷地平面図 

 

 

図３－９（１） 地質断面図（３号炉東側エリア） 

 

 

凡例

：沈下考慮範囲

：防波壁

３号炉北側エリア

３号炉
東側エリア

１，２号炉
北側エリア
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図３－９（２） 地質断面図（１，２号炉北側エリア） 

 

 

 
 

図３－10 断面図（１，２号炉北側エリア） 
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（２）液状化に伴う側方流動による沈下 

①評価方針 

地震時の地盤の液状化に伴う側方流動が想定されることから，二次元有効

応力解析（解析コード「FLIP Ver.7.1.9」）により側方流動による沈下量を

算定する。評価を行う解析断面は，以下の観点から３号炉東側エリアの沈下

による遡上の影響が大きいと判断し，３号炉東側エリアを対象として，有効

応力解析を実施する。 

・１，２号炉北側エリアと比較して埋戻土（掘削ズリ）の分布が広範囲か

つ層厚が厚いこと 

・１，２号炉北側エリアと比較して基準津波遡上範囲が広いこと 

３号炉東側の解析断面位置図を図３－11に示す。 

 

  

図３－11 解析断面位置図 

 

②解析条件 

 ３号炉東側断面の解析モデル図を図３－12に示す。地盤は，地質区分に基

づき平面ひずみ要素でモデル化し，防波壁は，線形はり要素でモデル化した。 

地下水位は，防波壁周辺の朔望平均満潮位（EL+0.46m）前後であることか

ら，港湾基準に準じてEL+0.14m※とする。 

入力地震動は，表３－１に示すとおり，基準地震動のうち，繰返し応力及

び繰返し回数に着目し，水平加速度が大きく，継続時間が長い地震動が液状

化評価において最も厳しいと考えられることから，Ss-Dを選定する。したが

って，基準地震動Ss-Dを，一次元波動論によって解析モデル下端位置で評価

した波形を用いた。 

※ L.W.L.EL-0.02m+1/3×(H.W.L.EL+0.46m-L.W.L.EL-0.02m)=EL+0.14m 
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図３－12 解析モデル図（３号炉東側断面） 

 

表３－１ 基準地震動の加速度時刻歴波形 

 
 

地盤の物性値は，「島根原子力発電所２号炉設計基準対象施設について 第

4 条：地震による損傷の防止 別紙-11 液状化影響の検討方針について」の

検討方針に基づき設定した。液状化の評価対象として取り扱う埋戻土（掘削

ズリ）及び砂礫層の有効応力解析に用いる液状化パラメータは，液状化試験

結果（繰返し非排水せん断試験結果）に基づき，地盤のばらつき等を考慮し，

保守的に簡易設定法により設定した。 

試験結果等から設定した解析上の液状化強度曲線を図３－13に示す。 

解析用地盤物性値を表３－２に示す。 

基準地震動 水平方向（NS成分） 水平方向（EW成分） 鉛直方向

Ｓｓ－Ｄ

敷地ごとに震源を特定して策定
する地震動による基準地震動
応答スペクトル手法による
基準地震動

Ｓｓ－Ｆ１

敷地ごとに震源を特定して策定
する地震動による基準地震動
断層モデル手法による基準地震動

宍道断層による地震の中越沖
地震の短周期レベルの不確かさ
破壊開始点５

Ｓｓ－Ｆ２

敷地ごとに震源を特定して策定
する地震動による基準地震動
断層モデル手法による基準地震動

宍道断層による地震の中越沖
地震の短周期レベルの不確かさ
破壊開始点６

Ｓｓ－Ｎ１

震源を特定せず策定する地震動
による基準地震動
2004年北海道留萌支庁南部地

震（K-NET港町）の検討結果に
保守性を考慮した地震動

Ｓｓ－Ｎ２

震源を特定せず策定する地震動
による基準地震動

2000年鳥取県西部地震の賀祥
ダム（監査廊）の観測記録
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5条-別添1-添付3-60

125



 

 

 

図３－13 液状化強度曲線 

 

 

表３－２ 解析用地盤物性値 
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③評価結果 

 基準地震動Ss-Dによる３号炉東側の最終変形量を図３－14に示す。防波壁

より海側では，L型擁壁までのEL+8.5m盤において，防波壁直下の改良地盤と

埋戻土（掘削ズリ）の境界部を中心とした比較的大きな沈下が確認される。 

 これは，地震によるL型擁壁の海側への傾きに伴い，埋戻土（掘削ズリ）が

自立する改良地盤から海側へ側方流動したことに起因するものである。 

なお，解析条件については，以下のとおり保守的に設定する。 

・敷地内の地下水位については，防波壁より海側の地下水位を海水位に， 

防波壁より陸側の地下水位を地表面に設定する。 

・埋戻土（掘削ズリ）の液状化強度特性は敷地全体のN値に基づく簡易設定 

法※により設定する。 

津波が浸水するEL+6.0ｍ盤における沈下量は0.04ｍ程度であるが，海岸線

から離れたEL+8.5ｍ盤では改良地盤近傍で局所的に1～2m程度の沈下が生じ

ている。このため，側方流動によるEL+6.0m盤からEL+8.5m盤全体の沈下量と

しては，EL+6.0m盤からEL+8.5m盤の埋戻土（掘削ズリ）の各節点における沈

下量を節点数で割った平均沈下量（0.33m程度）を考慮し，保守的に0.35mと

する。 

※簡易設定法による液状化強度特性は，埋戻土（掘削ズリ）の液状化試験結 

果（ロータリー式三重管サンプラー及び表層試料採取）による液状化強度 

特性よりも十分保守的である。 

 

 

図３－14 基準地震動のSs-Dによる地表面最終変形量（３号炉東側断面） 
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（３）津波解析における沈下量の設定 

 津波解析における沈下は，沈下考慮範囲を対象とする（図３－15）。また，

荷揚場は一部岩着し，沈下しない範囲もあるが，本検討では，保守的に荷揚

場全体が沈下する前提で検討を行い，護岸のパラペットについてもモデル化

を行わないこととする。なお，防波壁周辺については，地盤改良を実施して

いることから，沈下しないこととする。 

液状化及び揺すり込みに伴う沈下量を相対密度の平均値から求まる沈下率

（2.5％）による0.5ｍとしていたが，保守的にばらつきを考慮した相対密度

から求まる沈下率（3.5％）による0.65ｍを採用し，側方流動による沈下量0.35

ｍを加え，１ｍとした。 

 

  

図３－15 津波評価において沈下を考慮する範囲 

 

（４）地盤変状を考慮した津波解析 

（１）～（３）を踏まえ，沈下量を保守的に1mと設定し，津波解析を実施

した。 

基準津波１～６のケースを対象に基本ケース及び1m沈下させたケースを比

較し，その差異を表３－３に示す。また，最大水位上昇量分布を図３－16に

示す。 

津波解析の結果，1m沈下させた場合，水位上昇側の施設護岸又は防波壁の

水位は，どのケースについても基本ケースと同じもしくは基本ケースの方が

大きい。また，水位下降側の２号炉取水口の水位については全ケースで同じ

水位となった。 

凡例

：沈下考慮範囲

：防波壁
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以上より，地震による地形変化（地盤変状）は，入力津波を設定する際の

影響要因として考慮しない。 

 

表３－３ 基本ケースと地盤変状を考慮したケースの水位比較 

 

 

 

図３－16（１）地盤変状の有無による最大水位上昇量分布の比較 

（基準津波１（防波堤有り）及び基準津波１（防波堤無し）） 

  

【水位上昇側】施設護岸又は防波壁※１ 【水位下降側】２号炉取水口（東）※２
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図３－16（２）地盤変状の有無による最大水位上昇量分布の比較 

（基準津波２（防波堤有り）及び基準津波５（防波堤無し）） 

 

 

図３－16（３）地盤変状の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波１（防波堤有り）及び基準津波１（防波堤無し）） 
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図３－16（４）地盤変状の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波３（防波堤有り）及び基準津波６（防波堤無し）） 

 

 

図３－16（５）地盤変状の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波４（防波堤有り）及び基準津波４（防波堤無し）） 
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4. 防波堤損傷に関する検討 

島根原子力発電所では，輪谷湾に防波堤及び東防波堤を設置しており，これら

防波堤は，敷地周辺の地震により損傷する可能性は否定できないことから，防波

堤の状態による入力津波への影響の有無を検討する。検討にあたっては，津波高

さと津波高さ以外に区分して，実施する。 

（１）検討結果 

 ①津波高さ 

基準津波策定の際に，防波堤の有無により津波高さに有意な差を与えること

を確認した（表４－１，図４－１）。 

②津波高さ以外（流況等） 

発電所沖合については，防波堤の有無により流況の変化が認められない（図

４－２）。また，港湾内及び港湾外については，防波堤の有無により流況の変

化が認められる。（図４－３） 

 

 

表４－１ 防波堤の有無による最大水位上昇量の比較 

 

 

 

図４－１ 防波堤の有無による最大水位上昇量分布の比較 
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図４－２ 発電所沖合の流況 

 

 

図４－３ 港湾内及び港湾外の流況 
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5. 津波評価条件 

地震による地形変化の影響の検討結果及びその結果を踏まえた入力津波設

定における地形の条件は以下のとおり。 

 敷地周辺斜面の崩壊形状については，防波壁両端部の地山を対象に基準地震動

Ssにより津波が敷地に遡上するような崩壊は起こらないことを確認した。また，

地すべり地形が判読されている地山の斜面崩壊についても検討し，敷地に与え

る影響がほとんどないことから，斜面崩壊の影響要因として考慮せず評価を行

う。 

 防波壁は，堅固な岩盤（一部，地盤改良）に支持されていることから，地震時

の液状化に伴う沈下は発生しない。一方，防波壁前面に存在する埋戻土は，地

震時の液状化により沈下する可能性があるため，基準地震動Ssによる防波壁前

面の沈下を考慮した津波解析を実施した結果，入力津波高さが変わらないこと

等を確認したことから，地盤変状を影響要因として考慮せず評価を行う。 

 防波堤損傷に関する検討の結果，津波高さについては，防波堤の有無による差

異が認められることから，影響要因として考慮する。また，津波高さ以外につ

いては，発電所沖合は防波堤の有無による最大流速分布に差異が認められない

ことから影響要因として考慮しない。一方，港湾内及び港湾外は最大流速分布

に差異が認められることから，影響要因として考慮する。 
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 [参考]防波堤の位置付け・モデル化 

（１）防波堤の位置付け 

島根原子力発電所では，輪谷湾に防波堤及び東防波堤を設置している（図５－

１）。これら防波堤は，敷地周辺の地震により損傷する可能性は否定できないこ

とから，津波影響軽減施設とせず，自主設備とする。基準津波５，６ は自主設備

である防波堤の有無が基準津波の選定に影響が有ることから選定した。 

 

 

図５－１ 防波堤位置 

 

 

（２）防波堤のモデル化 

防波堤の有無によるモデル化については，防波堤有りのケースでは，防波堤ケ

ーソン，捨石マウンドをモデル化しており，防波堤無しケースでは，防波堤ケー

ソン，捨石マウンドを全て取り除いた状態で実施している（図５－２）。なお，

消波ブロック※は，透過性を有するため，防波堤有りケースにおいては，安全側の

評価となるよう消波ブロックをモデル化しないものとしている。 

また，消波ブロックをモデル化した場合の津波への影響を検討するため，東防

波堤のEL-4.9m～EL+1.8m区間の消波ブロックをモデル化し，消波ブロックの透過

率を施工実績より算出し50％と設定し，防波堤有りケースのうち，施設護岸又は

防波壁で最大水位上昇量を示した基準津波１を対象に実施した。 

その結果，消波ブロックをモデル化した場合，消波ブロックをモデル化しない

場合と比較し，津波の敷地への影響は小さいことから，消波ブロックをモデル化

しない津波解析は安全側の評価となることを確認した。水位の影響については，

表５－１及び図５－３に示す。また，流向・流速の影響については，図５－４に
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示す。 

※ 一般に消波ブロックは短周期の波浪に対する軽減効果を持つとされており，

土木学会(2016)においても構造物（消波ブロック）が無いものとして取り扱うこ

とが多いと記載されている。 

 

図５－２ 防波堤断面図 

 

表５－１ 消波ブロックのモデル化検討結果 

検討ケース 
消波ブロックの

モデル化 

評価水位（EL m） 

備考 
上昇側 下降側 

施設護岸又は 

防波壁 

２号炉 

取水口（東） 

２号炉 

取水口（西） 

基準津波１ 

（鳥取県(2012)） 

消波ブロックを

モデル化 
+10.4 -4.8 -4.8 

 

消波ブロックを

モデル化しない 
+10.5 -5.0 -5.0 防波堤有りケース 

 

 

5条-別添1-添付3-71

136



 

 

 

図５－３ 最大水位上昇量分布図比較 
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地震発生後190分（消波ブロックをモデル化） 

 

 

地震発生後190分（消波ブロックをモデル化しない） 

 

図５－４（１） 流向・流速分布図比較 
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地震発生後191分（消波ブロックをモデル化） 

 

 

地震発生後191分（消波ブロックをモデル化しない） 

 

図５－４（２） 流向・流速分布図比較 

5条-別添1-添付3-74

139



 

 

地震発生後192分（消波ブロックをモデル化） 

 

 

地震発生後192分（消波ブロックをモデル化しない） 

 

図５－４（３） 流向・流速分布図比較 
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地震発生後193分（消波ブロックをモデル化） 

地震発生後193分（消波ブロックをモデル化しない） 

図５－４（４） 流向・流速分布図比較 
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添付資料４ 

日本海東縁部に想定される地震による発電所敷地への影響について 

島根２号炉では，日本海東縁部に想定される地震による津波を基準津波とし

て設定している。基準津波の波源である日本海東縁部，敷地周辺海域と島根原

子力発電所の位置関係を図１に，マグニチュードと震央距離及び発電所敷地で

推定される震度の関係を図２に示す。 

日本海東縁部に想定される地震による津波（基準津波１，２，３，５，６）

の波源は，発電所敷地から約 600km 以上離れており，発電所敷地への地震によ

る影響は十分小さい（図２）。 

図１ 島根原子力発電所の基準津波の波源図 

図２ マグニチュードMと震央距離及び発電所敷地で推定される震度の関係図 
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添付資料５ 

港湾内の局所的な海面の励起について 

基準津波による発電所周辺における最高水位分布を図１に，時刻歴波形の評価

地点を図２に示す。また，津波の伝播経路を考慮し，湾口と湾中央，湾中央と湾

奥東，湾中央と湾奥西及び基準津波の策定位置と湾口における基準津波１の水位

をそれぞれ重ね合わせた水位時刻歴波形を図３及び図４に示す。 

図１より，湾の内外で最高水位分布や傾向に大きな差異はない。また，図３よ

り，湾内の伝播に伴い，伝播先では水深が浅くなることや隅角部であることから

上昇側のピーク値が多少大きくなるものの，時間の経過に伴う湾内外における周

期の傾向及び振幅に大きな差はなく，特異な増幅は生じていない。 

また，図４より，基準津波の策定位置と湾口では波形の位相が異なるものの，

傾向は大きく変わらない。また，湾口の方が基準津波の策定位置より波形の変動

が多少大きくなっているが，これは水深が浅くなることによる一般的な増幅によ

る水位変動であると推察される。 

図１ 最高水位分布 
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図２ 評価位置（左：湾内，右：基準津波の策定位置） 

図４ 水位の時刻歴波形（基準津波の策定位置と湾口の比較） 

①湾口と②湾中央との比較 

②湾中央と③湾奥東との比較 

②湾中央と④湾奥西との比較 

―湾口 ―湾中央 

―湾中央 ―湾奥東 

―湾中央 ―湾奥西 

時間（分） 

時間（分） 

時間（分） 

時間（分） 

基準津波の策定位置と①湾口との比較 

図３ 水位の時刻歴波形（基準津波１） 

―基準津波の策定位置 ―湾口 

 

基準津波の策定位置 
水深 65m 

約 2.5km 

単位：m 
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添付資料６ 

管路計算の詳細について 

1. はじめに

海洋から取水路及び放水路を経て各評価地点までの水路の水理特性を考慮した

管路計算を基準津波１～６（水位上昇側：基準津波１，２，４，５，水位下降側：

基準津波１，３，４，６）を入力波形として計算を実施した。

2. 管路計算に基づく評価

管路計算を行う上での不確かさの考慮として，表１に示す各項目についてパラ

メータスタディを実施し，入力津波の選定及び津波水位への影響を確認した。

管路計算の計算条件を表２に，貝付着を考慮する範囲を図１に示す。取水路及

び放水路の構造図を図２に示す。また基礎方程式を下記に示す。 

管路計算は，取・放水口における水位の時刻歴波形を入力条件，取・放水槽に

おけるポンプ取・放水量（号機毎にポンプ運転時・停止時の取・放水量を設定）

を境界条件として実施する。取・放水経路は開水路区間と管路区間が混在するた

め，微小区間に分割した水路の各部分が，開水路状態か管路状態かを遂次判定し，

管路区間はその上下流端の開水路区間の水位（自由水面の水位）を境界条件とし

て流量計算を行う。開水路区間は，開水路の一次元不定流の式により流量・水位

を計算する。 

管路計算に使用するモデルは，外海にある取水口から取水槽及び放水口から放水

槽を管路モデルや節点で結び，損失水頭のうち管路内の摩擦は各管路モデルで，そ

れ以外の損失は各節点で表現するように取・放水施設毎に，詳細にモデル化した（図

３）。なお，1号炉取水槽には流路縮小工を設置している。

表３，４及び図４～11に管路解析モデルに用いた各損失を示す。また，表５に各

取放水施設の損失水頭表の整理結果を示す。なお，解析には解析コード「SURGE」

を使用した。 

水位上昇側の評価結果を表６に，水位下降側の評価結果を表７に示す。また，

日本海東縁部に想定される地震による津波の各評価地点の最大の時刻歴波形をそ

れぞれ図12及び図13に，海域活断層から想定される地震による津波の各評価地点

の最大の時刻歴波形をそれぞれ図14及び図15に示す。 

表１ 条件設定 

計算条件 

１ 貝付着の有無 

２ 循環水ポンプ稼働の有無 

5条-別添1-添付6-1

145



 

表２ 管路計算における計算条件 

項目 計算条件 

計算領域 

【取水施設】 １,２号炉 取水口 ～ 取水管 ～ 取水槽 

３号炉   取水口 ～ 取水トンネル ～ 取水路 ～ 取水槽 

【放水施設】 放水口 ～ 放水路 ～ 放水槽 

計算時間間隔 0.01秒 

取水槽側境界条件 

（ポンプ取水量） 

１号炉 循環水ポンプ停止時：1.0m3/s※1 

２号炉 循環水ポンプ運転時：59m3/s，循環水ポンプ停止時：2.3m3/s 

３号炉 循環水ポンプ運転時：95m3/s※2，循環水ポンプ停止時：3m3/s 

摩擦損失係数 

(マニングの粗度係数) 

【取水施設】 

（貝付着なし）取水管：0.014m－1/3・s 

取水トンネル，取水路，取水槽漸拡部：0.015m－1/3・s 

（貝付着あり）0.02 m－1/3・s 

【放水施設】   

 （貝付着なし）0.015m－1/3・s 

（貝付着あり）0.02 m－1/3・s 

貝の付着代 点検結果を踏まえ５cmを考慮 

局所損失係数 

電力土木技術協会(1995)：火力・原子力発電所土木構造物の設計-増補

改訂版- 

千秋信一(1967)：発電水力演習 

土木学会(1999)：水理公式集[平成11年版]による 

想定する潮位条件 
水位上昇側：朔望平均満潮位T.P.+0.58mに潮位のばらつき+0.14mを考慮 

水位下降側：朔望平均干潮位T.P.+0.09mに潮位のばらつき-0.17mを考慮 

地盤変動条件 

海域活断層から想定される地震による津波については，0.34mの隆起を

考慮 

日本海東縁部に想定される地震による津波については，津波が起きる前

の海域活断層による地殻変動量として0.34mの隆起を考慮 

計算時間 
・日本海東縁部に想定される地震による津波は地震発生後6時間まで 

・海域活断層から想定される地震による津波は地震発生後3時間まで 

※１ １号炉取水槽に津波防護施設である流路縮小工を設置することにより，循環水ポンプの運転に

必要な通水量が確保できないことから，循環水ポンプの運転は行わない。 

※２ 燃料装荷前であり，原子炉を運転するものではないが，メンテナンス等により循環水ポンプを

運転する可能性がある。 
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※基礎方程式 

管路計算では，非定常の開水路及び管路流の連続式・運動方程式を用いた。 

 

【開水路】 

・運動方程式 

 

・連続式 

 

 

【管路】 

・運動方程式 

 

・連続式 

 

 

【水槽及び立坑部】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 原子力発電所の津波評価技術 2016 
（土木学会）より引用 

【開水路・管路の区別】 
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 １号炉 ２号炉 ３号炉 

取水設備 

   

放水設備 

   

 

                       ― 貝付着考慮範囲 

 

図１ 貝付着考慮範囲 

 

 

  

A-A 断面 B-B 断面 C-C 断面 

D-D 断面 E-E 断面 F-F 断面 
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図２－１ １号炉取水施設平面図 

 

 

 

図２－２ １号炉取水施設断面図 

 

 

図３－１ １号炉取水施設の管路計算モデル図 

 

 

  

取水口(東) 

取水槽 

取水路 

取水口(西) 

流路縮小工 

漸拡ダクト 除じん機系

＋ポンプ室 

流路縮小工 

漸拡ダクト 

除じん機系

＋ポンプ室 
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図２－３ ２号炉取水施設平面図 

 

 

 

図２－４ ２号炉取水施設断面図 

 

  

図３－２ ２号炉取水施設の管路計算モデル図 

  

取水管下端
T.P.-7.3m

原子炉補機海水ポ
ンプ設計取水可能
水位 T.P.-8.32m 取水口呑口位置

（T.P.-9.5m～-12.5m）

循環水ポンプ

防水壁
T.P.+10.8m

取水管上端
T.P.-3.0m

T.P.-9.80m

漸拡ダクト除じん機系

ポンプ室

漸拡ダクト及び除じん機系上部

取水口(西) 

取水口(東) 

取水路 

漸拡ダクト 除じん機系 ポンプ室 

取水槽 
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図２－５ ３号炉取水施設平面図 

 

図２－６ ３号炉取水施設断面図 

 

図３－３ ３号炉取水施設の管路計算モデル図 

Ｃ水路 

取水口(東) 

取水口(西) 

取水槽 

Ｂ水路 

Ａ水路 

水路点検用立坑 

水路点検用立坑 
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図２－７ １号炉放水施設平面図 

 

 

 

図２－８ １号炉放水施設断面図 

 

 

図３－４ １号炉放水施設の管路計算モデル図 

 

  

放水接合槽 

放水口 
放水路 

マンホール 

冷却水排水槽 

放水槽 
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図２－９ ２号炉放水施設平面図 

 

 

 

 

図２－10 ２号炉放水施設断面図 

 

 

図３－５ ２号炉放水施設の管路計算モデル図 

 

  

放水槽 

放水路 

放水口 

放水接合槽 
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図２－11 ３号炉放水施設平面図 

 

 

 

 

図２－12 ３号炉放水施設断面図 

 

 

図３－６ ３号炉放水施設の管路計算モデル図 

  

放水接合槽 

放水口 

放水路 

放水槽 

放水路 

補機海水放水路接合桝 

補機海水放水庭より 
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表３－１ 損失水頭算定公式 

 

 

 

 公式 係数 根拠 

①流入損失 

2

2
e e

V
h f

g
  ef ：流入損失係数 

V :管内流速(m/s) 

土木学会水理公式集 

（平成 11 年版） 

p.374-375【図4参照】 

②流出損失 

2

2
o o

V
h f

g
  of ：流出損失係数 

V :管内流速(m/s) 

土木学会水理公式集 

（平成 11 年版） 

p.375 

③摩擦損失 
2 2

4/3f

L
h n V

R
  

V :平均流速(m/s) 

L :水路の長さ(m) 

R :水路の径深(m) 

n ：粗度係数(m-1/3･s) 

火力原子力発電所 

土木構造物の設計 

p.829 

④急拡損失 

2

1

2

1

2

2

1

se se

se

V
h f

g

A
f

A



   
   
   

 

sef ：急拡損失係数 

1V :急拡前の平均流速(m/s) 

1A :急拡前の管断面積(m2) 

2A :急拡後の管断面積(m2) 

火力原子力発電所 

土木構造物の設計 

p.829 

⑤急縮損失 

2

2

2
sc sc

V
h f

g
  scf ：急縮損失係数 

2V :急縮後の平均流速(m/s) 

火力原子力発電所 

土木構造物の設計 

p.829-830【表4参照】 

⑥漸拡損失 

2

1

2
ge ge se

V
h f f

g
   

2

1

2

1se

A
f

A

   
   
   

 

gef ：漸拡損失係数 

1V :漸拡前の平均流速(m/s) 

1A :漸拡前の管断面積(m2) 

2A :漸拡後の管断面積(m2) 

火力原子力発電所 

土木構造物の設計 

p.830【図 5 参照】 

⑦漸縮損失 

2

2

2
gc gc

V
h f

g
  gcf ：漸縮損失係数 

2V :漸縮後の平均流速(m/s) 

発電水力演習 p.84 

【図 6 参照】 

⑧屈折損失 

2

2
be be

V
h f

g
  

2

4

0.946sin
2

2.05sin
2

bef








 

bef ：屈折損失係数 

V :管内平均流速(m/s) 

 :屈折角(°) 

発電水力演習 p.88 

【図 7 参照】 
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表３－２ 損失水頭算定公式 

  

 公式 係数 根拠 

⑨曲がり

損失 

2

1 2
2

b b b

V
h f f

g
   

 

 

7/2

1

1/2

2

0.131 0.1632 /

/ 90

b

b

f D

f





  



 

V :管内平均流速(m/s) 

1bf ：曲がりの曲率半径  と

管径 D との比によって決ま

る損失係数 

2bf ：任意の曲がり中心角 の

場合の損失と中心角 90°の

場合の損失との比 

発電水力演習 

p.86-87 

【図 8 参照】 

⑩ピヤー

による損

失 

2
2

1 1

2

2

1
1

2
p

b V
h

C b g

       
   

 

1V :ピヤー上流側の流速(m/s) 

C ：ピヤーの水平断面形状に

よる係数 

1b ：ピヤー直前の水路幅(m) 

2b ：水路幅からピヤー幅の総

計を控除した幅(m) 

発電水力演習 

p.92-93 

【図 9 参照】 

⑪分流に

よる損失 

2

,
2

d

V
H H f

g


      

2

,
2

d

V
H H f

g


      

 

H , H :分流前後の本管動

水位（位置水頭と圧力水頭の

和）(m) 

H :支管動水位(m) 

V :分流前の本管内流速(m/s) 

,df  ,
,df  ：分流損失係数 

土木学会水理

公式集（平成 11

年版） 

p.376-377 

【図 10 参照】 

⑫合流に

よる損失 

2

,
2

c

V
H H f

g



      

2

,
2

c

V
H H f

g



      

H , H :合流前後の本管動

水位(m) 

H :支管動水位(m) 

V :合流後の本管内流速(m/s) 

,cf  ,
,cf  ：合流損失係数 

土木学会水理

公式集（平成 11

年版） 

p.377 

【図 10 参照】 

⑬分岐に

よる損失 

2

0

2
B B

V
h f

g
   

0V :分流前の水圧管内の平均

流速(m/s) 

Bf ：分岐による損失係数 

(Y 分岐：0.75、三分岐：0.69) 

発電水力演習 

p.120-123 

⑭スルー

スゲート

による流

量公式 

1 02Q C aB gh  

Q：流量(m3/s) 

1C ：流量係数 

a：ゲートの開き(m) 

B ：流出幅(m) 

0h ：上流水深(m) 

土木学会水理

公式集（平成 11

年版） 

p.254-255 

【図 11 参照】 
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図４ 入口形状と損失係数（土木学会水理公式集（平成 11 年版）p.375） 

 

 

表４ 急縮損失係数（火力原子力発電所土木構造物の設計 p.830） 

 

 

図５ 漸拡損失係数（火力原子力発電所土木構造物の設計 p.830） 

1D , 2D ：漸拡前後の管径(m)， 1V , 2V ：漸拡前後の平均流速(m/s)，：漸拡部の開き（°） 

（※本施設では，円形断面管と矩形断面管の漸拡に上記の図による値を適用する。矩

形断面管の場合，矩形断面と同様の断面積を持つ円管を仮定して，管径 1D , 2D を算出

した。） 
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図６ 漸縮損失係数（発電水力演習 p.84） 

1A , 2A ：漸縮前後の管断面積(m2)， 1V , 2V ：漸縮前後の平均流速(m/s)，：漸縮部の開

き（°） 

（※本施設では，円形断面管と矩形断面管の漸縮に上記の図による値を適用する。） 

 

 

 

 

図７ 屈折角（発電水力演習p.88） 

 

 

図８ 曲がり，曲率半径（発電水力演習p.87） 
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図９ ピヤーの形状による係数Cの値（発電水力演習p.92） 

 

 

 

 

 

 

(a)分流による損失係数 

2

, 0.58 0.26 0.03df q q      

 

 

2
2

, 2

0.4 0.1
0.95 1 1.3cot 0.3 1 0.9

2

1
0.4 1 1 cot

2

df q q

q q

  

 

  

 





  
          

   

 
   

 

 

ここに，
,df  ,

,df  ：分流損失係数， ：本管と支管の交角，：本管断面積に対す

る支管断面積の比， r D  ：支管と本管の接続部面取り半径 r の本管直径に対する比，

q Q Q   ：分流前の本管流量Q に対する支管流量Q
の比 

 

(b)合流による損失係数 

 

 

2

,

cos
2.59 1.62 1 0.62

1.94 0.03

cf q

q

 




 





  
       

  

  

 

   

    

2

, 2

cos 1 cos
1.2 1 0.8 1 1

1 0.92 2.92

cf q

q q

 

 

 
 

  



    
           

    

   

 

ここに，
,cf  ,

,cf  ：合流損失係数， ：本管と支管の交角，：本管断面積に対す

る支管断面積の比， r D  ：支管と本管の接続部面取り半径 r の本管直径に対する比，

q Q Q   ：合流後の本管流量Q
に対する支管流量Q

の比 

 

 

図10 分･合流管（土木学会水理公式集（平成11年版）p.377） 
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図 11 スルースゲートによる流量係数(土木学会水理公式集（平成 11 年版）p.255）注 

 

 

 

 

 

 

  

1C ：流量係数 

a ：ゲートの開き(m) 

0h ：上流水深(m) 

2h ：下流水深(m) 

注）スルースゲートの流量公式
1 02Q C aB gh により，流量Q，

ゲートの開きa ，流出幅B および上流水深 0h が既知の場合，流量

係数 1C が決定される。さらに，図の関係から下流水深 2h が決定さ

れるため，スルースゲートによる損失水頭 0 2h h h   が算定され

る。 
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表５－１ １号炉取水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ停止時） 
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表５－２ ２号炉取水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ運転時） 
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表５－３ ３号炉取水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ運転時） 
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表５－４ １号炉放水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ停止時） 
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表５－５ ２号炉放水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ運転時） 
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表５－６ ３号炉放水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ運転時） 
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表６－１ 水位上昇側の評価結果（取水施設） 

波源 
防波堤 

有無 

貝付着 

有無 

ポンプ 

運転 

状況 

入力津波高さ EL（m）※1 

１号炉 

取水槽※2 

２号炉 

取水槽 

３号炉 

取水槽 

３号炉 

取水路点検口 

日
本
海
東
縁
部 

基準津波

１ 

有り 

有り 
運転 － +6.5 +5.1 +4.2 

停止 +6.7 +8.8 +6.9 +6.0 

無し 
運転 － +7.2 +6.0 +4.7 

停止 +7.0 +9.3 +7.1 +6.4[+6.31] 

無し 

有り 
運転 － +8.0 +5.5 +4.2 

停止 +7.5 +10.1 +7.5 +6.2 

無し 
運転 － +9.1 +6.5 +4.9 

停止 +8.0 +10.6 +7.8 +6.4[+6.32] 

基準津波

２ 
有り 

有り 
運転 － +6.4 +5.5 +4.5 

停止 +6.3 +8.4 +7.1 +6.1 

無し 
運転 － +7.0 +6.3 +4.8 

停止 +6.5 +9.1 +7.3 +6.1 

基準津波

５ 
無し 

有り 
運転 － +7.1 +5.0 +3.9 

停止 +7.1 +9.7 +7.1 +5.6 

無し 
運転 － +8.6 +6.0 +4.2 

停止 +7.4 +10.4 +7.6 +6.0 

海
域
活
断
層 

基準津波

４ 

有り 

有り 
運転 － +2.0 +1.7 +1.5 

停止 +2.8 +2.8 +3.5 +2.6 

無し 
運転 － +2.4 +1.9 +1.6 

停止 +2.8 +2.9 +3.7 +2.7 

無し 

有り 
運転 － +2.1 +1.4 +1.3 

停止 +3.1 +4.6 +3.4 +2.4 

無し 
運転 － +2.9 +1.8 +1.3 

停止 +3.2 +4.9 +3.4 +2.5 

海域活断層

上昇側最大

となるケー

ス 

有り 

有り 
運転 － +1.6 +1.5 +1.3 

停止 +2.5 +2.4 +3.4 +2.4 

無し 
運転 － +1.8 +1.7 +1.4 

停止 +2.4 +2.4 +3.6 +2.5 

無し 

有り 
運転 － +1.9 +1.2 +1.1 

停止 +2.9 +4.2 +3.3 +2.3 

無し 
運転 － +2.5 +1.6 +1.2 

停止 +3.1 +4.5 +3.4 +2.4 

※1 下線を引いた箇所が最大ケース。 

※2 1号炉取水槽は流路縮小工を設置して評価している。なお，水位については，「島根原子力発電所２号炉 

津波による損傷の防止 論点１「防波堤が地震により損傷した場合の運用方針の妥当性，有効性」」（現在，

審議中）の審査結果を適宜反映する。 
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表６－２ 水位上昇側の評価結果（放水施設） 

波源 

防

波

堤 

有

無 

貝

付

着 

有

無 

ポンプ 

運転 

状況 

入力津波高さ EL（m）※ 

１号炉 

放水槽 

１号炉 

冷却水

排水槽 

１号炉 

マンホ

ール 

１号炉 

放水接

合槽 

２号炉 

放水槽 

２号炉 

放水接合

槽 

３号炉 

放水槽 

３号炉 

放水接

合槽 

日

本

海

東

縁

部 

基

準

津

波

１ 

有

り 

有

り 

運転 ― ― ― ― +7.0 +5.9 +6.9 +6.2 

停止 +4.3 +4.5 +4.2 +3.4 +7.2 +5.6 +6.5 +5.8 

無

し 

運転 ― ― ― ― +7.0 +5.9 +6.9 +6.2 

停止 +4.8 +4.7 +4.8 +3.5 +7.9 +5.7 +6.8 +6.2 

無

し 

有

り 

運転 ― ― ― ― +6.4 +6.0 +6.5 +5.8 

停止 +4.4 +4.2 +3.9 +3.4 +7.1 
+6.1 

[+6.04] +6.4 +5.9 

無

し 

運転 ― ― ― ― +6.2 +5.9 +6.6 +6.3 

停止 +4.0 +3.9 +3.6 +3.4 +7.8 
+6.1 

[+6.04] +6.8 +6.2 

基

準

津

波

２ 

有

り 

有

り 

運転 ― ― ― ― +6.3 +4.2 +4.5 +4.4 

停止 +3.3 +3.3 +3.2 +3.0 +5.3 +3.7 +5.0 +4.7 

無

し 

運転 ― ― ― ― +6.3 +4.0 +4.5 +4.2 

停止 +3.4 +3.4 +3.3 +3.2 +5.5 +3.9 +5.0 +4.5 

基

準

津

波

５ 

無

し 

有

り 

運転 ― ― ― ― +5.8 +4.5 +6.5 +5.9 

停止 +2.7 +2.7 +2.5 +2.3 +4.8 +5.1 +7.0 +6.3 

無

し 

運転 ― ― ― ― +5.9 +4.1 +6.8 +6.3 

停止 +2.8 +2.8 +2.5 +2.4 +5.5 +4.6 +7.3 +6.5 

海

域

活

断

層 

基

準

津

波

４ 

有

り 

有

り 

運転 ― ― ― ― +4.1 
+2.8 

[+2.80] +3.1 +2.9 

停止 +1.9 +1.8 +1.8 

[+1.73] 

 

+1.8 +3.2 +2.5 +3.1 +3.2 

無

し 

運転 ― ― ― ― +3.5 +2.7 +2.8 +2.6 

停止 +1.9 +1.9 

[+1.83] 

 

+1.8 

[+1.76] 

 

+1.8 +3.7 +2.4 
+3.3 

[+3.27] 
+3.5 

無

し 

有

り 

運転 ― ― ― ― +4.2 
+2.8 

[+2.79] +3.1 +2.9 

停止 +2.0 
+1.9 

[+1.82] 
+1.8 

[+1.79] +1.8 +3.3 +1.8 +2.8 +2.5 

無

し 

運転 ― ― ― ― +3.5 +2.6 +2.8 +2.6 

停止 +2.1 
+1.9 

[+1.88] 
+1.8 

[+1.80] +1.9 +3.7 +1.8 
+3.3 

[+3.26] 
+2.8 

海
域
活
断
層
上
昇
側
最
大
ケ
ー
ス 

有

り 

有

り 

運転 ― ― ― ― +4.0 +2.7 +3.0 +2.7 

停止 +1.8 +1.7 +1.6 +1.6 +2.7 +2.1 +2.6 +2.7 

無

し 

運転 ― ― ― ― +3.3 +2.5 +2.7 +2.5 

停止 +1.8 +1.7 +1.7 +1.6 +3.0 +2.1 +2.8 +2.9 

無

し 

有

り 

運転 ― ― ― ― +4.0 +2.7 +3.0 +2.7 

停止 +1.8 +1.7 +1.7 +1.7 +2.9 +1.6 +2.8 +2.4 

無

し 

運転 ― ― ― ― +3.4 +2.5 +2.7 +2.5 

停止 +1.8 +1.7 +1.7 +1.7 +3.1 +1.6 +3.1 +2.5 

※下線を引いた箇所が最大ケース。 
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表７ 水位下降側の評価結果（２号炉取水施設） 

波源 
防波堤 

有無 

貝付着 

有無 

ポンプ 

運転 

状況 

入力津波高さ EL（m）※ 

２号炉 

取水槽 

日
本
海
東
縁
部 

基準津波１ 

有り 

有り 
運転 -6.6 

停止 -5.7 

無し 
運転 -6.3 

停止 -5.8 

無し 

有り 
運転 -8.1 

停止 -5.9 

無し 
運転 -7.9 

停止 -5.9 

基準津波３ 有り 

有り 
運転 -6.3 

停止 -5.5 

無し 
運転 -6.3 

停止 -5.6 

基準津波６ 無し 

有り 
運転 -8.3 

停止 -6.0 

無し 
運転 -8.2 

停止 -6.0 

海
域
活
断
層 

基準津波４ 

有り 

有り 
運転 -5.9 

停止 -4.8 

無し 
運転 -6.0 

停止 -4.9 

無し 

有り 
運転 -6.3 

停止 -4.9 

無し 
運転 -6.3 

停止 -5.1 

海域活断層

上昇側で 

最大となる

ケース 

有り 

有り 
運転 -5.0 

停止 -4.3 

無し 
運転 -5.1 

停止 -4.4 

無し 

有り 
運転 -5.4 

停止 -4.5 

無し 
運転 -5.5 

停止 -4.6 

※下線を引いた箇所が最大ケース。 
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１号炉取水槽最大ケース 

 

 

 

２号炉取水槽最大ケース 

 

 

 

３号炉取水槽最大ケース 

 

 

 

３号炉取水路点検口最大ケース 

 

 

図12－１ 水位上昇側の時刻歴波形 日本海東縁部（１／３） 
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１号炉放水槽最大ケース 

 

 

 

１号炉冷却水排水槽最大ケース 

 

 

 

１号炉マンホール最大ケース 

 

 

 

１号炉放水接合槽最大ケース 

 

 

図12－２ 水位上昇側の時刻歴波形 日本海東縁部（２／３）  
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２号炉放水槽最大ケース 

 

 

 

２号炉放水接合槽最大ケース 

 

 

 

３号炉放水槽最大ケース 

 

 

 

３号炉放水接合槽最大ケース 

 

 

図12－３ 水位上昇側の時刻歴波形 日本海東縁部（３／３） 
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※最大水位下降量-7.88m－地盤変動量 0.34m≒EL-8.3m 

２号炉取水槽（入力津波６ 防波堤無し）※下降側 

２号炉取水槽最大ケース 

 

図13 水位下降側の時刻歴波形 日本海東縁部 
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１号炉取水槽最大ケース 

 

 

 

２号炉取水槽最大ケース 

 

 

 

３号炉取水槽最大ケース 

 

 

 

３号炉取水路点検口最大ケース 

 

 

図14－１ 水位上昇側の時刻歴波形 海域活断層（１／３）  
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１号炉放水槽最大ケース 

 

 

 

１号炉冷却水排水槽最大ケース 

 

 

 

１号炉マンホール最大ケース 

 

 

 

１号炉放水接合槽最大ケース 

 

 

図14－２ 水位上昇側の時刻歴波形 海域活断層（２／３）  
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２号炉放水槽最大ケース 

 

 

 

２号炉放水接合槽最大ケース 

 

 

 

３号炉放水槽最大ケース 

 

 

 

３号炉放水接合槽最大ケース 

 

 

図14－３ 水位上昇側の時刻歴波形 海域活断層（３／３）  
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※最大水位下降量-5.95m－地盤変動量 0.34m≒EL-6.3m

２号炉取水槽（入力津波４ 防波堤無し）※下降側

２号炉取水槽最大ケース 

図15 水位下降側の時刻歴波形 海域活断層 
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添付資料７ 

入力津波に用いる潮位条件について 

1. はじめに

入力津波による水位変動に用いる潮位条件には，図１に示す位置における 2015 年 1

月から2019年 12月までの５ヵ年の潮位観測記録より求めた朔望平均潮位を使用して

いる。ここでは，観測記録の抽出期間及び観測地点の妥当性を確認するため，潮位観

測地点「輪谷湾」における約 24 ヵ年の潮位観測記録及び最寄りの気象庁潮位観測地

点「境」（敷地から東約 23km 地点）における５ヵ年の潮位観測記録について分析を行

った。 

図１ 潮位観測地点「輪谷湾」の潮位計設置地点 

輪谷湾 
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朔望満潮位 

 

朔望干潮位 

図２ ５ヵ年（2015 年１月～2019 年 12 月）の潮位変化 
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2. 観測記録の抽出期間の影響について 

入力津波による水位変動に用いる 2015 年１月から 2019 年 12 月までの５ヵ年の潮

位観測記録に対して，当初設定していた 1995 年９月から 1996 年８月までの１ヵ年及

び1995年９月から2019年 12月までの約24ヵ年の潮位観測記録のデータ分析を行っ

た。分析結果を表１に示す。 

当初設定していた１ヵ年（1995.9～1996.8）と影響要因として設定する近年５ヵ年

（2015.1～2019.12）の潮位観測記録と比較すると，潮位に差異が認められるが，図

３に示す約 24 カ年の潮位観測記録より，潮位は近年緩やかな上昇傾向認められるこ

とから，近年５ヵ年の潮位観測記録に基づき朔望平均潮位及び潮位のばらつきを設定

する。 

 

表１ 朔望平均潮位に関する分析結果 

 朔望満潮位（ｍ） 朔望干潮位（ｍ） 

 5 ヵ年 1 ヵ年 約 24 ヵ年 5 ヵ年 1 ヵ年 約 24 ヵ年 

平均値 EL+0.58 EL+0.46 EL+0.52 EL+0.09 EL-0.02 EL+0.04 

標準偏差 0.14 0.16 0.16 0.17 0.17 0.18 

 

 

朔望満潮位 

 

朔望干潮位 

図３ 約 24 ヵ年（1995 年 9 月～2019 年 12 月）の潮位変化 

  

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1
99

5
/9

1
99

6
/9

1
99

7
/9

1
99

8
/9

1
99

9
/9

2
00

0
/9

2
00

1
/9

2
00

2
/9

2
00

3
/9

2
00

4
/9

2
00

5
/9

2
00

6
/9

2
00

7
/9

2
00

8
/9

2
00

9
/9

2
01

0
/9

2
01

1
/9

2
01

2
/9

2
01

3
/9

2
01

4
/9

2
01

5
/9

2
01

6
/9

2
01

7
/9

2
01

8
/9

2
01

9
/9

朔
望
満
潮
位

E
L
(m

)

朔

望

平均

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1
99

5
/9

1
99

6
/9

1
99

7
/9

1
99

8
/9

1
99

9
/9

2
00

0
/9

2
00

1
/9

2
00

2
/9

2
00

3
/9

2
00

4
/9

2
00

5
/9

2
00

6
/9

2
00

7
/9

2
00

8
/9

2
00

9
/9

2
01

0
/9

2
01

1
/9

2
01

2
/9

2
01

3
/9

2
01

4
/9

2
01

5
/9

2
01

6
/9

2
01

7
/9

2
01

8
/9

2
01

9
/9

朔
望
干
潮
位

E
L
(m

)

朔

望

平均

5条-別添1-添付7-3

180



3. 島根原子力発電所潮位観測記録と気象庁観測記録との比較について 

島根原子力発電所の潮位観測に用いている潮位観測地点「輪谷湾」と最寄りの気象

庁潮位観測地点「境」（敷地から東約 23km 地点）の潮位観測記録を比較した。 

潮位観測地点「境」の位置を図４に示す。 

潮位観測地点「輪谷湾」と「境」の記録を比較するため，両地点の潮位月報から，

朔望平均満潮位・干潮位の値を整理した。潮位観測地点「輪谷湾」と「境」の2015年

1月から2019年12月までの５ヵ年の朔望満干潮位の推移を図５に，朔望平均満潮位・

干潮位を表２に示す。 

検討結果から，潮位観測地点「輪谷湾」と「境」の波形には大きな差がなく，潮位

観測地点「輪谷湾」と「境」の朔望満潮位及び朔望干潮位の差は朔望平均満潮位で5cm，

朔望平均干潮位で4cm程度であり，大きな差がないことを確認した。 

 

 

図４ 潮位観測地点「境」の位置 
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朔望満潮位 

 

朔望干潮位 

図５ ５ヵ年（2015年1月～2019年12月）の潮位比較 

 

表２ 朔望平均の比較 

 
地点 期間 平均値（m） 標準偏差（m） 

朔望 

満潮位 

輪谷湾 5 ヵ年(2015.1～2019.12) EL+0.58 0.14 

境 5 ヵ年(2015.1～2019.12) EL+0.53 0.14 

朔望 

干潮位 

輪谷湾 5 ヵ年(2015.1～2019.12) EL+0.09 0.17 

境 5 ヵ年(2015.1～2019.12) EL+0.05 0.15 
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高潮発生状況について 

 

潮汐以外の要因による潮位変動について，潮位観測記録に基づき，観測期間等に留

意の上，高潮発生状況（程度，台風等の高潮要因）について把握する。また，高潮の

発生履歴を考慮して，高潮の可能性とその程度（ハザード）について検討し，津波ハ

ザード評価結果を踏まえた上で，独立事象としての津波と高潮による重畳頻度を検討

した上で，考慮の要否，津波と高潮の重畳を考慮する場合の高潮の再現期間を設定す

る。 

また，島根原子力発電所の潮位観測に用いている潮位観測地点「輪谷湾」と，最寄

りの気象庁潮位観測地点「境」（敷地から東約 23km 地点）の潮位観測データを比較し，

妥当性を確認した。 

さらに上記，再現期間を検討した期間（輪谷湾：1995 年～2009 年，境：1967 年～

2012 年）以降の近年の潮位観測記録（2019 年まで）についても確認し，既往の最高

潮位との比較を行った。 

 

１．高潮の評価 

観測地点「発電所構内（輪谷湾）」における約 15 年（1995 年～2009 年）の年最高

潮位を表１に示す。また，表から算定した観測地点「発電所構内（輪谷湾）」におけ

る最高潮位の超過発生確率を図１に示す。これより，再現期間と期待値は次のとおり

となる。 

 

 

2 年   EL+0.77m 

5 年   EL+0.91m 

10 年   EL+1.01m 

20 年   EL+1.12m 

50 年   EL+1.25m 

100 年 EL+1.36m 
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表１ 観測地点「発電所構内（輪谷湾）」における年最高潮位 

年 
最高潮位 

発生月日 

年最高潮位 

（EL m） 

（参考） 

年最高潮位上位 10 位 

1995 9 月 3 日 0.72 9 

1996 6 月 18 日 0.81 5 

1997 8 月 10 日 0.79 7 

1999 10 月 29 日 0.80 6 

2000 9 月 17 日 0.90 4 

2001 8 月 22 日 0.71  

2002 9 月 1 日 0.97 3 

2003 9 月 13 日 1.12 1 

2004 8 月 19 日 1.02 2 

2005 7 月 4 日 0.67  

2006 8 月 12 日 0.67  

2007 8 月 14 日 0.72 9 

2008 8 月 15 日 0.75 8 

2009 12 月 6 日 0.70  

※1998 年はデータが 1月～3月までしか計測されていないため考慮しない。 

 

（参考）年最高潮位上位 10 位と発生要因 

順位 発生年月日 
高潮潮位 

（EL m） 
発生要因 

１ 2003 年 9 月 13 日 1.12 台風 14 号 

２ 2004 年 8 月 19 日 1.02 台風 15 号 

３ 2002 年 9 月 1 日 0.97 台風 15 号 

４ 2000 年 9 月 17 日 0.90  

５ 1996 年 6 月 18 日 0.81  

６ 1999 年 10 月 29 日 0.80  

７ 1997 年 8 月 10 日 0.79  

８ 2008 年 8 月 15 日 0.75  

９ 1995 年 9 月 3 日 0.72  

９ 2007 年 8 月 14 日 0.72  
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図１ 発電所構内（輪谷湾）における最高潮位の超過発生確率 

 

２．高潮の考慮 

基準津波による水位の年超過確率は，10-4～10-5程度※であり，独立事象としての津

波と高潮が重畳する可能性が極めて低いと考えられるものの，高潮ハザードについて

は，プラントの運転期間を超える再現期間 100 年に対する期待値（EL+1.36m）と，入

力津波で考慮する朔望平均満潮位（EL+0.58m）及び潮位のばらつき（0.14m）の合計

の差である 0.64m を外郭防護の裕度評価において参照する。（図２） 

  ※第 671 回審査会合資料（平成 31 年１月 18 日） 
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 c
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相関係数：0.988 

データ数 N=14 

再現期間 

（年） 

期待値 

（EL cm） 

2 年 77 

5 年 91 

10 年 101 

20 年 112 

50 年 125 

100 年 136 
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図２ 高潮の考慮のイメージ 

 

 

３．高潮の評価（最寄地点） 

発電所敷地の最寄りの気象庁潮位観測地点「境」（敷地から東約 23km 地点）におけ

る約 45 年（1967 年～2012 年）の年最高潮位を表２に示す。また，表から算定した気

象庁潮位観測地点「境」における最高潮位の超過発生確率を図３に示す。これより，

再現期間と期待値は次のとおりとなる。 

 

2 年   EL+0.73m 

5 年   EL+0.84m 

10 年   EL+0.90m 

20 年   EL+0.95m 

50 年   EL+1.01m 

100 年 EL+1.06m 

 

気象庁潮位観測地点「境」における，再現期間 100 年に対する期待値は EL+1.06m

であり，「発電所構内（輪谷湾）」における期待値と比べて，小さい値であることを確

認した。 

  

▼許容津波高さ 

設計又は評価に用いる 
▼入力津波水位 

▼基準津波水位 

許容値 
高潮ハザードの 

再現期間 

100 年期待値 

【1.36m】 

③参照する裕度 

【0.64m】 

②潮位のばらつき 
【0.14m】 

①朔望平均満潮位 

【0.58m】 

設計の裕度 
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表２（１） 気象庁潮位観測地点「境」における年最高潮位 

年 
最高潮位 

発生月日 

年最高潮位 

（EL m） 

（参考） 

年最高潮位上位 10 位 

1967 7 月 3 日 0.67  

1969 8 月 24 日 0.76  

1970 12 月 3 日 0.71  

1971 8 月 16 日 0.68  

1972 8 月 10 日 0.88 6 

1973 8 月 18 日 0.72  

1974 7 月 7 日 0.59  

1975 8 月 23 日 0.70  

1976 10 月 29 日 0.63  

1977 7 月 2 日 0.57  

1978 8 月 3 日 0.64  

1979 8 月 18 日 0.81 10 

1980 10 月 26 日 0.83 9 

1981 9 月 4 日 0.81 10 

1982 8 月 28 日 0.62  

1983 7 月 3 日 0.63  

1984 8 月 22 日 0.78  

1985 7 月 18 日 0.67  

1986 8 月 29 日 0.89 5 

1987 8 月 31 日 0.80  

1988 11 月 13 日 0.53  

1989 11 月 1 日 0.61  

1990 8 月 23 日 0.70  

1991 7 月 30 日 0.88 6 

1992 9 月 25 日 0.76  

1993 6 月 3 日 0.73  

1994 10 月 13 日 0.80  

1995 9 月 3 日 0.66  

1996 6 月 18 日 0.69  

1997 8 月 10 日 0.73  

1998 7 月 20 日 0.62  

1999 10 月 29 日 0.70  

2000 9 月 17 日 0.80  
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表２（２） 気象庁潮位観測地点「境」における年最高潮位 

年 
最高潮位 

発生月日 

年最高潮位 

（EL m） 

（参考） 

年最高潮位上位 10 位 

2001 8 月 22 日 0.65  

2002 9 月 1 日 0.90 4 

2003 9 月 13 日 1.03 1 

2004 8 月 20 日 0.97 3 

2005 7 月 4 日 0.67  

2006 8 月 12 日 0.67  

2007 8 月 14 日 0.70  

2008 8 月 15 日 0.75  

2009 12 月 6 日 0.72  

2010 8 月 12 日 0.87 8 

2011 7 月 4 日 0.75  

2012 9 月 18 日 1.00 2 

 

（参考）年最高潮位上位 10 位と発生要因 

順位 発生年月日 
高潮潮位 

（EL m） 
発生要因 

１ 2003 年 9 月 13 日 1.03 台風 14 号 

２ 2012 年 9 月 18 日 1.00 台風 16 号 

３ 2004 年 8 月 20 日 0.97 台風 15 号 

４ 2002 年 9 月 1 日 0.90 台風 15 号 

５ 1986 年 8 月 29 日 0.89 台風 13 号 

６ 1972 年 8 月 10 日 0.88  

６ 1991 年 7 月 30 日 0.88 台風 19 号 

８ 2010 年 8 月 12 日 0.87 台風 4号 

９ 1980 年 10 月 26 日 0.83  

10 1979 年 8 月 18 日 0.81  

10 1981 年 9 月 4 日 0.81  
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図３ 気象庁潮位観測地点「境」における最高潮位の超過発生確率 

 

４．近年の潮位観測記録との比較 

観測地点「発電所構内（輪谷湾）」における再現期間を検討した期間（1995 年～2009

年）以降及び気象庁潮位観測地点「境」における再現期間を検討した期間（1967 年～

2012 年）以降の近年の潮位観測記録の年最高潮位を表３，表４，図４，図５に示す。 

これより，上記検討した期間の最高潮位を超える潮位はない。 

 

表３ 観測地点「発電所構内（輪谷湾）」における年最高潮位 

年 
最高潮位 

発生月日 

年最高潮位 

（EL m） 

2010 8 月 12 日 0.96 

2011 8 月 12 日 0.80 

2012 9 月 18 日 1.07 

2013 8 月 30 日 0.90 

2014 9 月 9 日 0.74 

2015 10 月 2 日 0.99 

2016 8 月 31 日 0.98 

2017 9 月 12 日 0.83 

2018 10 月 6 日 0.98 

2019 10 月 3 日 0.90 

1995年～2009年

の最高潮位 
2003 年 9 月 13 日 1.12 
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相関係数：0.994 

データ数 N=45 
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10 年 90 

20 年 95 
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表４ 気象庁潮位観測地点「境」における年最高潮位 

年 
最高潮位 

発生月日 

年最高潮位 

（EL m） 

2013 8 月 30 日 0.86 

2014 8 月 11 日 0.70 

2015 10 月 2 日 0.90 

2016 8 月 31 日 0.92 

2017 7 月 25 日 0.76 

2018 10 月 7 日 0.90 

2019 10 月 4 日 0.85 

1967年～2012年

の最高潮位 
2003 年 9 月 13 日 1.03 

 

 
図４ 観測地点「発電所構内（輪谷湾）」における最高潮位変化 
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図５ 気象庁潮位観測地点「境」における最高潮位変化 

 

５．近年の潮位観測記録による高潮評価について 

高潮の評価について，近年のデータも含めたうえで，最高潮位の超過確率を算

定するとともに，再現期間 100 年に対する期待値（EL+1.36m）を用いることにし

た妥当性について説明する。 

近年のデータを含む 24 ヵ年（1995 年～2019 年）を対象に，輪谷湾におけるプ

ラントの運転期間を超える再現期間 100 年に対する期待値を算出した結果を図６

に示す。この図より，100 年に対する期待値は EL+1.23m であり，従来から用いて

いる期待値より小さくなっている。 

以上のことから，保守的な評価となるよう，従来から用いている 1995 年～2009

年を対象に算出した再現期間 100 年に対する期待値（EL+1.36m）を用いる。 
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図６ 近年の観測記録による最高潮位の超過発生確率 
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添付資料８ 

入力津波に対する水位分布について 

入力津波の決定ケースにおける津波水位の一覧を表１に，入力津波設定位置

を図１に示す。入力津波の設定においては，外海に面した全ての施設は，「施

設護岸又は防波壁」に「1号放水連絡通路防波扉」を含めて評価した最大の水位

を一律に入力津波高さとして設定することとする。（評価結果の妥当性につい

ては，「島根原子力発電所２号炉 基準津波の策定について」で説明済） 

また，日本海東縁部から想定される地震による津波の水位上昇側及び水位下

降側のケースにおける水位分布を図２及び図３に，海域活断層から想定される

地震による津波の水位上昇側及び水位下降側のケースにおける水位分布を図４

及び図５に示す。 
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表１（１） 入力津波高さ一覧（日本海東縁部） 

 

 

表１（２） 入力津波高さ一覧（海域活断層） 

 

  

因子 設定位置
基準
津波

地形変化
(防波堤)

潮位変動
地震に

よる地殻変動

管路状態 設定位置に
おける評価値
(EL m)

許容津波高さ
(EL m)

評価※１朔望平均
潮位(m)

潮位のば
らつき(m)

貝付
着

ポンプ
状態

遡上域
最高水位

施設護岸又は防波壁 1 無し

EL+0.58 EL＋0.14 無し

管路解析
対象外

+11.9 +15.0 ○

水路内
最高水位

1号炉取水槽※２ １ 無し 無し 停止 +8.0 +8.8 ○

2号炉取水槽 １ 無し 無し 停止 +10.6 +11.3 ○

3号炉取水槽 １ 無し 無し 停止 +7.8 +8.8 ○

3号炉取水路点検口 １ 無し 無し 停止 +6.4 +9.5 ○

1号炉放水槽 １ 有り 無し 停止 +4.8 +8.8 ○

1号炉冷却水排水槽 １ 有り 無し 停止 +4.7 +8.5 ○

1号炉マンホール １ 有り 無し 停止 +4.8 +8.5 ○

1号炉放水接合槽 １ 有り 無し 停止 +3.5 +9.0 ○

2号炉放水槽 １ 有り 無し 停止 +7.9 +8.8 ○

2号炉放水接合槽 １ 無し 無し 停止 +6.1 +8.0 ○

3号炉放水槽 ５ 無し 無し 停止 +7.3 +8.8 ○

3号炉放水接合槽 ５ 無し 無し 停止 +6.5 +8.5 ○

取水口
最低水位

2号炉取水口 6 無し
EL+0.09 EL－0.17

隆起0.34m
を考慮

管路解析
対象外 -6.4 -12.5 ○

水路内
最低水位

2号炉取水槽 6 無し 有り 運転
-8.3
(-8.22)

-8.3
（-8.32）

○

※１ 参照する裕度（0.64m）に対しても余裕がある。
※２ 流路縮小工を設置して評価している。なお，水位については，「島根原子力発電所２号炉 津波による損傷の防止 論点１「防波堤が地震により損傷した場合の運用方針の妥当性，有効

性」」（現在，審議中）の審査結果を適宜反映する。

因子 設定位置
基準
津波

地形変化
(防波堤)

潮位変動
地震に

よる地殻変動

管路状態 設定位置に
おける評価値
(EL m)

許容津波高さ
(EL m)

評価※１朔望平均

潮位(m)
潮位のば

らつき(m)
貝付
着

ポンプ
状態

遡上域

最高水位
施設護岸又は防波壁

海域活
断層
上昇側
最大
ケース

有り

EL+0.58 EL＋0.14 無し

管路解析

対象外
+4.2 +15.0 ○

水路内
最高水位

1号炉取水槽※２ ４ 無し 無し 停止 +3.2 +8.8 ○

2号炉取水槽 4 無し 無し 停止 +4.9 +11.3 ○

3号炉取水槽 4 有り 無し 停止 +3.7 +8.8 ○

3号炉取水路点検口 4 有り 無し 停止 +2.7 +9.5 ○

1号炉放水槽 4 無し 無し 停止 +2.1 +8.8 ○

1号炉冷却水排水槽 4 無し 無し 停止 +1.9 +8.5 ○

1号炉マンホール 4 無し 無し 停止 +1.8 +8.5 ○

1号炉放水接合槽 4 無し 無し 停止 +1.9 +9.0 ○

2号炉放水槽 4 無し 有り 運転 +4.2 +8.8 ○

2号炉放水接合槽 4 有り 有り 運転 +2.8 +8.0 ○

3号炉放水槽 4 有り 無し 停止 +3.3 +8.8 ○

3号炉放水接合槽 4 有り 無し 停止 +3.5 +8.5 ○

取水口

最低水位
2号炉取水口 4 無し

EL+0.09 EL－0.17 隆起0.34m
を考慮

管路解析
対象外 -4.2 -12.5 ○

水路内

最低水位
2号炉取水槽 4 無し 無し 運転 -6.3 -8.3 ○

※１ 参照する裕度（0.64m）に対しても余裕がある。
※２ 流路縮小工を設置して評価している。なお，水位については，「島根原子力発電所２号炉 津波による損傷の防止 論点１「防波堤が地震により損傷した場合の運用方針の妥当性，有効

性」」（現在，審議中）の審査結果を適宜反映する。
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図１ 入力津波設定位置 
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図２（１） 入力津波１（防波堤有り） 最高水位分布 

（鳥取県（2012）が日本海東縁部に想定した地震による津波） 

 

 

図２（２） 入力津波１（防波堤無し） 最高水位分布 

（鳥取県（2012）が日本海東縁部に想定した地震による津波） 
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図２（３） 入力津波５（防波堤無し） 最高水位分布 

（地震発生領域の連動を考慮した検討による津波（断層長さ350km）） 

 

 

図３ 入力津波６（防波堤無し） 最低水位分布 

（地震発生領域の連動を考慮した検討による津波（断層長さ350km）） 
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図４（１） 海域活断層上昇側最大ケース（防波堤有り） 最高水位分布 

（F-Ⅲ～F-Ⅴ断層から想定される地震による津波） 

 

 

図４（２） 入力津波４（防波堤有り） 最高水位分布 

（F-Ⅲ～F-Ⅴ断層から想定される地震による津波） 
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図５ 入力津波４（防波堤無し） 最低水位分布 

（F-Ⅲ～F-Ⅴ断層から想定される地震による津波） 
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添付資料 22 

耐津波設計における余震荷重と津波荷重の組合せについて 

1. 規制基準における要求事項等

・サイトの地学的背景を踏まえ，余震の発生の可能性を検討すること。

・余震発生の可能性に応じて余震による荷重と入力津波による荷重との

組合せを考慮すること。

2. 検討方針

余震による荷重については，本震発生後の余震及び誘発地震を検討し，耐津

波設計において津波荷重と組み合わせる適切な余震荷重を設定する。なお，本

検討においては，本震の震源域において発生する地震を余震とし，本震の震源

域の外で発生する地震を誘発地震として整理し，図１の流れで検討を実施した。 

図１ 余震荷重の検討フロー 

3. 余震の評価

3.1 余震の選定 

敷地への影響度を考慮して対象

とする余震を選定 

4. 誘発地震の評価

3.3 余震の地震動評価 

余震による地震動を Noda et 

al.(2002)に基づき評価 

5. 余震荷重の設定

上記の検討結果を踏まえ，海域活断層に想定される地震による津波荷重に組み

合わせる余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄによる荷重を設定（日本

海東縁部に想定される地震による余震荷重は，敷地への影響が明らかに小さい

ことから津波荷重との組み合わせは行わない） 

3.2 余震の規模の設定 

本震と最大余震の地震規模の関

係を整理し，余震の規模を設定 

4.1 誘発地震の選定 

敷地への影響度を考慮して対象

とする誘発地震を選定 

4.3 誘発地震の地震動評価 

誘発地震による地震動を Noda 

et al.(2002)に基づき評価 

4.2 誘発地震の規模の設定 

過去の地震等に基づき，誘発地

震の規模を設定 

5条-別添1-添付22-1

200



 

3. 余震の評価 

3.1 余震の選定 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある余震による地震動を評

価するにあたり，敷地への影響度を考慮して対象とする余震を選定する。島根

原子力発電所における基準津波は，図２に示す「日本海東縁部に想定される地

震による基準津波１，２，３，５及び６」及び「海域活断層に想定される地震

による基準津波４」である。このうち，「日本海東縁部に想定される地震によ

る基準津波１，２，３，５及び６」の波源位置は，敷地から 600km 以上の距離

にあり，その波源の活動に伴う余震については，敷地への影響が明らかに小さ

い。一方，「海域活断層に想定される地震による基準津波４」の波源位置は，

敷地からの断層最短距離が約８km と比較的近く，その波源の活動に伴う余震

については，敷地への影響が考えられる。 

以上のことから，「海域活断層に想定される地震による基準津波４」の波源

の活動に伴う余震を選定する。 

 

3.2 余震の規模の設定 

余震の規模は，過去の地震データにおける本震規模と最大余震の規模の関係

を整理することにより想定する。検討対象とした地震は，津波荷重と組み合わ

せる余震荷重を評価するという観点から，地震調査研究推進本部の地震データ

による本震のマグニチュードが 7.0 以上とし，かつ，余震を考慮する基準津波

４の波源の活動に伴い発生する津波の最大水位変化を生起する時間帯は，最大

でも地震発生から約 10 分以内であることを考慮し，本震と最大余震との時間

間隔が１時間程度以内の地震とした。対象とした地震の諸元及び震央分布を表

１及び図３に示す。地震調査研究推進本部の地震データについて，本震のマグ

ニチュードＭ０と最大余震のマグニチュードＭ１の関係から本震と余震のマ

グニチュードの差Ｄ１は，図４のとおり，Ｄ１＝Ｍ０－Ｍ１＝1.2 として評価

できる。余震の規模を想定する際は，データ数が少ないことから，保守的に標

準偏差を考慮しＤ１＝0.9 として余震の規模を想定する。 

 

3.3 余震の地震動評価 

基準津波４の波源の活動に伴い発生する可能性がある余震による地震動を

評価するにあたり，表２及び図５に示す波源の諸元及び震源モデルを設定し，

上記の関係式に基づき余震の規模を設定した上で，Noda et al.（2002）によ

り応答スペクトルを評価した。その評価結果と弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの応

答スペクトルを比較して図６に示す。同図より，基準津波４の波源の活動に伴

う余震の地震動評価結果は，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄを下回っている。 
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4. 誘発地震の評価 

4.1 誘発地震の選定 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある誘発地震による地震動

を評価するにあたり，敷地への影響度を考慮して対象とする誘発地震を選定す

る。 

過去に発生した誘発地震について，2011 年東北地方太平洋沖地震（Ｍ9.0）

を対象に，余震活動の領域内の地震を除いた本震発生後 24 時間以内に発生し

たＭ6.5 以上の内陸地殻内地震を確認すると，本震発生から約 13 時間後に長

野県北部の地震（Ｍ6.7）が誘発地震として発生しており，それぞれの地震の

震央位置は，図７に示すとおり約 400km 離れた位置関係になっている。 

図８に示す国土地理院による 2011 年東北地方太平洋沖地震（Ｍ9.0）の発生

後（2011 年 2 月下旬～3月下旬）の地殻変動によると，誘発地震の長野県北部

の地震（Ｍ6.7）の震央位置周辺に比べて，敷地周辺ではほとんど地殻変動は

見られない。また，遠田（2011）において，2011 年東北地方太平洋沖地震（Ｍ

9.0）の発生後の応力変化を検討し，近畿地方の変化量は概ね 0.1bar 以下と小

さく，地震活動に目立った変化は見られないことから，「近畿の活断層への影

響はごくわずか」としており，近畿地方よりもさらに西方の敷地周辺の活断層

への影響もごくわずかと考えられる。なお，日本海東縁部の地震の本震のマグ

ニチュードが 7.0 以上の３地震（1964 年新潟地震：本震Ｍ7.5 最大余震 6.1，

1983 年日本海中部地震：本震Ｍ7.7 最大余震 6.1，1993 年北海道南西沖地震：

本震Ｍ7.8 最大余震 6.0）については，余震を含めたとしてもＭ6.5 未満の地

震しか発生していない。 

基準津波のうち，「日本海東縁部に想定される地震による基準津波１，２，

３，５及び６」の波源は 2011 年東北地方太平洋沖地震（Ｍ9.0）より規模が小

さく，その位置は図７に示すとおり敷地から 600km 以上の距離にあり，2011

年東北地方太平洋沖地震とその誘発地震の位置関係よりも更に離れているこ

とから，上記の地殻変動や応力変化を考慮すると，その波源の活動に伴う誘発

地震が敷地周辺で発生することは考えられない。 

一方，「海域活断層に想定される地震による基準津波４」の波源位置は，図

７に示すとおり，敷地からの断層最短距離が約８km と比較的近いことから，

その波源の活動に伴う誘発地震が敷地周辺で発生することは考えられる。 

以上のことから，「海域活断層に想定される地震による基準津波４」の波源

の活動に伴う誘発地震を選定する。 
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4.2 誘発地震の規模の設定 

2011 年東北地方太平洋沖地震(Ｍ9.0)では誘発地震の長野県北部の地震（Ｍ

6.7）が発生したのは本震発生から約 13 時間後である。誘発地震を考慮する基

準津波４の継続時間のうち最大水位変化を生起する時間帯（最大でも地震発生

から約 10 分以内）においてＭ6.8 以上の誘発地震が発生することは考えにく

いが，保守的に基準地震動の評価において検討用地震に選定されなかった孤立

した短い活断層による地震を対象とし，誘発地震の規模をＭ6.8 に設定する。 

 

4.3 誘発地震の地震動評価 

基準津波４の波源の活動に伴う誘発地震について，表３及び図９に示す孤立

した短い活断層による地震を対象にＭ6.8 の震源モデルを設定し，Noda et al.

（2002）により応答スペクトルを評価した。その評価結果と弾性設計用地震動

Ｓｄ－Ｄの応答スペクトルを比較して図 10 に示す。同図より，基準津波４の

波源の活動に伴う誘発地震の地震動評価結果は，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄを

下回っている。 

 

5. 余震荷重の設定 

以上の検討結果から，基準津波１，２，３，５及び６の波源である「日本海

東縁部に想定される地震」については，その余震及び誘発地震の敷地への影響

が明らかに小さいことから，津波荷重に組み合わせる余震荷重を設定しない。

また，基準津波４の波源である「海域活断層に想定される地震」については，

その余震及び誘発地震の地震動評価結果を，全ての周期帯において弾性設計用

地震動Ｓｄ－Ｄが十分に上回ることから，保守的にＳｄ－Ｄによる荷重を海域

活断層に想定される地震による津波荷重に組み合わせる余震荷重として設定

する。 
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図２ 島根原子力発電所と基準津波の波源 
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表１ 過去の地震における本震と最大余震の関係（M7.0 以上） 

本震

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ
M0

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ
M1

本震との
時間間隔

1 2003/9/26 十勝沖 8.0 7.1 1:18
2 2004/11/29 釧路沖 7.1 6.0 0:04
3 2006/11/15 千島列島東方 7.9   6.7※1 1:12
4 2008/6/14 岩手宮城内陸地震 7.2 5.7 0:37
5 2008/9/11 十勝沖 7.1 5.7 0:12
6 2011/3/11 東北地方太平洋沖地震 9.0   7.6※1 0:29
7 2012/12/7 三陸沖 7.3 6.6 0:13
8 2016/4/16 熊本地震 7.3 5.9 0:21

最大余震
No. 発生年月日 震源

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 余震の地震規模の評価に用いた地震の震央分布［本震（★），余震（★）］

※１：気象庁による最新の震源情報を参照 
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    図４ 本震と最大余震の地震規模の関係（M7.0 以上） 

 

 

データ数 n=８ 

本震のマグニチュード M0 平均値＝7.6 

最大余震のマグニチュード M1 の平均値＝6.4 

標準偏差１σ＝0.3 

（平均値） 

M1＝M0－1.2 

（標準偏差考慮：σ＝0.3） 

M1＝M0－0.9 
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表２ 設定した余震の震源諸元 

項目 設定値

 本震のﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 7.6

 余震のﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ※1 6.7

 等価震源距離※2（km） 17.3
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 基準津波４の波源に対する震源モデル 

島根原子力発電所

第一アスペリティ

第二アスペリティ

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層（48km）

アスペリティ 東側セグメント

西側セグメント

※１：本震と余震のマグニチュードの差Ｄ１を 0.9 として，余震のマグニチュードを評価 

※２：図５に示す震源モデルに対し，Noda et al.（2002）に基づき等価震源距離を評価 
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図６（１） 基準津波４の波源の活動に伴い発生する余震と 

      弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの比較（水平方向）
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図６（２）基準津波４の波源の活動に伴い発生する余震と 

          弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの比較（鉛直方向）
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図７ 2011 年東北地方太平洋沖地震と 2011 年長野県北部の地震の震源位置 

及び島根原子力発電所と基準津波の波源の位置関係 
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図８ 2011 年２月下旬から 2011 年３月下旬の 1ヶ月間の地殻変動

［国土地理院（2011）に一部加筆］ 

 

島根原子力発電所  

2011 年長野県北部の地震（M6.7） 
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表３ 設定した誘発地震の震源諸元 

No. 断　層　名
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

Ｍ
等価震源距離
Xeq（km）

1  田の戸
た と

断層 6.8 16.0

2  大船山東
おおふなやまひがし

断層 6.8 16.1

3  仏経山北
ぶっきょうざんきた

断層 6.8 26.2

4  東来待
ひがしきまち

－新田畑
し んた ばた

断層 6.8 20.2

5  柳井
や な い

断層 6.8 18.3

6  三刀屋北
み と や き た

断層 6.8 32.1

7  半場
は ん ば

－石原
いしはら

断層 6.8 25.7

8  布部
ふ べ

断層 6.8 32.1

9  東忌部
ひがしいんべ

断層 6.8 17.3

10  山王寺
さんのうじ

断層 6.8 22.2

11  大井
お お い

断層 6.8 16.0

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 誘発地震として考慮する孤立した短い活断層の分布

仏経山北断層
三刀屋北断層

東来待－新田畑断層

山王寺断層

柳井断層 布部断層

半場－石原断層

東忌部断層

大井断層田の戸断層
大船山東断層

島根原子力発電所

孤立した短い活断層

［「［新編］日本の活断層」に加筆修正］ 
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図 10（１） 基準津波４の波源の活動に伴い発生する誘発地震と 

    弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの比較（水平方向）
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図 10（２） 基準津波４の波源の活動に伴い発生する誘発地震と 

    弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの比較（鉛直方向） 
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別紙 

 

日本海東縁部を波源とする基準津波と日本海東縁部の津波波源で想定される余震以外の 

地震との組合せの考え方について 

 

１．概要 

 設計上考慮すべき荷重評価における自然現象の組合せについては，第６条「外部からの

衝撃による損傷の防止」において説明しており，荷重により安全施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがあると想定される自然現象を挙げた上で，地震，津波，風（台風）等の組合せ

について検討している。 

 ここでは，日本海東縁部を波源とする基準津波と日本海東縁部の津波波源で想定される

余震以外の地震との組合せの考え方について，第６条「外部からの衝撃による損傷の防止」

の該当箇所を抜粋する形で，その内容を示す。 
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２．設計上考慮すべき荷重評価における自然現象の組合せについて 
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添付資料 27 

海域活断層に想定される地震による津波及び 

日本海東縁部に想定される地震による津波に対する流入防止対策について 

１．概要 

 内郭防護においては，海域と接続する耐震 B,C クラス機器等が地震により

損傷して保有水が溢水するとともに，損傷箇所を介して津波が流入する事象

を想定する。 

ここでは，海域活断層に想定される地震による配管損傷後に海域活断層に

想定される地震による津波が襲来した場合及び敷地近傍の地震による配管

損傷後に波源の異なる日本海東縁部に想定される地震による津波が襲来し

た場合の津波流入防止対策について説明する。 

２．海域と接続する配管 

海域と接続する耐震 B,C クラス配管が設置される区画としてタービン建

物，取水槽循環水ポンプエリア及び取水槽海水ポンプエリアがある。 

タービン建物，取水槽循環水ポンプエリア及び取水槽海水ポンプエリアに

設置される海域と接続する津波流入防止対策が必要な配管を表 1に示す。な

お，海域と接続する原子炉補機海水系，高圧炉心スプレイ補機海水系は基準

地震動 Ss による地震力に対してバウンダリ機能を維持する設計としている。 

表１ 海域と接続する津波流入防止対策が必要な配管 

区画 配管 耐震性 

タービン建物

循環水系 C クラス 

タービン補機海水系 Cクラス 

液体廃棄物処理系 C クラス 

取水槽循環水 

ポンプエリア 

循環水系 C クラス 

タービン補機海水系 Cクラス 

取水槽海水 

ポンプエリア 
除じん系 C クラス 
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３．津波流入防止対策 

海域活断層に想定される地震による津波襲来に係る時系列を図１に，日本

海東縁部に想定される地震による津波襲来に係る時系列を図２に示す。 

循環水系は，地震により当該系統が損傷する場合，図３に示す通り，地震

大信号及び漏えい検知器動作の AND 条件のインターロックによる復水器水

室出入り口弁及びポンプ出口弁閉止により津波の流入を防止する。 

タービン補機海水系は，地震により当該系統が損傷する場合，循環水系と

同条件のインターロックによりポンプ出口弁を閉止するとともに，出口側配

管の逆止弁により津波の流入を防止する（図４参照）。また，液体廃棄物処

理系については，出口側配管の逆止弁により津波の流入を防止し，除じん系

についても基準地震動 Ss による地震力に対してバウンダリ機能を維持する

設計とし，津波の流入を防止する。 

この結果，地震により循環水系，タービン補機海水系，液体廃棄物処理系

及び除じん系が損傷した後に，海域活断層に想定される地震による津波が襲

来した場合及び日本海東縁部に想定される地震による津波が襲来した場合

でも，津波はタービン建物，取水槽循環水ポンプエリア及び取水槽海水ポン

プエリアに流入しない。 

 

時系列 

  

時系列 

 

循環水系 

 

循環水系 

 

タービン 

補機海水系 

 
タービン 

補機海水系 

 

図１ 海域活断層に想定される地震による   図２ 日本海東縁部に想定される地震による 

津波襲来に係る時系列            津波襲来に係る時系列 
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図３ 循環水系概要図 

図４ タービン補機海水系概要図 
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添付資料 31 

施設護岸の漂流物評価における遡上域の範囲及び流速について 

１．概要 

非常用冷却海水系の海水ポンプの取水性へ影響を及ぼす可能性については，

施設護岸の設備等が漂流物となる可能性を踏まえ評価している。ここでは，施

設護岸の設備等が漂流物となる可能性の評価のうち滑動評価に用いる流速を確

認する。 

２．検討内容 

遡上域の範囲（最大水位上昇量分布）を保守的に評価するため，地震による

荷揚場周辺の沈下及び初期潮位を考慮した津波解析を実施した。解析に当たっ

ては，荷揚場付近の水位上昇量が大きい基準津波１（防波堤有無）を対象とし

た。解析条件を以下に示す。 

・荷揚場周辺の沈下については，防波壁前面を一律１ｍ沈下させたケースを

用いる。

・初期潮位については，朔望平均満潮位+0.58m に潮位のばらつき＋0.14m を

考慮する。

基準津波１（防波堤有無）における施設護岸の最大水位上昇量分布（拡大図）

を図 1に示す。図 1より，防波堤有りに比べ，防波堤無しの方が最大水位上昇

量は大きく，遡上範囲が広いことから，防波堤無しの流速を評価する。 
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基準津波１（防波堤有り） 

 

基準津波１（防波堤無し） 

図１ 最大水位上昇量分布（拡大図） 

 

：海陸境界

：海陸境界
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３．確認結果 

遡上域における流速分布を図２に，主な荷揚場漂流物の配置を図３に示す。 

流速の抽出にあたっては，荷揚場漂流物の配置を踏まえ，遡上域である荷揚

場周辺の 12 地点（図４参照）を選定し各地点の最大流速を抽出した。 

図２に示すとおり，遡上域における流速は概ね 8.0m/s 以下であるが，遡上域

の一部において 8.0m/s を超える流速が確認できる。各地点における最大流速抽

出結果を表１に示す。 

遡上域おける流速は概ね 8.0m/s 以下であり，最大流速を示す地点における

8.0m/s を超える時間は極めて短い（1秒以下である）が，漂流物評価に用いる

流速は，最大流速（11.9m/s）とする。最大流速を示す地点における浸水深・流

速の時刻歴波形を図５に示す。 

 

 

図２ 遡上域における流速分布 

 

図３ 主な荷揚場漂流物の配置 

：海陸境界
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図４ 流速抽出地点 

表１ 各地点の流速評価結果 

Vx(+)
東向き

Vy(+)
北向き

①

④

⑤

⑩

⑥

⑪

⑫

②
③

⑦
⑧
⑨

地点
Vx方向
最大流速
(m/s)

Vy方向
最大流速
(m/s)

全方向最大流速(m/s)

Vx方向
流速

Vy方向
流速

全方向流速
（√Vx2+Vy2)

1 -4.2 2.1 -4.2 1.9 4.6

2 -4.0 2.5 -4.0 1.4 4.2

3 -6.7 2.1 -6.7 -0.8 6.8

4 -3.6 3.7 -3.2 3.4 4.6

5 -3.6 3.8 -3.6 3.7 5.1

6 -5.5 4.1 -5.5 2.7 6.1

7 -11.8 3.4 -11.8 1.1 11.9

8 -5.3 1.5 -5.3 1.3 5.4

9 -5.9 1.9 -5.9 1.6 6.1

10 4.8 -7.6 4.8 -7.6 9.0

11 -8.9 2.5 -8.9 -1.2 9.0

12 -2.7 5.1 -1.4 5.1 5.3
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図５ 地点７（最大流速を示す地点）における浸水深・流速時刻歴波形 
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